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平成26年2月28日判決言渡同日原本領収裁判所書記官

平成21年（行ウ）第16号県営路木ダム事業に係る公金支出差止等請求事件

口頭弁論終結日平成25年11月20日

判 決

当事者の表示別紙1（当事者目録）記載のとおり

主 文

1本件訴訟のうち，原告井手幸男に関する部分は，平成25年2月24日に同

原告の死亡により終了した。

2本件訴えのうち，平成25年11月20日までに終了した路木川河川総合開

発事業路木ダム建設事業に関する公金の支出，契約の締結又は債務その他の義

務の負担行為の差止めを求める部分を却下する。

3被告は，路木川河川総合開発事業路木ダム建設事業に関して，本判決確定時

までに支払義務が生じたものを除く公金を支出してはならず，契約を締結し，

又は債務その他の義務を負担してはならない。

4原告井手幸男を除く原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

5訴訟費用（補助参加により生じた費用を除く。）はこれを2分し，その1を

前項の原告らの負担とし，その余を被告の負担とし，補助参加により生じた費

用は，前項の原告らの負担とする。

事実及び理由

第1請求

1被告は，路木川河川総合開発事業路木ダム建設事業に関して，公金を支出し

てはならず，契約を締結し，又は債務その他の義務を負担してはならない。

2被告は，蒲島郁夫に対し，19億9037万0293円及びうち1億436

0万9000円に対する平成21年4月1日から，うち’億1610万096

0円に対する平成22年4月1日から，うち4億3167万0040円に対す

る平成23年4月1日から，うち5億1004万8000円に対する平成24
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年4月1日から，うち6億8661万9000円に対する平成25年4月1日

から支払済みまで年5分の割合による金員の支払を請求せよ。

第2事案の概要

本件は，熊本県天草市河浦町を流れる路木川（二級河川）上流において，路

木川河川整備基本方針（以下「本件基本方針」という。）及び同河川整備計画

（以下「本件整備計画」といい，本件基本方針と併せて「本件整備計画等」と

いう。）に基づいて建設中の多目的ダム（以下「路木ダム」という。）につい

て，同県の住民である原告らが，本件整備計画等は，治水及び利水の必要性等

が認められないにもかかわらず，その必要性があるとして，路木ダム建設工事

の実施等を定めたものであり，河川法16条の2第2項等に違反するから，路

木ダムの建設事業に係る公金支出は違法であるとして,(1)同県の執行機関であ

る被告に対し，地方自治法242条の2第1項1号に基づき，上記公金支出等

の差止めを求めるとともに（以下「本件(1)請求」という。），同県知事である

蒲島郁夫は，上記公金支出を中止すべきであったにもかかわらず，これを中止

せず，その結果，同県が公金支出額相当の損害を被ったとして，(2)被告に対し，

同項4号本文に基づき，同人に対し不法行為による損害賠償請求をすることを

求める（以下「本件(2)請求」という。以下，本件(1)請求と併せて「本件各請求」

という。）住民訴訟である。

1関係法令等の定め

関係法令等の定めは，別紙2（関係法令等の定め）のとおりであり，二級河

川の管理等に関する法令等の概要及び同法令における基本的概念は，以下のと

おりである。

(1)河川管理

河川管理とは，河川について，洪水，高潮等による災害発生の防止，適正

な利用，流水の正常な機能の維持及び河川環境の整備と保全を図るため，総

合的な管理を行うことであり（河川法1条），二級河川（同法5条）の管理
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という。）を定めておかなければならない（河川法16条の2第1項）。

イ河川整備計画（以下「整備計画」ともいう。）は，基本方針に即し，当

該河川の総合的な管理が確保できるように定められなければならない。こ

の場合，河川管理者は，降雨量，地形，地質その他の事情によりしばしば

洪水による災害が発生している区域につき，災害の発生を防止し，又は災

害を軽減するために必要な措置を講ずるように特に配慮しなければならな

い（同条2項）。

ウ整備計画には，次の各事項（以下「整備計画策定事項」という。）を定

めなければならない（施行令10条の3）。

tｱ）整備計画の目標に関する事項

㈹河川整備の実施に関する事項

①河川工事の目的，種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行に

より設置される河川管理施設（河川法3条2項）の機能の概要

②河川の維持の目的，種類及び施行の場所

工河川管理者は，整備計画案を作成し，又は整備計画を変更しようとする

場合において必要があると認めるときは，学識経験者の意見を聴き，また，

公聴会の開催等関係住民の意見を反映させるために必要な措置を講じな

ければならない（同法16条の2第3項，第4項及び第7項）。また，

整備計画を定め，又は変更しようとする場合には，あらかじめ関係市町

村長の意見を聴かなければならない（同法16条の2第5項）。

(4)河川の管理に関する法令における基本的概念

河川の管理に関する法令における基本的概念及びその意義は，国土交通省

河川砂防技術基準（以下「河川砂防技術基準」という。）等によれば，以下

のとおりである。（甲14，乙37，48，67）

ア基本高水

基本高水とは，洪水防御に関する計画（後記(6)参照。以下「洪水防御計

は,当該河川の存する都道府県を統轄する都道府県知事が行う（同法10条)。

(2)河川整備基本方針

ア河川管理者は，その管理する河川について，計画高水流量その他当該河

川の河川工事（河川法8条）及び河川の維持（以下「河川の整備」という。）

についての基本となるべき方針に関する事項（以下「河川整備基本方針」

という。）を定めておかなければならない（同法16条1項）。

イ河川整備基本方針（以下「基本方針」ともいう。）は，水害発生の状況，

水資源の利用の現況及び開発並びに河川環境の状況を考慮し，かつ，国土

総合開発計画との調整を図って，水系ごとに，その水系に係る河川の総合

的管理が確保できるように定められなければならない（同法16条2項）。

ウ基本方針には，次の各事項（以下「基本方針策定事項」という。）を定

めなければならない（同法施行令10条の2）。

け）当該水系に係る河川の総合的な保全と利用に関する基本方針

（ｲ）河川の整備の基本となるべき事項

①基本高水並びにその河道及び洪水調節ダムへの配分に関する事項

②主要な地点における計画高水流量に関する事項

③主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る川幅に関する

事項

④主要な地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量に

関する事項

工都道府県知事は，基本方針を定め，又は変更しようとする場合において

は，当該都道府県河川審議会が置かれているときは，あらかじめ同審議会

の意見を聴かなければならない（河川法16条4項，6項）。

(3)河川整備計画

ア河川管理者は，河川整備基本方針に沿って計画的に河川の整備を実施す

べき区間について，当該河川の整備に関する計画（以下「河川整備計画」
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画」という。）の基本となる洪水（ダムによる洪水調節等の人工的制御が

ない自然河川状態における計画降雨の降雨量による洪水）を意味し，河川

の流量の経時的変化を表したハイドログラフ（河川の流量を縦軸に，時間

を横軸にとって，その時間的変化を図示したもの）で表示される。基本高

水は，ハイドログラフで代表される規模の洪水の起こりやすさ（生起確率）

によって評価され，それが洪水防御計画の目標とする安全の度合い（治水

安全度）を表すことになる。なお，計画降雨の降雨量は，同計画の規模を

定め（後記(6)イ参照），さらに降雨継続時間を定めることによって決定さ

れる。

イ計画高水流量

計画高水流量とは，基本高水を河道及びダム等の洪水調節施設に合理的

に配分した後の河道の高水流量であり，各地点の河道，洪水調節ダム等の

計画の基本となる。計画高水流量は，河川管理施設等構造令において，「河

川整備基本方針に従って，過去の主要な洪水及びこれらによる災害の発生

の状況並びに流域及び災害の発生を防止すべき地域の気象，地形，地質，

開発の状況等を総合的に考慮して，河川管理者が定めた高水流量」と定義

されている（構造令2条4号）。

ウ計画高水位

計画高水位とは，計画高水流量が河川改修後の河道断面（計画断面）を

流下するときの水位であり，河道の改修計画を立てる際の基本となる。計

画高水位は，河川周辺の地盤高や土地利用の状況等を考慮し，計画高水流

量，河道の横断形，縦断形と関連して定められる（構造令2条7号）。

工流水の正常な機能を維持するため必要な流量(以下｢正常流量」という。）

正常流量とは，維持流量及び水利流量の双方を満足する流量であって，

適正な河川管理のために基準となる地点において定めるものである。維持

流量とは，舟運，漁業，観光，流水の清潔の保持，塩害の防止，河口の閉

塞の防止，河川管理施設の保護，地下水位の維持，景観，動植物の生息・

生育地の状況，人と河川との豊かな触れ合いの確保等を総合的に考慮して

定められた流量であり，水利流量とは，それが定められた地点より下流に

おける流水の占用（流水の取水）のために必要な流量である。

(5)基本方針及び整備計画の作成の準則等

ア基本方針及び整備計画（以下「整備計画等」ともいう。）は，「次に定

めるところにより作成しなければならない」（施行令10条。以下「作成

準則」といい，各号において明示的に列挙された考慮要素を「本件考慮要

素」という。）。

（ｱ）洪水，高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項について

は，過去の主要な洪水，高潮等及びこれらによる災害の発生の状況並び

に災害の発生を防止すべき地域の気象，地形，地質，開発の状況等を総

合的に考慮すること（同条1号）。

何）河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項について

は，流水の占用，舟運，漁業，観光，流水の清潔の保持，塩害の防止，

河口の閉塞の防止，河川管理施設の保護，地下水位の維持等を総合的に

考慮すること（同条2号）。

（助河川環境の整備と保全に関する事項については，流水の清潔の保持，

景観，動植物の生息地又は生育地の状況，人と河川との豊かな触れ合い

の確保等を総合的に考慮すること（同条3号）。

イ都道府県知事は，整備計画等を定め，又は変更しようとする場合におい

ては，あらかじめ国土交通大臣に協議してその同意を得なければならない

（河川法79条2項1号）。

ウなお，整備計画等の作成は，平成9年の河川法改正により創設された制

度であり，それ以前は，河川の管理に関する計画として，工事実施基本計

画を定めておかなければならないとされ（旧河川法16条1項），同計画
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に「重要なものであるから，十分詳細な調査を行う必要がある」とされてについて建設大臣の認可を受けることとされていた(同法79条2項1号，

改正附則2条）。

(6)洪水防御計画

ア洪水防御計画は，河川の洪水による災害を防止又は軽減するため，計画

基準点において基本高水を設定し，この基本高水に対して同計画の目的と

する洪水防御効果が確保されるように策定するものとする（河川砂防技術

基準）。

イ洪水防御計画の規模（以下「計画規模」という。）は，一般には計画降

雨の降雨量の年超過確率で評価するものとし，その決定に当たっては，「河

川の重要度を重視するとともに，既往洪水による被害の実態，経済効果等

を総合的に考慮して定めるものとする」（同技術基準）。計画規模は，洪

水防御計画の対象地域の洪水に対する安全の度合い（治水安全度）を表す

ものであり，洪水防御計画は，計画規模の洪水を防御することを目的とす

るものである。

年超過確率とは，災害等の事象の発生頻度を表すものであり，ある値に

等しいかそれを超える値が生起する確率を超過確率といい，年超過確率と

は，これを1年当たりで算出したものを意味する。例えば，年超過確率1／

30とは，ある値と同じかそれを超えるようなことが30年に1回の確率

で起きることを意味する。

ウ上記イの「河川の重要度」は，洪水防御計画の目的に応じて河川の大き

さ，その対象となる地域の社会的経済的重要性，想定される被害の量質及

び過去の災害の履歴等の要素を考慮して定めるものとされている。また，

既往洪水の検討については，「その洪水の原因となった降雨の性質，雨量

の時間分布および地域分布，その洪水の水位，流量等の水理・水文資料，

洪水の氾濫の状況および被害の実態等について行うもの」とされ（同技術

基準），洪水の氾濫の状況及び被害の実態は，事業の効果や重要度の判定

いる。

（以上につき，甲13，乙37，71，72）

(7)河川管理施設

ア河川管理施設とは，ダム，堰，水門，堤防，護岸等，河川の流水によっ

て生ずる公利を増進し，又は公害を除却，軽減する効用を有する施設をい

う（河川法3条2項）。

イ河川管理施設の構造の基準

河川管理施設は，水位，流量，地形，地質その他の河川の状況及び自

重，水圧その他の予想される荷重を考慮した安全な構造のものでなけれ

ばならない（同法13条1項）。そして，構造令において，河川管理施

設のうち，ダム，堤防その他の主要なものの構造について河川管理上必

要とされる一般的技術的基準が定められている（同条2項,構造令1条)。

以下の、及び(ｲ)はその一部である。（甲27，乙40，75）

tｱ）堤防は，護岸，水制その他これらに類する施設と一体として，計画高

水位以下の水位の流水の通常の作用に対して安全な構造とする（構造令

18条1項）。

け）堤防の高さは，計画高水流量に応じ，計画高水位に所定の高さ（以

下「余裕高」という。計画高水流量が200㎡/s未満の場合には，

0．6'mである。）を加えた値以上のものとする。ただし，「堤防に

隣接する堤内の土地の地盤高（以下「堤内地盤高」という。）が計画

高水位より高く，かつ，地形の状況等により治水上の支障がないと認

められる」場合には，所定の余裕高を加えることを要しないとされて

いる（構造令20条1項）。

(8)河川管理者による水位情報周知河川の指定及び浸水想定区域の指定・公表

等並びに市町村長による洪水ハザードマップの作成
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記載したもの）を作成することが義務付けられている（水防法15条4項，

施行規則4条1号）。このように，同マップは，河川管理者から提供され

た浸水想定区域図を基に作成される。（甲67，乙68）

2前提事実（争いのない事実並びに後掲の証拠及び弁論の全趣旨によって容易

に認められる事実。以下，特に明示しない限り，書証の掲記は枝番号を含む。）

（1）当事者等

ア原告らは，熊本県（以下，単に「県」ともいう。）の住民である。

イ被告は，県の執行機関として，路木ダムの建設事業（同事業は「路木川

河川総合開発事業」又は「路木ダム河川総合開発事業」等と呼ばれている。

以下「本件事業」という。）に係る費用について，支出負担行為を行い，

支出命令を発する権限を有するとともに，路木川の河川管理者として，本

件整備計画等を定め又は変更する権限（是正権限）を有し（河川法16条，

同条の2），本件事業の是正権限を有する。

なお，本件事業に係る費用の支出負担行為等に関する事務は，一定の範

囲で，県庁関係部長等及び熊本県天草地域ダム建設事務所（以下「本件建

設事務所」という。）長の専決事項等とされている。（乙23～26）

ウ蒲島郁夫（以下「蒲島知事」という。）は，平成20年4月以降，熊本

県知事（以下「県知事」という。）に就任し，上記イの各権限を有してい

る。

エ被告補助参加人（以下「補助参加人」又は「天草市」という。）は，平

成18年3月，旧熊本県牛深市（以下「旧牛深市」という。），旧同県天

草郡河浦町（以下「旧河浦町」という。）等が合併して発足した地方公共

団体であり，熊本県天草市（以下「天草市」という。）地域の水道事業者

（水道法3条5項）であって，後記(3)イの基本協定書により，本件事業に

係る費用の一部を負担する者である（旧河川法66条）。

（2）路木川の概要及び同川下流部の状況

ア都道府県知事は，洪水予報河川及び水位情報周知河川について，洪水時

の円滑かつ迅速な避難を確保し，又は浸水を防止することにより，水災に

よる被害の軽減を図るため，計画降雨（基本高水の設定の前提となる降雨）

により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を浸水想定区域と

して指定するものとされ（水防法14条1項，同法施行規則1条1項），

上記指定をしたときは，浸水想定区域図を作成して，同区域及び浸水した

場合に想定される水深（以下「浸水深」という。）を公表することとされ

ている（同法14条2項，3項，施行規則2条1項）。（甲67，乙68）。

イ洪水予報河川とは，都道府県知事が一定の「流域面積が大きい河川で洪

水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川」（水

防法11条1項）等を意味し，水位情報周知河川とは，同知事が河川法5

条1項の「二級河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものと

して指定した河川」（水防法13条2項）等を意味する（以下，洪水予報

河川及び水位情報周知河川を併せて「水位情報周知河川等」という。）。

ウ浸水想定区域の指定・公表に係る制度は，水位情報周知河川等の河川に

ついて，「河川管理者に浸水想定区域の指定を義務付けることにより，は

ん濫原の自治体が適切な避難場所の設定等の円滑かつ迅速な避難のための

措置を講じることを可能ならしめ，一層効果的な住民の避難の確保を図る

ことを目的」としている。そして，上記指定の趣旨は，「河川整備の現状

が当該河川の整備計画の水準に達していないために生じるはん濫により浸

水する区域」について，河川整備を水災防止措置によって補完することに

あり，浸水想定区域は，計画降雨を対象として，「河川の整備状況に照ら

して」浸水が想定される区域を示すものである。（甲67，乙68）

工浸水想定区域をその地域に含む市町村の長は，洪水ハザードマップ（河

川管理者から提供された浸水想定区域図に洪水予報等の伝達方法，避難場

所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るための必要な事項等を
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1 1

在し，河口から約9Om上流付近に，市道路木橋（以下「路木橋」とい

う。）が設置され，約110m上流付近に不動堰（固定堰ともいう。）

が設置されている。路木橋は，上記(ｱ)の各図面（別紙5ないし同7）上

「路木橋」と表記されている。また，不動堰は，本件想定破堤地点図（別

紙7）において，「NO.1」の直近上流部分に破線で表示されている。

（切路木橋は，本件路木橋図（別紙6）のとおり，平成13年2月ころ，

上流寄りに移設され，同移設工事（以下「本件移設工事」という。）の

際，右岸橋台背面は土砂により埋め戻された（以下「本件埋戻し」とい

う。）。本件路木橋図及び本件路木集落図（別紙5）には新旧橋梁が表

記され，本件想定破堤地点図（別紙7）には旧橋梁のみ表記されている。

回路木川下流部には，高水敷は存在しない。なお，高水敷とは，河川敷

のうち，通常は水が流れず，洪水時に流路となる一段高い場所を意味す

る（「広辞苑」第6版参照）。

（以上につき，甲20,91,92,98,142,143,乙41,

96）

工路木川下流部の堤防の状況等

㈱上記ウfｱ)の各図面（別紙5ないし同7）のとおり，路木川右岸の山付

き部には，上流部から路木橋橋台付近まで市道兼用堤防（以下「本件兼

用堤防」という。）が設置され，路木橋から本件国道の間の右岸には，

ブロック積護岸（以下「本件ブロック積堤防」という。）が設置されて

いる。本件兼用堤防は，別紙8（乙50の1．路木川計画横断図）（以

下「本件横断図」という。）のとおり，山地（以下「本件市道背後山地」

いう。）斜面に隣接しており，本件市道背後山地の標高は，本件兼用堤

防の標高より高くなっている。

け）上記tｱ)の市道は，上流部から路木橋橋台付近まで兼用堤防（本件兼用

堤防）となっており，同橋台付近において河川堤防と「枝分かれ」し，

ア水源及び位置等

路木川は，その源を天草市柱岳（標高432m)に発しており，山間部

を西流し羊角湾に注ぐ二級河川（流路延長6．0m，流域面積io.sy)

である。路木川流域の気候は温暖で，年平均降水量は約1900ramであり，

その大部分は梅雨期，台風期に集中している。路木川の位置及び形状等に

ついては，別紙3（乙15。事業概要図）及び別紙4甲20．1-19。

「貯留型氾濫」等の記載のある図面）（以下「本件想定氾濫状況図」とい

う。）のとおりである。（甲20，乙1，8，13～15）

イ流域の環境等

路木川流域は，自然の状態が多く残されている良好な河川景観を維持し

ており，雲仙天草国立公園の第2種及び第3種特別地域に属している。路

木川流域は，その多くがシイ・カシ萌芽林やスギ・ヒノキ植林等で覆われ

た山地で占められており，水田は路木川に張り付くように分布し，河口付

近は宅地や耕地として利用されている。（乙13，14）

ウ路木川下流部の状況

け）路木川下流部の状況は，別紙5（甲91の一部。路木集落を含む平面

図）（以下「本件路木集落図」という。），別紙6（甲92の一部。路

木橋付近の平面図）（以下「本件路木橋図」という。）及び別紙7（乙

41．氾濫ブロック①，同②の想定破堤地点を示した図面）（以下「本

件想定破堤地点図」という。）のとおりである。

本件想定破堤地点図において，「NO.0」と表示されている地点は

河口であり，「N○．1」，「NO.2」及び「NO.3」の各表示箇

所は，河口から各100m,200m及び300m上流地点であって，

「氾濫ブロック①想定破堤地点」の赤点表示箇所（以下「本件想定破堤

地点」という。）は河口から120m上流地点（右岸）である。

け）河口には，国道266号（以下「本件国道」という。）の路木橋が存
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1 1

本件市道背後山地斜面に隣接した状態のまま路木集落に入り，その後は，

本件国道と概ね平行して設置されている（以下，上記市道を本件兼用堤

防部分を含めて「本件市道」という。）。

（以上につき，甲20,32,91,92,98,107,108,1

27，130，142，151，乙41，42，50，52，77，95）

オ路木集落の状況等

本件路木集落図（別紙5）及び本件想定氾濫状況図（別紙4）のとおり，

路木橋から路木川右岸域において，本件市道（本件兼用堤防から枝分かれ

した後の部分）沿いに，路木集落が広がり，同集落は，本件国道，古江川

堤防，山地及び本件ブロック積堤防によって囲まれている。なお，本件国

道（路木川～古江川）盛土部分には，8か所にわたり管渠（高さ2.4m)

が設置され，最も古江川寄りの管渠は幅約3.Om,その余は幅約4.0

mである（以下「本件各管渠」という。）。（甲32，89，91～93，

130，乙32，77，95）

(3)本件事業の経緯

ア実施計画調査の採択等

本件事業は，平成4年度に国から実施計画調査の採択を受け，ダム建設

の妥当'性を検討するための調査に着手され，平成5年度に建設事業の採択

を受け，ダム建設に向けた詳細な調査，測量，設計が開始された。（乙1）

イ基本協定書の締結

（ｱ）河川管理者県知事（福島譲二。以下「福島」という。）並びに旧牛深

市長（西村武典。以下「西村」という。）及び旧河浦町長（田代主基男。

以下「田代」という。）は，平成5年5月18日，本件事業に関して基

本協定書（以下「本件基本協定書」という。）を締結し，共同して路木

ダム建設工事（以下「共同工事」という。）を施行するために必要な事

項を定めた。本件基本協定書においては，共同工事費の負担割合等が定

められ，共同工事は県知事が施行する旨規定されていた。

（ｲ）上記負担割合は，熊本県が82．8％，旧牛深市が11．2％，旧河

浦町が6％と定められていた（本件基本協定書3条1項）。なお，本件

基本協定書は，県知事（潮谷義子。以下「潮谷」という。），旧牛深市

長西村及び旧河浦町長（演崎俊雄。以下「演崎」という。）により，平

成14年3月29日，一部変更され，共同工事の完成期限について，同

月31日から平成26年3月31日に変更された。

（以上につき，乙10，丙22）

ウエ事実施基本計画等の作成

平成9年11月，「路木川水系工事実施基本計画」が作成され（旧河川

法16条1項),(7)河川の総合的な保全と利用に関する基本方針，㈹河川

工事の実施の基本となるべき計画に関する事項及び(ｳ)河川工事の実施に関

する事項（同法施行令10条2項）が定められた（以下「本件基本計画」

という。）。本件基本計画は，平成9年11月28日，建設大臣（当時）

により認可された（同法79条2項1号）。

また，同月，「路木ダム建設事業全体計画」（以下「本件全体計画」と

いう。）が作成され，同計画は，同日，建設大臣（当時）により認可され

た（旧河川法79条2項2号，同法施行令46条）。

（以上につき，乙8,9,11,12)

エ基本方針の作成

平成9年の河川法改正に伴い，本件基本計画に代わるものとして，平成

12年，「路木川河川整備基本方針」（本件基本方針。その主な内容は後

記(4)のとおりである。）案が作成され（河川法16条），建設大臣（当時）

との協議を経て，同年7月3日，同大臣の同意が得られ（同法79条2項

1号），本件基本方針が定められた。（乙13）

オ整備計画の作成
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q 1

また，平成12年，学識経験者からの意見聴取（河川法16条の2第3

項），関係住民の意見反映のための説明会の開催（同条の2第4項），関

係市町村長（旧牛深市長及び旧河浦町長）の意見聴取（同条の2第5項）

の上，「路木川河川整備計画」（本件整備計画。その主な内容は後記(5)の

とおりである。）案が作成され，建設大臣（当時）との協議を経て，平成

13年1月5日，同大臣の同意が得られ（同法79条2項1号），本件整

備計画が定められた。（乙14)

力本件全体計画の変更

本件全体計画作成後の調査・測量・設計の進捗に伴い，計画内容の一部

変更の必要が生じたため，本件全体計画変更案が作成され，平成15年3

月20日，建設大臣（当時）と協議を経て，同月31日，同大臣の同意が

得られ（河川法79条2項2号，同法施行令46条），全体計画変更書（以

下｢本件全体計画変更書」という。その主な内容は後記(6)のとおりである。）

が定められた。（乙36，69，73）

キ自然公園法による許可の取得

県知事は，路木ダム建設地の一部が雲仙天草国立公園の第2種特別地域

に指定されていたことから，平成12年7月28日，環境庁（当時）長官

に対し，工作物の新築及び水位水量の増減に係る行為について，自然公園

法17条3項に基づき，許可申請を行い，同年12月11日，同許可を得

た。（乙55）

(4)本件基本方針の内容

本件基本方針の主な内容は，以下のとおりである（括弧内において関係法

令を注記する。）。（乙13の1)

記

第1章河川の総合的な保全と利用に関する基本方針（施行令10条の2第

1号）

第1節路木川流域の概要

「路木川は，昭和57年7月等の豪雨による洪水時には河岸の決壊や氾

濫が発生しているが，治水対策としては，局部的に災害復旧工事が行われ

ているものの,その他の区間については抜本的な改修は実施されていない｡」

第2節基本方針（施行令10条の2第1号）

路木川水系における河川の総合的な保全と利用に関する基本方針は，河

川の現状並びに河川環境の保全を考慮し，地域の発展に係る諸計画との調

整を図り，「治水」，「利水」，「河川環境」との調和をとって，水源か

ら河口まで一貫した計画のもとに整備を図っていくものとする。

第1項河川の洪水，高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事

項（施行令10条1号）

「路木川は抜本的な改修が実施されておらず十分な整備状況まで達し

ていないことから，・・・昭和57年7月等の豪雨による洪水時には，

床上浸水等の被害が発生している。従って，沿川地域を洪水から防御す

る目的で，洪水調節施設の設置及び河川改修を実施し，治水安全度の向

上を図る。

治水安全度は，路木川流域の社会・経済的な重要度と天草地域におけ

る他の河川との計画規模の整合，戦後最大洪水を発生させた昭和57年

7月等の豪雨を踏まえ，概ね30年に1回発生する規模（以下「本件計

画規模」という。）の洪水（以下「1／30洪水」という。）から防御す

ることを目標とする。

また，計画規模を超過する洪水氾濫を含め，被害の発生が予想される

場合は，迅速な洪水情報の伝達を図る。」〔判決注：丸括弧内の定義は，

本判決で加筆した。なお，治水安全度1／30（以下「本件治水安全度」

という。）とは，1／30洪水に対する安全性を表している。〕

第2項河川の適正な利用，流水の正常な機能の維持及び河川環境の整備
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1 1

と保全に関する事項（同条2号，3号）

路木川の河川水は，従前より水田の潅概用水等に利用されているが，

島|喚部の地形的特性から，昭和36年，42年，59年及び平成6年等

の渇水時には，深刻な水不足に見舞われ，路木川の位置する牛深市及び

河浦町では，’漫‘性的に生活用水が不足している。また，路木川の動植物

の生息・生育環境は良好であり，水質は非常に清浄である。したがって，

水道用水等諸用水の需要に対処するため，水資源の開発等合理的な利用

の促進を図るとともに，良好な動植物の生息・生育環境及び清浄な水質

の維持等流水の正常な機能の維持を図る。

また，路木川流域は，自然の状態が多く残され，良好な河川環境，景

観を維持しており，下流部の堰による湛水部等は水遊び場として利用さ

れている。したがって，多様な動植物の生息・生育環境，景観及び人と

河川とのふれあいの場の保全を図るとともに，河川整備の実施に当たっ

ては，河川環境への影響を最小限にとどめるよう配慮する。

第3項河川の維持・管理に関する事項（略）

第2章河川の整備の基本となるべき事項（施行令10条の2第2号）

第1節基本高水並びにその河道及び洪水調節施設への配分に関する事項(同

号イ）

「基本高水のピーク流量は，戦後最大洪水である昭和57年7月等の豪

雨を踏まえ，概ね30年に1回発生する規模の洪水に対処するために，基

準地点大河内橋（以下「基準地点」という。）において，140㎡/sとし，

このうち洪水調節施設により，80㎡/sを調節して，河道への配分流

量を60㎡/sとする」〔判決注：丸括弧内の定義は本判決で加筆した。〕

第2節主要な地点における計画高水流量に関する事項（同号ロ）

路木川における計画高水流量は，基準地点において60㎡/sとする。

第3節主要な地点における計画高水位，計画横断形に係る川幅に関する事

項（同号ハ）

基準地点における計画高水位は，東京湾中等潮位（以下「TP」という。

以下，標高表記の際,rTP+」を省略することもある。)+11.70m,

計画横断形に係る概ねの川幅は16mとする。

第4節主要な地点における正常流量に関する事項（同号二）

基準地点における正常流量は，潅概期（6月15日～9月24日）にお

いて0．13㎡/s(最大),非潅概期(9月25日～6月14日）におい

て0．06㎡/sとし，その流量の確保を図るものとする。

(5)本件整備計画の内容

本件整備計画の主な内容は，以下のとおりである（括弧内において関係法

令を注記する。）。（乙14の1）

記

第1章路木川流域の概要

路木川の治水事業は，十分な整備状況にまで達していないことから，「昭

和57年7月等の豪雨による洪水時には，下流宅地において約100棟の

床上浸水，中流部水田においては約8haの農作物被害等が発生している。

そのため，沿川地域の生命・財産を洪水被害から守る治水計画の立案・実

施が急務となっている。」

路木川水系の利水については,潅概取水が行われる等利用されているが，

「河川延長が短く，勾配が急であり，流域の保水力に乏しい島II興部の地形

的特性から，昭和36年，同42年，同59年及び平成6年等の渇水時に

は，深刻な水不足に見舞われた。」

また，「牛深市，河浦町では，その生活用水の水源として，牛深市が桜

川の表流水，河浦町が一町田川の表流水及び地下水を利用しているが，天

候に大きく左右されるため，それらの取水は安定しておらず，両市町では

慢性的に生活用水が不足している。また，生活様式の向上に伴う水需要量
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設置される河川管理施設の機能の概要（同号イ）

第1項河川工事の目的，種類及び施行の場所

基本方針に位置付けられている河川改修と洪水調節施設のうち，河浦

町大字路木先に建設される「路木ダムにより概ね30年に一回発生する

規模の洪水を調節し，大河内橋地点の流量を140㎡/sから60㎡/s

に低減することにより，下流宅地の家屋浸水を防止する。

さらに，新たな水道用水の確保と，流水の占用，流水の清潔の保持，

動植物の生息地又は生育地の状況等を考慮し，10年に一回程度発生

する渇水時においても，大河内橋地点において」，概ね本件基本方針

第2章第4節のとおり，「流水の正常な機能を維持するため必要な流

量の確保を図るものとする。」

「河川環境の保全については，ダム整備による河川やダム周辺の自

然環境への影響を最小限にとどめるよう配慮するとともに，流水の清

潔の保持，景観，動植物の生息地又は生育地の状況等を考慮した流量

を路木ダムにより確保するものとする。」

第2項河川管理施設（路木ダム本体）の機能（同号イ）

位置：左岸熊本県天草郡河浦町大字路木

右岸同町大字久留

型式：重力式コンクリートダム

提高：約53m

提頂長：約180m

総貯水容量：約229万㎡

湛水面積：約14ha

設置目的：洪水調節，流水の正常な機能の維持，水道用水の補給

第2節河川の維持の目的，種類及び施行の場所（同号ロ）（略）

第3節その他河川整備を総合的に行うために必要な事項

の増加も見込まれることから，水道水源として4600㎡／日の安定確保

が必要であり，そのための新規水資源開発が課題となっている。」

路木川では環境基準の類型指定はなされていないが，水質については，

清浄である。そして，路木川流域は，自然の状態が多く残されている良好

な河川環境，景観を維持しており，雲仙天草国立公園第2種及び第3種特

別地域に属し，保全上重要な動植物の生息・生育が確認されている。

第2章河川整備計画の目標に関する事項（施行令10条の3第1号）

第1節計画対象区間二級河川法指定区間

第2節計画対象期間計画策定から概ね平成25年度までとする。

第3節洪水，高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項（施行

令10条1号）

「戦後最大洪水である昭和57年7月豪雨を踏まえ，概ね30年に一回

発生する規模の洪水に対し，下流宅地の家屋浸水防止を目標とする。」

第4節河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項（同条

2号）

「概ね10年に1回発生する渇水（以下「1/10渇水」という。）時に

おいても，安定した水利用と清浄な水質，良好な動植物の生息・生育環境

等の維持を図る。また，路木川の位置する牛深市，河浦町における，水道

用水の需要に対処するため,水資源の開発及び合理的な利用の促進を図る｡」

〔判決注：丸括弧内の定義は，本判決で加筆した。〕

第5節河川環境の整備と保全に関する事項（同条3号）

河口域を含む河川や周辺の自然環境への河川整備の影響を最小限にとど

めるとともに，河川や周辺の景観に配慮することにより，路木川水系の良

好な河川環境・景観の保全（保持）に努める。

第3章河川整備の実施に関する事項（施行令10条の3第2号）

第1節河川工事の目的，種類及び施行の場所並びに河川工事の施行により
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第1項超過洪水対策

計画規模を超過する洪水氾濫を含め，被害の発生が予想される場合，

災害情報のきめ細かい提供を行う。

「平常時は，浸水予想区域図等の作成・公表等災害情報の提供を推進

するとともに，地域が主体となり推進する避難地・避難路等を明示した

ハザードマップの作成・公表を積極的に支援する。」

第2項河川情報の提供，流域における取り組みへの支援等に関する事項

（略）

(6)本件全体計画変更書の内容

本件全体計画変更書の主な内容は，以下のとおりである。（乙36，69，

73）

ア建設の目的及び貯留量の用途別配分

tｱ）洪水調節

路木ダム建設地点における計画高水流量130㎡/sのうち,94㎡/s

の洪水調節を行う。最高水位は標高91.5m(総貯留量229万㎡）

とし，洪水調節は標高91.5mから標高81.5mまでの容量116

万㎡を利用して行う。

け）流水の正常な機能の維持

路木川沿岸の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進を図る。

そのための貯留量は，標高81.5mから標高65.2m(最低水位）

までの容量92万㎡のうち最大32万㎡とする。

（前水道

旧河浦町及び旧牛深市に対し，ダム地点において新たに1日最大46

00㎡の水道用水の取水を可能ならしめる。同水道用水のための貯留量

は，上記(ｲ)の容量92万㎡のうち最大60万㎡とする。

イ建設に要する費用及び負担額

け）建設費用の概算額90億円

（ｲ）建設費用の負担者及び負担額

①国及び熊本県の負担額建設費用の82．8％

②旧河浦町及び旧牛深市の負担額建設費用の17．2％

ウエ期平成5年度から平成25年度までの予定

(7)本件事業の再評価

ア熊本県は，平成10年度より，公共事業の効率性及び実施過程の透明性

の一層の向上等を図るため，公共事業の再評価を行うこととした（熊本県

公共事業再評価要綱1条ないし3条）。（乙89，90）

再評価の基本的視点は，①事業の進捗状況，②事業をめぐる社会経済情

勢及びその変化の状況，③費用対効果分析の要因の変化並びに④コスト縮

減や代替案立案等の可能性である（再評価要綱4条）。また，再評価の実

施に当たっては，透明'性や客観性を高めるため，第三者で構成される熊本

県公共事業再評価監視委員会（以下「再評価監視委員会」という。）が設

置され，委員会の意見を尊重して，対応することとされている（再評価要

綱5条，6条）。

イ本件事業は，平成10年度，平成15年度及び平成20年度，再評価要

綱に基づき，再評価が行われ，いずれの際にも，事業継続が妥当とされた

（以下，平成20年度の再評価を「本件再評価」という。）。（甲7，8，

乙15，16）

本件再評価の際，県は，平成20年9月26日付けで「再評価個表」と

題する書面（以下「本件再評価個表」という。）を作成し，そのころ，再

評価監視委員会に対し，同書面を提出し，評価手法及び対応方針（事業継

続の当否）について意見を求めた（再評価要綱5条）。なお，同日，県は，

同委員会に対し，昭和57年7月豪雨による路木川氾濫等の被災状況を示

すものとして写真を提示したが，平成20年10月24日，同委員会に対
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1 I

近年，当事業に対しては様々な意見があるが，地元住民の代表である天

草市及び同市議会からの意見は，事業着手時から現在まで一貫して路木ダ

ム建設を求めており，その必要性は変わっていない。

そのため，共同事業者である天草市と密接に連携し，水道事業の供給開

始時期を遅らせることのないよう，着実な整備を図ること。

事業の実施にあたっては，その影響をモニタリングし環境に十分配慮す

ること。

なお，地元住民に対しては今後とも十分な説明を行い，事業への理解を

深めるように努めること。

(8)本件マニュアルの概要

治水経済調査は，治水施設整備による便益と同施設の整備及び維持管理に

要する費用を比較して治水事業の経済性を評価することを目的とするもので

ある。本件マニュアルは，このための標準的な調査方法を定めたものであっ

て，「治水経済調査要綱」に代わるものである（ただし，標準的な調査方法

を定めたものであるから，便益及び費用の算定に当たっては，本件マニュア

ルで定められた調査手法や項目以外についても，個別に評価することを妨げ

ない。）。､主な内容は，以下のとおりである（なお，必要に応じて路木川に

係る適用方法について言及する。）。（甲19，乙31，72）

ア本件マニュアルの適用範囲及び経済性の評価方法

本件マニュアルは，整備計画の検討時並びに河川・ダム事業の新規事業

採択時評価及び再評価時等に適用され，経済性の評価（費用対効果分析）

については，総費用(C)及び総便益B)を算定し，費用便益比(B/

C)により行われる。

イ用語の定義

㈱氾濫原

対象河川が溢水・破堤氾濫した場合に，その氾濫水により浸水する区

し，同写真は路木川のものではない旨の訂正の報告を行った。（甲13，

150，乙15）

ウ本件再評価個表の記載事項は，①対象事業の種類，②事業名，③事業箇

所，④事業概要，⑤事業進捗状況，⑥社会経済情勢等の変化，⑦環境への

影響，⑧地元住民・受益対象者及び関係機関の意向，⑨費用対効果分析等

であり，本件再評価個表には，本件事業に係る費用対効果分析について，

国土交通省河川局作成の「治水経済調査マニュアル（案）」（平成17年

4月。以下「本件マニュアル」という。）により算定した結果，費用便益

比(B/C)が1.08となる旨記載されており（以下「本件費用対効果

分析」という。同分析の概要は後記(9)のとおりである。），総合的な自己

評価として，下記のとおり記載されていた。（乙15）

記

事業着手当時と流域の資産に大きな変化はなく治水対策は必要であり，

現地においても付替道路がほぼ完成し，本体着工を待つだけの状態となっ

ている。費用便益分析結果も便益(B)/費用(C)=1.08>1.0

と効果が見込め，また，代替え案との比較においてもダムによる計画の妥

当性が確認できる。このことから，本事業は必要不可欠であり，対応方針

は「継続」としたい。

工再評価監視委員会は，平成10年度及び平成15年度の各再評価の際，

県知事に対し，事業継続を相当とする意見を報告し，また，本件再評価に

ついても，平成20年12月4日，蒲島知事に対し，本件事業について，

下記を含む付帯意見（以下「本件再評価監視委員会意見」という。）とと

もに「継続」を相当とする意見を報告し，同知事は，同意見を踏まえ，同

事業の継続を決定し，同月11日，これを公表した。（甲12，乙15，
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域を包絡する区域をいう。

け）氾濫ブロック

一連の氾濫原のうち，同じ氾濫形態を示し，支川，山付き，二線堤（河

川の堤防や道路等の連続盛土構造物のうち，氾濫水の時間的空間的な広

がりを左右する構造物）等により，河道区間，左右岸ごとに区分される

ひとまとまりの氾濫区域をいう。

㈲流下能力

河道の当該断面において，ある水位で流下できる流量をその水位に対

する流下能力という。

㈱無害流量

河道断面の左右岸ごとに，堤防の形状，護岸等の有無，破堤敷高を考

慮して求めた，河道計画上安全に流下できると評価される流量をいう。

また，この流量に対応する水位を無害水位という。

㈱破堤敷高

堤防位置における堤内地盤高と河道高水敷高のいずれか高い方を意味

する。ただし，路木川下流部には，高水敷がないことから（前記(2)ウは))，

「破堤敷高＝堤内地盤高」となる。

（力）ブロック無害流量

氾濫ブロック内の各地点の無害流量のうち，最小の流量をいう。

・㈱スライドダウン

対象河道の現況堤防に計画堤防断面が内包されるように計画堤防を下

方に最小限平行移動することをいう。

ウ総便益(B)の算定

治水経済調査では，治水事業の経済効果のうち，被害防止便益（水害に

よって生じる直接的又は間接的な資産被害を軽減することによって生じる

可処分所得の増加）を便益として把握する(別紙9（甲19．41頁。治水
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事業のストック効果）参照)。

そして，総便益(B)は，①被害防止便益及び②評価対象期間末におけ

る施設の残存価値の総和とする（なお，評価対象期間は「整備期間十50

年間」であり，現在価値化の基準時点は評価時であり，割引率は4％を用

いる。）。

工被害防止便益の算定

洪水による被害額及び被害防止便益の算定は，以下の手順で行う。

㈲対象氾濫原の設定及び分割

対、象氾濫原を設定し，氾濫原及び河川の地形特性等により，一連の氾

濫区域とみなせる区域（氾濫ブロック）に分割する。

㈹破堤の可能性及び破堤地点等の想定

各氾濫ブロックにおいて，河川の流量が後記(切による「ブロック無害

流量」を越えた場合には，同ブロックのあらゆる地点（断面）において

破堤が生じる可能性があると考えることとするが，洪水による被害額の

算定には，堤防が機能しなくなる地点（破堤地点や越水地点）を想定す

る必要があることから，「計画上被害最大となる状況を想定することと

し，各氾濫ブロックについて被害が最大となる1地点を『破堤地点』と

して設定する。」

上記のとおり，「破堤はブロック無害流量以上で生じる可能性がある

が，実現象として破堤敷高流量以下となる破堤はありえない」。した

がって，破堤地点での破堤が想定できるのは，①「流量＞ブロック無害

流量」であり，かつ，②「流量＞破堤敷高流量」である場合に限られる。

㈲無害流量の評価

無害流量の評価方法は，別紙10（甲19．21～25及び28頁）

の記載（以下「本件マニュアル記載部分」という。）のとおりであり，

①対象河道の各断面について，堤防をスライドダウンし，その天端高か
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㈱（事業を実施しない場合の）被害額の算定

氾濫洪水による直接的・間接的な被害のうち，経済的に評価可能な被

害を算定する。直接被害としては，家屋，家庭用品，事務所償却・在庫

資産，農漁家償却・在庫資産，農作物等が対象とされ，間接被害として

は，直接被害から波及的に生じる間接被害のうち，経済評価が可能な被

害で,営業停止損失,応急対策費用等が対象とされている（別紙9参照)。

例えば，直接被害額のうち，一般資産や農作物については，資産額に

氾濫シミュレーションで流量規模別に算出された浸水深に応じた被害率

を乗じて算定される（なお，浸水深が大きいほど被害率が高くなり，被

害額が大きくなる。）。

（ｸ）被害防止便益の算定

上記㈱の被害額から事業を実施した場合の被害額を差し引き，流量規

模別の被害軽減額を算定し，流量規模に応じた洪水の生起確率を乗じる

などして流量規模別年平均被害額を算定して，これを累計して年平均被

害軽減期待額を算定する。被害防止便益は，評価対象期間の各年におけ

る同期待額を現在価値化したものの総和となる。

オ総費用(C)の算定

費用としては，治水施設の完成に要する事業費（施設の建設費，用地費，

補償費）及び評価対象期間内（施設の完成後50年間）での維持管理費を

対象とし，総費用は，評価時点価格に現在価値化した事業費及び維持管理

費の総和とする。

(9)本件費用対効果分析の概要

本件費用対効果分析については，本件建設事務所（委託者）及びパシフィ

ックコンサルタンツ株式会社（受託者）によって，平成20年9月ないし平

成21年2月，資料収集・整理が行われ，同年3月付け「路木川単県河川調

査委託報告書」（以下「本件費用対効果分析報告書」という。）としてま

ら計画の余裕高（関係法令等の定め(7)イ(ｲ)）を引いた高さを「HiJ以

下「余裕高控除高」という。）とし，それに相当する流下能力「Q.」

を算定する。次に，②破堤敷高となる標高を「Ho」とし，その流下能

力「Q.」を算定する。そして，③「Q.」と「Q･」のいずれか大き

い方を当該断面の最小流下能力（無害流量）とする。なお，路木川下流

部については，上記イ㈱のとおり「破堤敷高＝堤内地盤高」であるから，

堤内地盤高がHoとなる。

そして，各ブロック内の各断面の無害流量のうち，最小のものが当該

「ブロック無害流量」となる。

㈲最大流下能力の評価

越流現象が生じない限界の流量を最大流下能力として評価する。各断

面の左右岸における最大流下能力は，堤防天端高の流下能力とする（な

お，最大流下能力算定時はスライドダウンしない。）。

鮒破堤形状等の条件設定（破堤形状及び時間進行の想定）

破堤形状は実績値がある場合，その値を参考にするが，実績値がない

場合には，破堤幅（堤防が決壊する幅）を所定の方法により算定する。

堤防は破堤後，瞬時に基部（破堤敷高）まで破堤するものとし，時間進

行については，「破堤後瞬時に最終破堤幅の2分の1（・・・）が破堤

し，その後1時間で最終破堤幅まで拡大するものとする。また，この間

の破堤幅の拡大速度は一定とする。」

(力）氾濫シミュレーション

氾濫シミュレーションは，流量規模（ケース）ごとに氾濫ブロックの

数だけ行い，各氾濫ブロックにおける浸水区域及び浸水深を算出する。

なお，各ケースにおける破堤地点は，対象とする氾濫ブロックの破堤地

点のみとし，その被害額をもって，当該流量規模における当該氾濫ブロ

ックの被害額とする。
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田地帯一面に湛水する状況が推測される。」〔判決注：丸括弧内の定義

は本判決で加筆した。〕

「氾濫ブロック①と②において，路木川下流の現況流下能力は，不動

堰直上流部右岸で最小115㎡/s,左岸で最小144㎡/sである。これ

に対し，昭和57年7月24日洪水のピーク流量は190㎡/sと推算さ

れ，この超過分が左右岸堤内地に氾濫するものと考えられる。」

イ氾濫ブロックの設定(1-11)

（ｱ）「昭和57年7月出水時等の洪水氾濫状況より路木川の氾濫は，上流

部では河道より越水した洪水流が沿川低地に氾濫し，その氾濫流は河道

沿いの山付け地形に制限され，河道沿い低地を流下したり一部は河道に

戻る等の氾濫形態が予想される」（流下型氾濫形態）。

（ｲ）「一方，下流部では，河口から約100m地点に位置する固定堰付近

から上流にかけての一連区間では，断面の流下能力不足や破堤により氾

濫した洪水流が，下流右岸地区に広がる家屋連担地などに流れ込み氾濫

被害を生じさせている。氾濫地区は，道路盛土や河川堤防・海岸堤防と

市街地背後の山地地形などに囲まれた地形条件にあるため，氾濫流は堤

内地に貯留される状況となる」（貯留型氾濫形態）。

（助上記氾濫形態に基づき，流域沿川を5氾濫ブロック（別紙11（甲2

0．1－8．路木川想定氾濫区域図）（以下「本件想定氾濫区域図」と

いう。）において「氾濫ブロック①」などと表示された5ブロックを意

味する。）に分割し，その上で氾濫分析，被害額算定を行う。

ウ検討対象流量の設定（1－12）

本件基本方針において，1／30洪水を前提として，基準地点（大河内橋）

における基本高水のピーク流量は140㎡/sと決定されているところ（前

記(4)第2章第1節），同流量は河口地点ないし路木橋付近においては18

0㎡/sである（以下「本件基本高水流量」という。」）。

とめられた。同報告書の概要は以下のとおりである（括弧内は同報告書の頁

数である。）。（甲20，乙41）

ア対象氾濫原の設定（氾濫状況の推定）（1－1，6）

旧河浦町の昭和57年7月豪雨記録の雨量が，仮に，路木川流域に降っ

たものとして，洪水流量を推算するとともに氾濫状況を推定すると，以下

のとおりとなる。

（ｱ）路木川中上流域（後記イ(ｳ)による氾濫ブロック③ないし同⑤）

中上流山間低地では，河道沿い低地に沿って一面に氾濫する流下型氾

濫が生じ，氾濫原の浸水深は0．5ないし1.Om程度と推定される。

け）路木川下流域（氾濫ブロック①及び同②）

「下流部では，河口から上流約100m地点に位置する固定堰付近か

ら上流約200mにかけての一連区間で,河道の流下能力不足に起因し，

堤防を溢水ないしは破堤により両岸堤内地に氾濫するものと推測され．

・・当区間の右岸側の山付き部では，道路兼用堤防があるが連続的に低

い位置にあり，河道を溢水した洪水流は道路づたいに流下し，さらに地

形的に低平な路木市街地に流れこむ状況と考えられる。・・・下流部の

洪水氾濫は，河道の流下能力から判断すると降雨確率10年相当規模以

上の洪水において堤防からの溢水が生じ，路木市街地への洪水氾濫被害

を発生させているものと推測される。」

そして，「宅地の集中する右岸側路木地区においては，国道266号

盛土づたいに市街地内に氾濫し，道路盛土や古江川河川堤防及び市街地

背後の山地地形に囲まれた路木地区に氾濫流が徐々に湛水する貯留型の

氾濫形態と予想される。洪水時浸水深は最大宅地で2.Om程度に達す

るものと推定される。また，国道をはさんで海側の水田地帯においても，

国道熊士（標高TP+3.4m)(以下「本件国道盛土」ともいう。）を

越水しまた管渠で横断する用排水路等を経て氾濫流が広がり，広大な水
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（ 1

/s200㎡/s)であるから，余裕高は0.6mとなる（関係法令等

の定め(7)イ㈹参照）。

そして，上記により，氾濫ブロック①のブロック無害流量は115㎡

/sとされ，本件想定破堤地点において，同流量を上回る流量，すなわち，

1/10,1/20及び1/30の各規模の洪水（流量140㎡/s,160

mVs及び180㎡/s)によって，破堤が発生するものと想定される（本

件流下能力一覧表参照）。

オ氾濫ブロック①の氾濫特性等（1－18～20）

例氾濫ブロック①の洪水氾濫は，「路木川下流の不動堰(NO.1+9.

5）付近の河岸の洗掘・崩壊により洪水流が右岸堤防を越水し，右岸域

に広がる低平な路木市街地へ洪水流が流入する状況が想定される。不動

堰付近の最小流下能力は115㎡/sと推算される。

河川流量が115㎡/sを越えた段階で，右岸堤の洗掘・崩壊と共に越

水が生じ，路木地区市街地内に洪水流が流入するものと考えられ」，「道

路盛土や河川堤防，海岸堤防及び市街地背後の山地地形に制限された貯

留型氾濫形態となる。」

㈹「また，河川流量がさらに増大した段階では，路木川左岸地区への氾

濫も同時に生じることとなる。河口部付近の左岸側の流下能力は，不動

堰直上流部付近で最小144㎡/sである。そのため，河川流量が144

Ilf/Sを越える状況下では，左右岸への洪水氾濫が生じるものと考えられ

る。」

（助本件想定氾濫状況図（別紙4）は，上記(ｱ)及び㈹の氾濫特性を示す図

面である。

力氾濫シミュレーションによる浸水深（1－27）

け）氾濫ブロック①宅地部については，本件「国道盛土(TP+3.4m)

以上に湛水する状況では盛土部を越水し，北側水田地帯に流入する状況

工現況河道流下能力（1－17）

（刃路木川の現況河道流下能力は，別紙12の1（甲20．1－17．路

木川現況流下能力一覧表（不等流計算））（以下「本件流下能力一覧表」

という。）のとおりである。

同表「余裕高or堤内地盤高相当流量」柵の,「評価高」は，無害水位

を意味し，路木川下流部については，前記(8)エ(切により，余裕高控除高

と堤内地盤高（＝破堤敷高）のいずれか高い方となる。そして，同欄の

「流下能力」部分には評価高相当流量（無害流量）が記載されている。

また，同表「堤防満杯流量」柵には「堤防高」（堤防天端高）ととも

に，「流下能力」部分に堤防高相当流量（最大流下能力）が記載されて

いる。

なお，同表記載の測点は，別紙12の2（甲20．1－15．路木川

水位縦断図）（以下「本件水位縦断図」という。）「測点」柵記載のと

おりであり，例えば，「NO.0」は，同縦断図の測点「0．000」

に対応しており，本件想定破堤地点図（別紙7）上「NO.0」と表示

されている。同様に，「NO.1」は「0．10OJ(TN○．0」か

ら100m上流地点）に，また，「NO.1+20」は「0*.12J(同

119．5m上流地点）にそれぞれ対応している。

け）本件流下能力一覧表（別紙12の1)では，「NO.1+20」地点

右岸（本件想定破堤地点であり，本件想定破堤地点図（別紙7）上「氾

濫ブロック①想定破堤地点」と赤点表示されている。）においては，堤

防天端高はTP+4.Om,流下能力（堤防満杯流量）は193㎡/sであ

り，評価高は3.4m,流下能力（同評価高相当流量）は115㎡/sで

あるとされている（以下，本件想定破堤地点における本件兼用堤防の天

端高を「本件堤防高」といい，同地点における評価高を「本件評価高」

という。）。なお，本件想定破堤地点の流量は1／30洪水でも180㎡
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41

流量180㎡/sが100㎡/sに低減される。これにより，路木川下流部

の氾濫ブロック①と②においては計画規模洪水に対し洪水氾濫を防止す

ることができる。」

ク被害防止便益の算定（1－26～43，47）

確率別洪水に対する被害額等は，以下のとおりである。なお，氾濫ブロ

ック①の浸水対象家屋棟数は90棟(1.4m区域につき80棟,1．8

m区域につき10棟）である。

（ｱ）想定被害額合計（括弧内は，氾濫ブロック①に係る直接被害額及び間

接被害額の合計及び比率である。）

1／20円

1/5110万円0円,0%)

（1／5洪水では,氾濫ブロック③及び同④においてのみ

被害が発生することから,同①の被害額合計は0円となる｡）

1／1012億0040万円（11億9820万円，99．8％）

1／2040億2620万円（40億2330万円，99．9％）

1／3040億2850万円（40億2540万円，99．9％）

け）所定の計算によって，年平均被害軽減期待額は259万円となり，被

害防止便益は45億7310万円となる。

ケ総便益及び総費用並びに費用便益比（1－47）

総便益及び総費用並びに費用便益比は，以下のとおりであり，総便益（以

下，本件費用対効果分析における総便益を「本件総便益」ともいう。）に

は，①被害防止便益及び③施設残存価値に加えて，②流水の正常な機能の

維持による便益が加えられている（別紙14（甲20．1－47．総費用

総便益）（以下「本件総費用総便益一覧表」という。）参照）。

け）総便益84億9900万円

氾濫防止便益（被害防止便益）45億7310万円

となる。」したがって，同①「宅地部の氾濫水位は，国道路面高TP+

3．40）を最大とする。」

（ｲ）その上で，本件計画規模に照らし，洪水規模（1／2～1／30）ごと

に各氾濫ブロックについて洪水による氾濫シミュレーションを行ったと

ころ，氾濫ブロック及び洪水規模ごとの浸水深は，別紙13の1（甲2

0．1－27．氾濫原水理諸元表）（以下「本件想定氾濫浸水深表」と

いう。）のとおりと想定される。

ところで，本件想定氾濫浸水深表「地盤高」欄記載のとおり，浸水深

の想定に当たっては，氾濫ブロックごとに，当該ブロックの地盤高を代

表する数値を定め，浸水深を想定する。例えば，氾濫ブロック①（宅地

部及び水田部）に関しては，宅地部について地盤高TP+1.4mの区域

（以下「1.4m区域」という。）及び同TP+1.8mの区域（以下「1.

8m区域」という。）に分けられ，水田部は同TP+O.3mの区域（以

下「0.3m区域」といい，上記各区域と併せて「本件各区域」という。）

とされた。本件各区域は，別紙13の2（乙87．代表地盤高ごとに色

分けされている図面）（以下「本件代表地盤高図」という。）のとおり

である。そして，1／30洪水では，宅地部（本件国道南側）の氾濫水位

は，上記(ｱ)により3.4mと想定されることから，浸水深は,1.4m

区域では2.Om,1.8m区域では1.6mと想定される。また，水

田部（本件国道北側）の氾濫水位は1.429m,浸水深は1.129

mと想定される。（乙32，87）

キダム建設後の氾濫状況（1－28）

け）「路木ダムの洪水調節計画は，路木川の計画規模（降雨確率1／30）

に対する基本高水における基準地点流量140㎡/sに対し，ダムにより

80㎡/sをカットし，計画高水流量を60㎡/sとする計画である。」

け）路木「ダム建設後においては，計画規模1／30洪水に対する河口地点
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不特定ダム便益（流水の正常な機能の維持による便益）

37億7530万円

施設残存価値1億5050万円

（ｲ）総費用78億9540万円

建設費（河川身替ダム事業費）75億4220万円

維持管理費3億5310万円

（ｳ）費用便益比1．08

天草市牛深地区の状況

ア旧牛深市（天草市牛深地区）の水需要及び既存水源

天草市牛深地区（以下「牛深地区」という。）では，従前，桜川の河川

水を水道水源として利用していたが，市街地の発展に伴って水需要が増加

し，昭和35年から断水が繰り返された。そこで，昭和40年代に，桜川

の上流域に第1ヤイラギダム（有効貯水容量13万㎡）及び第2ヤイラギ

ダム（同30万㎡）が建設され，さらに，昭和59年には，第2ヤイラギ

ダムの嵩上げが行われた（同62万5000㎡）。（乙2，7，丙3，2

1，23）

上記のとおり，牛深地区の既存水源としては，第1ヤイラギダム及び第

2ヤイラギダム（以下，併せて「ヤイラギダム」という。）からの直接取

水及び桜川からの表流水取水があり，旧牛深市は，平成5年3月以来，県

知事（桜川の河川管理者）より，桜川における水利使用許可（以下「本件

水利使用許可」という。）を受け，平成18年3月，天草市の発足後も，

本件水利使用許可が更新された。本件水利使用許可においては，最大取水

量は6620㎡／日とされ，取水及び流水の貯留は，第1ヤイラギダム直下

地点における桜川の流量（維持流量）が0．0116㎡/s(1002.2

4㎡／日）を超える場合に限り，その範囲内で行うこととされていた。（甲

61，62，丙3，21，23）

イ水道水源開発（路木ダム）事業

天草市は，牛深地区の「慢性的な水不足を解消すべく新たな水源を求め

・・・県営路木ダム建設事業に参画」し（前記(3)イ参照），水道水源開発

等施設整備事業（路木ダム関連）（同事業は，「路木川の表流水を水源と

する取水施設から配水施設までの整備事業」であり，約3000㎡／日の新

規水源の確保を図るものである。以下「本件水道水源開発事業」という｡）

を進めている。（乙15，丙19,21)

そして，天草市は，平成20年度，上水道事業計画の見直しを行い，平

成21年3月，厚生労働省に対し，上水道事業経営（計画変更）認可申請

書（水道法10条1項，同条2項，7条1項，同条4項）を提出した。同

市は，同申請書において，以下のウ及び工のとおり，給水人口及び給水量

の予測を行った。（丙8）

ウ給水人口について

㈱まず，天草市は，給水人口の予測について，コーホート要因法を適用

して行った。コーホート要因法とは，ある基準年次の男女5歳階級別人

口（以下「基準人口」という。）を出発点とし，コーホート（同時出生

集団，男女5歳階級別）ごとに設定した生残率，純移動率，出生率及び

出生性比を適用して5年ごとの将来人口を推計する方法である。（丙2

9，30）

（ｲ）給水人口の予測は「給水区域内人口×普及率」により算出され，給水

区域内人口の予測は「行政区域内人口の予測値一給水区域外人口の予測

値」により算出されるところ，天草市は，まず，行政区域内人口の予測

に当たり，①出生率及び生残率については，国立社会保障・人口問題研

究所（以下「本件研究所」という。）「都道府県将来推計人口平成1

9年5月推計」（以下「本件推計」という。）で示されている熊本県の

仮定値を用い，②出生性比は，天草市における実績値を用い，③転入率

10)
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(ｲ）そして，所定の方法により牛深地区の有収率を算出し，1日平均給水

量（有収水量／有収率）を算出したところ，本件給水人口・給水量実績

予測表（別紙15）「一日平均給水量」欄記載のとおりとなった。

（ｳ）ところで，1日最大給水量は，1日平均給水量を負荷率で除して算出

される。負荷率とは，給水量の変動の大きさを表すものであり，給水人

口の規模により変化するほか，都市の性格，気象条件等によっても左右

される。したがって，計画負荷率の設定に当たっては，長期的傾向を把

握するとともに，過去の実績値や給水人口規模別負荷率等に十分留意し

て計画値を決定することが必要となる。（丙8，28）

天草市は，計画負荷率について，牛深地区に関しては，平成9年度な

いし平成18年度の各負荷率の最低値である69．4％（以下「本件負

荷率」という。）とした。（丙8）

上記により，1日最大給水量は，本件給水人口・給水量実績予測表（別

紙15）「一日最大給水量」欄記載のとおり，平成25年度において6

030㎡／日となり，1日最大取水量は，これに浄水損失量を加えて65

10㎡／日と予測された。（丙7，8）

オ天草市による既存水源の能力の再確認

㈲天草市は，平成5年当時の水道計画においては，既存水源（ヤイラ

ギダム及び桜川）からの取水可能量について8120㎡／日としてい

たところ，平成20年度，桜川「流域での1／10渇水に対応できる安

定取水量を算出し，路木ダムの運用も含め計画最大取水量に対応できる

か」否かについて検証を行うこととし，既存水源について，1／10年渇

水においても安定的に取水できる水量の解析を行った。

上記解析の際，桜川の河川維持流量を0．69㎡/s/iooy(全国河

川の平均値：「正常流量検討の手引き（案）（平成19年9月国土交

通省河川局河川課）」）（以下「本件全国平均値」という。）とするこ

・転出率については，平成18年度の実績値に基づき算出した。（丙8）

（助上記(ｲ)のとおり，給水区域内人口の予測は「行政区域内人口の予測値

一給水区域外人口の予測値」により算出されるところ，天草市は，同「市

の給水区域は，相互に距離がありそれぞれ地区の人口は一体化していな

い・・・ため，上水道の給水区域別に給水区域内人口をコーホート要因

法により予測する」こととした。「しかし，コーホート要因法に用いる

男女年齢別人口は，旧市町ごとにしか把握されていない・・・ため，給

水区域内人口に用いる人口は，旧市町の行政区域内人口を平成18年度

の給水区域内人口の比率で補正し予測する」こととした。（丙8）

そして，①出生率及び生残率については，本件推計における熊本県の

仮定値を用い，②出生性比は，旧市町の行政区域における実績値（例え

ば，牛深地区については，平成14年度ないし平成17年度の平均値で

ある101．4）を用い，③転入率・転出率については，平成14年度

ないし平成17年度の実績値（ただし，男女5歳階級別ではなく，男女

計全年齢のもの）に基づき算出した。（丙8）

㈲上記(ｲ)及び(ｳ)の結果，牛深地区の給水人口予測は，別紙15（丙7．

給水人口・給水量の実績及び予測表）（以下「本件給水人口・給水量実

績予測表」という。）「給水人口」欄記載のとおり，平成25年度で1

万1490人となった。（丙7，8）

工給水量について

例給水量の予測とは，使用水量（有収水量）の予測であり，生活用水量

及び業務営業用水量を予測することになるところ，天草市は，実績の推

移等を踏まえて算出した。その結果，平成25年度の牛深地区について

は，生活用水量（1日平均給水量）は2907㎡／日，業務営業用水量（1

日平均給水量）は856㎡／日となり，有収水量は，合計3763㎡／日

と算出された。（丙8）
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ダムから取水することを計画している。（乙2，7，丙21）

伽天草市河浦町一町田地区の状況

ア河浦町一町田地区の水需要及び既存水源

天草市河浦町（以下「河浦町」という。）一町田地区（以下「一町田地

区」という。）における一町田簡易水道は，昭和39年，計画給水人口2

000人で創設され，その後拡張されているものの，未給水区域があり，

同区域では沢水や共同井戸を使用して，生活用水を確保している状況であ

った。また，給水地区に係る既存水源としては，①葛河内川に隣接する浅

・井戸を主体とした2か所の水源（深さ7.Om及び8.5m)及び②表流

水を主体とした1か所の水源がある。（乙2，7，丙22）

なお，後記ウのとおり，河浦町には，八久保川砂防ダム（以下「八久保

ダム」という。）が存在するが，同ダムが一町田簡易水道の水源として利

用されたことはない。

イー町田簡易水道推進事業

天草市は,上記ア①及び②の既存水源について，通常時は必要水量の取

水は可能であるが，渇水期には安定的に取水出来ない「不安定水源」であ

り，水質面からも課題を抱えているとして，一町田簡易水道再編推進事業

（以下「本件簡易水道事業」といい，本件水道水源開発事業と併せて「本

件各水道事業」という。）において，既存の水源を廃止し，路木ダムの貯

水に水源を切り替えて，水道未普及地区を含めた1日計画取水量1600

㎡/日を路木ダムから取水して，水道未普及地区の解消を図り，長期的に安

全で安定した水道水の供給を行うこととしている。（乙15，丙20，2

2）

ウ八久保ダム

河浦町には，平成11年3月，熊本県によって八久保ダム（砂防ダム）

が建設され，同月31日，県知事（福島）と旧河浦町長（漬崎）との間で，

とが条件の1つとされ，水収支（利水）計算（以下「本件利水計算」と

いう。）に当たっては，第1ヤイラギダム直下の維持流量（1253㎡／

日）及び桜川水源地点の維持流量（2834㎡／日）を確保することを優

先し，水道水は，同流量確保後に取水するものとされた。

その結果，既存水源（ヤイラギダム等）からの計画取水量を6510

㎡／日とすると，「ほぼ毎年のようにダムは空になる結果」となり，35

10㎡／日とすると，「40年間で4回空」になり，「1／10渇水に対

応できる取水量は3510㎡／日であると判断できる」とされた。

（以上につき，乙2，丙3，23）

（ｲ）なお，上記「正常流量検討の手引き（案）」（以下「本件手引」とい

う。）は，「渇水時に維持すべき流量についての基本的な考え方と標準

的な値を示すものとして，平成4年5月に作成され，その後，平成9年

6月に河川法が改正されるなど正常流量の検討に係る社会的背景等の変

化を受けて平成13年7月に改訂され」たものであり，同手引きでは，

全国の河川における平均的な維持流量は，0．69㎡/s/10Ok㎡である

とされていた。（丙24）

また，日本水道協会作成に係る「水道施設設計指針」（以下「本件設

計指針」という。）は，水道施設の技術的基準を定める省令において定

められた基準に沿った設計指針を示すものであるところ，同指針におい

て，「貯水施設は計画取水量を安定して確保できるものでなければなら

ない。地理的条件や経済的な理由等により，貯水池の新規開発水量は，

計画対象の渇水規模を10年に1回程度として決定することが多い。」

とされていた。（丙1）

力天草市では，本件水道水源開発事業において，1日最大取水量6510

㎡／日（上記エ(制参照）について，既存水源（ヤイラギダム等）からの取

水量3510㎡／日（上記オ(ｱ)参照）の不足分3000㎡／日を新規に路木
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同ダムに「満砂までの間予想される湛水」を旧河浦町長が「利水すること

を目的として」，協定書が締結された（以下「本件協定書」といい，同協

定書に係る協定を「本件協定」という。）。本件協定書では，以下のとお

り定められている。（甲6，丙16，18）

（ｱ）旧河浦町長は，地域住民の飲料水及び農業用水を確保する目的の場合

にのみ，八久保ダムの砂防設備を使用できるものとする（1条）。

“）使用期間は，砂防設備の完成日以降を初日とし，同設備の占用協議を

行い，県知事の承認を受けた期間とする（2条）。

（ｳ）八久保ダムの満砂等の際，1条の使用目的のために堆積土を掘削除去

する場合は，旧河浦町長の負担により旧河浦町長が施工するものとする

（9条2項）。

（ｴ）使用期間内であっても，治水上砂防のため支障が生じた場合は，県知

事は本件協定を解除することができるものとする（10条2項）。

02）蒲島知事による本件事業に係る確認作業

ア蒲島知事は，本件再評価監視委員会意見（前記(7)エ）等を踏まえて，平

成21年4月2日，県副知事（以下「副知事」という。）に対し，本件事

業について費用対効果の検証，代替策との比較等を行い，治水・利水・財

政・環境の面（以下「4つの観点」という。）から確認，検証すること（以

下「本件確認作業」という。）を指示した。（甲150,乙2,7

イ本件確認作業結果は，同年6月，「路木ダム確認作業報告書」（以下「本

件確認作業報告書」という。）及び「路木ダム確認作業報告書（参考資料）」

（以下「本件参考資料」といい，本件確認作業報告書と併せて「本件確認

作業報告書等」という。）として取りまとめられた（なお，利水に関する

資料は，天草市から提供された。）。（乙2，7）

ウ蒲島知事は，同月3日，本件事業の継続を発表し，同年11月17日に

は，本件事業のうちダム本体工事の施行を決定した。（甲150）

(13）本件事業に係る公金支出

ア過去の公金支出

本件事業については，平成20年度ないし同25年度（ただし，同年

10月31日まで），別紙16（本件事業に係る支出実績額等の一覧表）

（以下「本件支出額等一覧表」という。）のとおり，合計47億141

9万3768円が支出されており，熊本県は，上記支出合計額のうち，

19億8358万9411円を支出した（以下「本件1)公金支出」とい

う。）。

イ将来の公金支出

また，平成25年10月31日以降，本件事業に関して，約15億4

500万円の支出が予定されている（以下「本件(2)公金支出」といい，

本件(1)公金支出と併せて「本件各公金支出」という。また，以下，本件

各公金支出に係る支出負担行為，支出命令及び支出（専決者及び受任者

による支出負担行為及び支出命令を阻止しないこと並びに既になされた

支出命令による支出を阻止しないことを含む。）を「本件公金の支出」

という。）。

“）住民監査請求

ア原告らは，本件事業は，「起きてもいない路木地区の家屋浸水被害」に

基づき進めている「違法な事業」であり，「環境への影響も小さいと結論

付けた不当なもの」であるとして，平成21年5月19日，地方自治法2

42条1項に基づき，熊本県監査委員（以下「監査委員」という。）にお

いて，県知事に対し，下記のとおり勧告することを求める住民監査請求を

行った（以下「本件監査請求」という。）。（甲13，147～149）

記

1県知事は，平成20年6月6日から同21年4月10日までの間に路

木ダム建設事業に支出した2億4600万2328円を同県に返還せよ。
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2県知事は，平成21年度の路木ダム建設事業7億円を支出してはなら

ない。

イ監査委員は，同年7月15日付けで，本件監査請求を棄却する旨の通知

を行い，同通知は，そのころ原告らに到達した。（甲13，148）

(15）本件訴訟の提起等

ア原告らは，同年8月13日，本件訴訟を提起し，別紙17（請求の趣旨

の変更）のとおり，請求の趣旨を変更した（以下「本件各変更」という。）。

イ原告井手幸男（以下「原告井手」という。）は，平成25年2月24日

死亡した。

(16)本件マニュアルにおける無害流量の評価に関する国土交通省の回答

国士交通省は，平成25年9月30日，本件マニュアルにおける無害流量

の評価等に関する調査嘱託に対し，本件マニュアルは「標準的な調査方法を

定めたもの」であり，個別評価を妨げない旨の留保の上で，下記のとおり回

答した（以下「本件国交省回答」という。）。（調査嘱託の結果）

記

ア本件マニュアル記載部分では，「破堤が生じる可能性がある水位Hiに

相当する流下能力Qi・・・と，堤防位置における堤内地盤高か河道の高

水敷高のいずれか高い方Hoに相当する流下能力Qoとを比較して，大き

い方を当該断面の最小流下能力とする」こととしている。

イ同記載部分の「堤防をスライドダウンし・・・天端高から計画の余裕高

を引いた高さをHiとして」の記載については，「堤防が河川管理施設等

構造令の規定を満足する断面形状を有していない場合に，破堤が生じる可

能性がある水位Hiを算出するための記載」であり，「堤防が完成し，・

・・構造令の規定を満足する断面形状を有している場合（以下，この場合

の堤防を「完成堤防」という。）には，この記載を適用せず，一般的には，

計画高水位を破堤が生じる可能‘性がある水位Hiとして，その流下能力を
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算定」する。〔判決注：丸括弧内の定義は，本判決で加筆した。〕

ウ同記載部分における無害流量の評価における「堤防位置における堤内地

盤高」と構造令20条1項の「堤防に隣接する堤内の土地の地盤高（以下

「堤内地盤高」という。）」は，一般的に同義として用いられることが多

いが，堤内地盤高は，本件マニュアルと構造令それぞれの目的に応じて設

定することになる。

エ「無害流量の評価に当たって，堤防位置における堤内地盤高か高水敷高

のいずれか高い方をHoとして,それに相当する流下能力を算定する場合，

一般的には，流下能力を算出する地点に隣接している堤内の土地の地盤高

をもって堤内地盤高」とする。「ただし，現地の地形によっては，破堤幅

の区間の堤防に隣接する堤内の土地に洪水流が流れ込むことが想定される

こともあるため，破堤幅の区間の堤防に隣接する堤内の土地の地盤高を無

害流量の評価に用いる堤内地盤高とすることがあり得」る（以下「本件た

だし書」という。）。

オ本件マニュアルにおける「破堤幅」とは「堤防が決壊する幅のことであ

り，堤防が別に存在する箇所において，堤防ではない構築物が決壊する'幅

などをもって破堤幅とすることは想定して」いない。

3争点

(1)本件公金の支出に係る住民監査請求の有無

（2）本件整備計画等の違法性と本件公金の支出の違法性との関係

（3）本件整備計画等の違法性の有無

ア路木ダムの必要性の有無

（ｱ）治水の必要性の有無

何）利水の必要性の有無

イ生物多様性条約違反の有無

（4）蒲島知事に対する不法行為に基づく損害賠償請求権の成否
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1 4

ら，本件公金の支出には違法性は認められない。

(3)争点(3)アけ）（治水の必要性の有無）について

【原告らの主張】

ア本件整備計画等では，㈱昭和57年7月等の豪雨による床上浸水等の洪

水被害の発生から，治水計画が急務となっており，㈹昭和57年7月豪雨

を踏まえ，1／30洪水に対し，下流宅地の家屋浸水防止を目標とし，路

木ダムにより計画規模の洪水を調節し，流量を低減することにより，上記

家屋浸水を防止する旨記載されている。

イしかしながら，まず，昭和57年7月豪雨による洪水によって床上浸水

等の被害が発生したという事実（以下「本件被災事実」という。）は存在

しない。

また，1／30洪水によって，本件想定破堤地点において破堤するとの想

定（以下，上記破堤を「本件破堤」といい，上記想定を「本件破堤想定」

という。）及び氾濫ブロック①において貯留型氾濫（氾濫水位TP+3.4

m)が発生するとの想定（以下，上記氾濫を「本件氾濫」といい，上記想

定を「本件氾濫想定」という。）については，以下の(ｱ)及びげ)のとおり，

いずれも誤りであるから，1／30洪水による被害発生防止のために，路木

ダムを建設する必要性は認められない。

（方余裕高控除高の算定（本件堤防高の認定）の誤り

まず，本件堤防高について，本件費用対効果分析ではTP+4.Omで

あることが前提とされ（前提事実(9)エい），本件評価高は上記4.Om

から余裕高(0.6m)を引いたTP+3.4mとされている（同上）。

そして，同分析では，本件評価高（余裕高控除高）相当流量115㎡/s

が氾濫ブロック①の無害流量とされ，1／30洪水による流量(本件基本

高水流量180㎡/s)が上記無害流量を超えることから，本件破堤が発

生すると想定されている（同上）。

ア蒲島知事の故意又は過失の有無

イ損害の発生及びその額

4争点に関する当事者の主張（要旨）

(1)争点(1)(本件公金の支出に係る住民監査請求の有無）について

【原告らの主張】

本件公金の支出については，住民監査請求を経ており，本件各変更により

追加された請求についても同様である。

【被告の主張】

本件各変更により追加された請求に係る財務会計上の行為については，本

佑監査請求の対象（前提事実")ア）ではなく，住民監査請求を経ていないか

ら，上記追加された請求は，不適法であり，却下されるべきである。

（2）争点(2)（本件整備計画等の違法性と本件公金の支出の違法性との関係）に

ついて

【原告らの主張】

県知事は，本件整備計画等に係る是正権限を有しており，本件公金の支出

を行うに当たり，同計画等が違法であれば，本件事業を中止すべき立場にあ

る。そして，後記(3)ないし(5)の各【原告らの主張】のとおり，本件整備計画

等は違法であるから，県知事としては同計画の是正義務を負い，専決者等に

より，本件公金の支出がされることのないよう指揮監督すべき財務会計法規

上の義務を負っている。したがって，本件公金の支出はこれらの義務に反す

るものとして違法である。

【被告の主張】

ア本件公金の支出の先行行為である本件整備計画等には，内容や手続に違

法な点はないから，本件公金の支出の違法性は認められない。

イ仮に，本件整備計画等について裁量権の逸脱又は濫用があり，違法性が

認められるとしても，県知事には，財務会計上の違法行為が存在しないか
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誤りがあり，費用便益比が1を下回ることは明らかであるから，路木ダム

による治水の必要性は認められない。

(ｱ）氾濫水位の想定の誤り

まず，本件費用対効果分析では，氾濫ブロック①は，①本件国道の盛

土部分，②河川堤防及び海岸堤並びに③市街地背後の山形地形に制限さ

れた貯留型氾濫形態となり，同①宅地部（本件国道南側）は，本件国道

路面高(TP+-3.4m)まで湛水し，氾濫水位は3.4mとなると想定

されている（前提事実(9)*(7))。

しかしながら，上記①（本件国道の盛土部分）には本件各管渠が8か

所に設置されており（同(2)オ），氾濫ブロック①宅地部内の氾濫水は本

件各管渠を通過し，同①水田部（北側）に流出することになる。したが

って，本件国道盛土によって氾濫水が貯留し，同①宅地部（南側）の氾

濫水位がTP+3.4mとなることはあり得ない。

また，上記②の河川堤防のうち，本件ブロック積堤防の堤防高はTP+

2.6mである。したがって，氾濫水は同堤防部分から路木川の河道に

戻るものと考えられ，氾濫ブロック①宅地部の氾濫水位がTP+2.6m

を超えることもあり得ない。

上記のとおりであるから，同①宅地部の氾濫水位がTP+3.4mにな

るとの想定は誤りである。

け）浸水深の想定（地盤高の認定）の誤り

また，本件費用対効果分析では，氾濫ブロック①宅地部について，1．

4m区域及び1.8m区域に分けられ（以下「本件区分」という。).

確率規模1／30の場合（氾濫水位3.4m)には，浸水深がそれぞれ2．

.Om及び1.6mとなると想定されている（前提事実(9)*W)。

しかしながら，まず，1．4m区域については，天草市による平成2

1年以降の測量結果（一町田簡易水道配水管布設工事に関するもの）に

しかしながら，本件堤防高の実測値はTP+4.492mであるから（甲

81），本件評価高はTP+3.892mとなり，同評価高相当の流下能

力をもって本件基本高水流量を流下させることができるはずである。

したがって，本件破堤想定は誤りである。

（ｲ）堤内地盤高の認定の誤り

また，本件想定破堤地点における堤内地盤高（以下「本件堤内地盤高」

という。）の認定にも誤りがある。すなわち，本件評価高は，本件想定

破堤地点における余裕高控除高（以下「本件余裕高控除高」という。）

と本件堤内地盤高のいずれか高い方をもって定められるべきところ（前

提事実(9)X{7)),本件費用対効果分析では，本件余裕高控除高はTP+3.

4m(上記け)参照),本件堤内地盤高は，氾濫ブロック①内の地盤高で

あるTP+2.4mであるとされ，「本件堤内地盤高く本件余裕高控除高」

となることから，本件評価高はTP+3.4mであるとされている。

しかしながら，本件想定破堤地点の背後地（堤内地）は上方に向かう

山の斜面であるから，本件堤内地盤高は本件堤防高（被告主張によれば

TP+4.Om)以上となり，「本件堤内地盤高＞本件余裕高控除高（被

告主張によればTP+3.4m)」となる。したがって，本件評価高は（被

告主張を前提としても)TP+4.Omである。

そうすると，本件評価高相当流量は193㎡/sとなり（本件流下能力

一覧表（別紙12の1）参照），本件基本高水流量180㎡/sを流下さ

せることができるから，1／30洪水によっても本件破堤が発生すること

はない。

したがって，本件破堤想定は誤りである。

ウさらに，仮に，1／30洪水によって本件氾濫の発生を想定し得るとし

ても，本件費用対効果分析では，以下のとおり，氾濫ブロック①宅地部に

ついて，け)氾濫水位の想定，㈹浸水深の想定及び(切資産の想定にいずれも
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として策定するもの」であるから，過去の洪水被害に係る「被害棟数の正

確な数が把握できないからといってその計画が揺らぐものではない」し，

治水対策の必要！性が変わるものではない。

イまた，以下のtｱ)ないし(制のとおり，本件評価高について誤りはなく，

本件破堤想定には何ら問題はない。

（ｱ）本件堤防高について

まず，本件堤防高はTP+4..Omである。すなわち，護岸工構造図（乙

42の2）から，護岸高がTP+4.25mと認められるところ，本件堤

防高については，同護岸高から堤防断面に含めない舗装厚（市道改良工

事によって施されたもの)0.25mを差し引いて,TP+4．Omと評

価したものである。

㈹本件堤内地盤高について

また，本件堤内地盤高については，「現地の地形，河川の形状等から

破堤幅の区間に隣接する堤内の土地に洪水流が流れ込むことが想定され

るため，破堤幅の区間の堤防に隣接する堤内の土地の地盤高」を堤内地

盤高としたのであり，誤りはない。すなわち，「破堤は点で発生するも

のではなく，破堤地点を含む河川縦断方向にある程度の幅をもって発生

するもの」であり，本件マニュアルによれば，本件破堤による破堤幅は

約7Omと算定されるところ，①氾濫流の流向は，路木橋橋台背面を通

り路木集落方向に限定されること,及び②路木川は本件想定破堤地点｢付

近で大きく左にカーブしており，氾濫流の流向は路木川から離れ，路木

集落方面へ向く」ことが想定される（以下，上記①を「橋台背面による

流向限定想定」といい，上記②を「河川形状による流向想定」という。）。

それ故，本件破堤については，別紙18（乙82の2．氾濫ブロック①

（想定破堤点と破堤形状のイメージ図））（以下「本件想定破堤形状図」

という。）のとおり，氾濫流が本件想定破堤地点付近から「堤防と同等

よれば，同地区の標高は，最高位地点でTP+3.54m,最低位地点で

TP+1.77mである（甲89)。また，県による平成8年の測量結果

によれば，1．4m区域のうち路木橋右岸橋台直下の宅地部分の標高は

TP+2.2mである（本件路木集落図（別紙5)及び本件路木橋図（別

紙6）等参照）。そして，同①宅地部の平均地盤高を算出するとTP+1.

9Omとなる（甲131)。

したがって，同①宅地部(1.4m区域及び1.8m区域）の地盤高

は，実測値をかなり下回っており，上記各区域の浸水深による被害想定

額が水増しされている。

（制資産（浸水対象家屋棟数）の想定の誤り

さらに，本件費用対効果分析では，本件代表地盤高図の原図面（以下

「本件原図」という。）に基づき，氾濫ブロック①宅地部の浸水対象家

屋棟数が90棟とされている（前提事実(9)ク）。

しかしながら，平成20年当時において最新のゼンリン地図（平成1

8年3月版）によれば，浸水対象家屋棟数は81棟である（甲130～

133）。したがって，この意味でも被害想定額が水増しされている。

【被告の主張】

アまず，路木川の浸水被害状況については，旧牛深市長及び旧河浦町長か

ら県に対し提出された陳情書等（乙3～5）において，昭和57年，昭和

58年9月及び昭和60年8月，度々氾濫していた旨記載されている。ま

た，平成21年4月，天草市により，同年1月ないし同年3月の調査の結

果，路木川の氾濫によって，路木地区が過去幾度も人家の浸水被害や農地

の湛水被害，橋梁や河川等の公共土木施設の被害等を受けたことが確認さ

れた旨報告されている（乙6）。

そして，そもそも整備計画等は「過去に浸水した棟数や被害額を基に事

業計画を策定したものではなく，計画規模の洪水における浸水被害を基礎
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の機能を有する」本件市道を約7Om破壊することが想定され，氾濫流

は，本件市道を「約4Om破堤した時点で路木集落に流入しはじめ，路

木橋直下流の家屋付近に到達する」ことが想定される（同家屋付近は，

本件想定氾濫形状図上「2．4」と表示されている。以下「被告主張地

点」という。）。

そして，被告主張地点を含む土地（以下「本件ブロック積堤防隣接地」

という。）は，本件ブロック積堤防に「守られた土地」であることから，

堤内地と判断し，同地点の標高TP+2.4mを本件堤内地盤高としたも

のである。

(例そうすると，「本件堤内地盤高く本件余裕高控除高(3.4m)」と

なるから，本件評価高はTP+3.4mとなり，無害流量は115㎡/s

となって，本件基本高水流量（1／30洪水）180㎡/sを下回る。

したがって，本件破堤想定には何ら問題はない。

ウさらに，以下の(ｱ)ないし(ｳ)のとおり，氾濫ブロック①宅地部の氾濫水位

及び浸水深の想定並びに被害算定についても誤りはなく，費用便益比は1

を上回る。

（ｱ)氾濫水位の想定について

まず，本件国道には，本件各管渠が設置されているが，氾濫流が氾濫

ブロック①宅地部に流入すれば，本件各管渠は流木等で全て閉塞するこ

とが十分想定される。したがって，同①宅地部において，本件国道盛土

高相当の湛水が発生するとの想定には何ら不合理ではない。

また，本件マニュアルでは，「計画上被害最大となる状況を想定する

こと」とされているところ（前提事実(8)工(ｲ)），「勢いをもって一気に

押し寄せる洪水」について被害最大となる氾濫流の形状を想定すると，

氾濫流は被告主張地点付近では，あまり拡散せず，本件ブロック積堤防

から河道に戻ることはないと想定される。すなわち，①本件破堤「直後

の氾濫流の形状については，右岸橋台背面側を氾濫流が破壊することに

より，氾濫流の流向が限定されていること」（橋台背面による流向限定

想定），また，②「路木集落内では氾濫流の拡散作用によって，氾濫水

位が低下することが考えられるが，想定破堤地点付近の氾濫水位は最高

水位（標高3．914メートル）とほぼ同等の高さで流れ」，「破堤直

後で最も勢いが強いことから，これらは，ホースから水が出る現象と類

似するものと想定」され，「ホースから水が出ると，・・・水位は流心

が一番高く，また，その形状はホースの出口から一定の距離については

拡散せずに，その後，扇上に広がっていく」という「現象を勘案し，破

堤した後，主たる氾濫流が勢いをもって路木集落内に流れ込むと想定」

し（以下「ホース水流類似想定」という。），「堤内高2．6メートル

付近(N○．0+50付近）では，氾濫流はあまり拡散しないと想定し

た」ものであり，このような想定は「土木技術者の裁量で判断されるも

の」であって，不合理とはいえない。

したがって，同①宅地部の氾濫水位がTP+3.4mであるとの想定は

不合理とはいえない。

(ｲ）浸水深の想定（地盤高の認定）について

本件費用対効果分析では，氾濫ブロック①を本件各区域に区分し，本

件各区域を代表する地盤高としてTP+O.3m,1.4m及び1.8m

（以下「本件各代表地盤高」という。）と定めたのであり，本件各区域

内では，本件各代表地盤高より高い箇所，低い箇所があるのは当然であ

る。そして，本件各代表地盤高は，当時入手可能な資料に基づき，本件

マニュアルの趣旨に沿って適切に本件各区域を代表する地盤高として算

出したものであり，何ら不合理な点はない。

(ｳ）資産（浸水対象家屋棟数）の想定について

原告らは，本件費用対効果分析当時最新のゼンリン地図（甲130）
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によれば，浸水対象家屋棟数は81棟となり，同分析での浸水対象家屋

棟数の想定は誤っている旨主張する。

しかしながら，本件マニュアルでは，上記地図を用いるべきである旨

の記載はない。そして，同分析時点で入手可能な資料に基づいて，氾濫

ブロック①の浸水対象家屋棟数を算出すると90棟になるから(乙32，

87），この点についても，何ら不合理な点はない。

エところで，仮に，費用便益比がlを下回ったとしても，路木ダム建設の

必要性が否定されることにはならない。

すなわち，（ｱ)公共事業の継続の当否等は，社会経済情勢等の変化や事業

の進捗状況等の視点をも含め総合的に判断されること,㈹被害防止便益は，

治水施設の整備による便益の一部にすぎず，しかも一定の想定の上で算定

される便益にすぎないこと，（ｳ)費用便益比の算定方法については，法によ

り定められているものではなく，行政庁のマニュアル等で規定されている

ものにすぎないことに照らせば，仮に，費用便益比が1を下回ったとして

も，直ちに路木ダム建設による治水の必要性が否定され，本件整備計画等

が違法となるものではない。

(4)争点(3)ア(ｲ）（利水の必要性の有無）について

【原告らの主張】

本件整備計画等では，旧牛深市及び旧河浦町において「慢性的に生活用水

が不足」しており，「水道水源として4600㎡／日の安定確保が必要」で

あることが指摘され，河川工事の目的として，1／10年渇水時にも安定し

た水利用を図ることが挙げられている。しかしながら，以下のアないしウの

とおり，牛深地区及び一町田地区の水道用水の確保のため，路木ダム建設の

必要'性は認められない。

ア牛深地区について

以下の(ｱ)及び(ｲ)のとおり，牛深地区の水需要（1日最大取水量）は，5

454㎡／日であるところ，既存水源（ヤイラギダム及び桜川）からの取水

可能量5440㎡／日によって上記最大取水量をほぼ賄うことができる。

したがって,同地区の利水のため路木ダム建設の必要性は認められない。

(T)1日最大取水量は5454㎡／日であること

まず，後記イけ)のとおり，天草市による牛深地区の給水人口予測（平

成25年度において1万1490人）は信頼性に欠けており，原告らに

おいて，同人口を正確に予測すると1万0603人となる（甲58）。

上記人口予測を前提として生活用の1日平均給水量を算定し，業務営業

用の1日最大給水量等について原告らによる予測値を前提として，1日

平均給水量を算定すると，3743㎡／日となる（甲59）。

そして，「1日最大給水量＝1日平均給水量／負荷率」であるところ，

後記イ側のとおり，負荷率は75．5％とするのが相当であるから，同

地区の1日最大取水量は，5454㎡／日と予測される（甲59）。

（ｲ）既存水源の取水可能量は5440㎡／日であること

後記イ(切のとおり，既存水源（ヤイラギダム等）からの取水可能量は，

5440㎡／日となる。

イ天草市による牛深地区に係る給水人口予測等について

（ｱ）給水区域内人口予測について

天草市は，給水人口の予測をコーホート要因法によって予測している

ところ（前提事実⑩ウ㈱），同市は同要因法の適用に当たり，不適切な

値を使用しており，同予測は信頼性に欠ける。

すなわち，天草市は，給水区域内人口予測について，①男女年齢別人

口（基準人口）について実測値でなく，推定値を使用し，②生残率及び

出生率については，地域特性があり，当時，本件研究所によって牛深市

の数値が公表されていたにもかかわらず，熊本県の数値を使用し，③出

生性比については地域差がほとんどなく，出生性比としては「105．
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件水利使用許可においても，最大取水量6620㎡／日とされている（同

(10)ア）。そして，過去40年間のヤイラギダムの水収支計算の結果，通

年取水可能量は5440㎡／日となる（甲60）。

ところで，天草市は，桜川の維持流量を見直した上で，既存水源（ヤ

イラギダム等）の水収支計算を行った結果，既存水源からの取水量を3

510㎡／日としている（同001オ(ｱ))。しかしながら，桜川の維持流量は，

河川管理者（県知事）以外の者が独自に定めることはできない。天草市

は，上記水収支計算を行う前提として，桜川の維持流量について独自に，

本件水利使用許可において定められた維持流量（0．0116㎡/s)の

約3倍の流量を設定したのであり，同計算結果は「作られた水需要」に

ほかならないというべきである。

ウー町田地区について

河浦町の未給水地区の約6km先には八久保ダムがあり，同ダム建設当

初の計画では，同ダムは恒常的な水源として位置付けられ，1000㎡／

日を上水道用に使用する予定であって（前提事実(I1ウ),取水設備も設置

されている。ところが，現在，同ダムは全く活用されておらず，同ダムを

活用すれば，他の既存水源と併せて，一町田地区の水需要を賄うことがで

きる。したがって，同地区についても利水のため路木ダム建設の必要性は

認められない。

【被告の主張】

原告らの主張は否認ないし争う。

【補助参加人の主張】

ア牛深地区について

以下のけ)及びけ)のとおり，牛深地区の給水区域内人口予測及び本件負荷

率の設定に不適切な点はなく，これらに基づき，平成25年の計画1日最

大取水量を予測すれば，6510㎡／日となり，以下の(ｳ)のとおり，既存水

4」が使用されるのが通常であるにもかかわらず（甲76），牛深地区

の平成14年ないし平成17年の4年間の平均値「101．4」を使用

し，④転入・転出率についても，年齢層別の値が必要であるにもかかわ

らず，年齢層別に分けることなく牛深地区の全年齢の転入・転出率の平

成14年ないし平成17年の平均を使用した（前提事実(10)ウ(前）。

上記のとおりであるから，天草市による給水区域内人口予測は，人口

予測として信頼性に欠ける。実際，天草市による牛深地区の人口推計に

よれば,平成38年度において9561人とされているところ（甲64），

これは同年度の牛深地区に係る行政区域内予測人口（甲63）を上回っ

ていること，また，平成23年度までの給水人口の実績（甲114）と

の示離が原告らの予測（甲58）と比較してはるかに大きいこと（例え

ば，同年度の給水区域内人口の実績は1万1217人であったところ，

天草市の予測値は1万1800人，原告らの予測値は1万1172人で

あったこと）などから，同市による給水区域内人口予測の不合理性が既

に明らかとなっている。

け）本件負荷率について

本件負荷率は，平成9年度の実績値69．4％を使用しているところ，

・これは，同年6月17日，送水管の破損事故（以下「本件送水管破損事

故」という。）により配水量が増加した際の給水量に対応する数値であ

り，このような例外的な事故時の負荷率を用いることは妥当でない（甲

59）。同年度の数値については同日の数値を除き，同年から給水人口

予測基準年である平成17年までの問の最小値である75．5％をもっ

て負荷率とすべきである。

(ｳ）既存水源からの取水可能量について

天草市は，平成5年当時の水道計画において，既存水源（ヤイラギダ

ム等）からの取水量を8120㎡／日としており（前提事実⑩オ(7)),本
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源の取水可能量は3510㎡／日と算出されるから，同地区について利水の

必要！性が認められる。

(ｱ）給水区域内人口予測について

天草市は，コーホート要因法適用の際，基準人口（男女年齢別人口），

生残率，出生性比，転入・転出率等について，当時入手可能なデータを

基に，地域特'性が反映できる数値を採用しているのであり，これらの数
1

値の採用が不適切なものとはいえない。

(ｲ）本件負荷率について

．まず，本件送水管破損事故が発生したという事実はない。そして，平

成9年度の1日平均配水量5446㎡／日を同年度の1日最大給水量であ

る同年6月17日の給水量7842㎡／日で除した69．4％が同年度の

負荷率であり，これが，同年度から平成17年度のうち最も低い負荷率

となる。この負荷率は，平成11年度の72．2％や平成13年度の7

2．8％と比較しても突出した値ではない。

したがって，本件負荷率の設定は妥当である。

(ｳ）既存水源からの取水可能量について

旧河浦町は本件水利使用許可を昭和57年に新規に取得しており，同

許可書の使用規則に記された維持流量はその当時定められたものである。

その後，河川の持つ多様な自然環境や水辺空間に対する国民の要請の高

まりに応えるため，平成9年の河川法改正により，河川管理の目的に「治

水」，「利水」に加え，「河川環境の整備と保全」が加えられるととも

に，維持流量についても，舟運，漁業，塩害の防止等に加え，環境や動

植物の生息地，生育地の状況，人と河川との豊かなふれあいの確保とい

った視点も加えて総合的に判断することとなった。天草市は，上記を踏

まえて，河川管理者（被告）と協議の上，桜川水系の流水の正常な機能

の維持に必要と考えられる維持流量を算定し，ヤイラギダムの能力の見

57

（

〔&

色●

『（●C

《●

《O5L

9

直しを行ったものである。

したがって，天草市の算出した維持流量は適切であり，同維持流量を

前提として，ヤイラギダム及び桜川からの取水可能量（1／10年渇水に

対応できる取水量）を算出すると3510㎡／日となる。

イー町田地区について

（ｱ）八久保ダムは，大雨による土砂災害等の防止・軽減を目的に，土砂を

捕捉するための施設として熊本県が設置した砂防ダムであり，土砂が堆

積していくとともに，場合によっては一度の洪水等に伴う土砂の流出に

より満杯になる可能性があるため，将来にわたって安定的な取水を見込

むことはできない。また，同ダムの貯水は農業用水として使用されてお

り，下流域の潅概用水や河川環境に必要な維持流量を考慮した場合，同

ダムからの年間を通じた取水は困難である。

さらに，同ダムの有効貯水量は，同ダムが計画された当時は17万6

000㎡であったが，平成18年度の調査測量時は約12万㎡であった

ところ，仮に，計画当時の有効貯水量を確保するために土砂除去を試み

るとすれば，土砂除去の期間は濁水の発生や水位を低下させることによ

り取水が不可能となり，また，膨大な土砂の搬出場所の確保，土砂除去

に係る工事や土砂搬出のための膨大な費用の発生等が考えられるため，

土砂除去は非現実的なものである。

㈹水道事業者である天草市としては，安定した水源の確保を図る必要が

あるところ，上記(ｱ)の各事情に照らせば，八久保ダムによって一町田地

区の取水量を賄うことができるとはいえず，同地区についても利水の必

要性が認められる。

(5)争点(3)イ（生物多様性条約違反の有無）について

【原告らの主張】

路木ダムの建設は，①路木川を経路としていた物質循環を分断することと
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本件整備計画等の前提となる重要な事実を誤認したまま，本件事業を継続

するとの決定し，これを中止しなかったのであるから，蒲島知事には，少

なくとも過失が認められるというべきである。

【被告の主張】

否認し争う。

付言するに，蒲島知事は，本件確認作業を指示し，本件確認作業報告書等

について専門職員から報告を受け，本件事業の継続を決定したところ，上記

報告及び本件確認作業報告書等においては，本件事業の違法性，不当性を示

す説明や記載は全くなかったこと，原告らが本件整備計画等の違法事由とし

て指摘する点は，いずれも高度に技術的，専門的な分野に関する問題であり，

通常一般人が知り得る事項ではないことに照らせば，蒲島知事において，本

件整備計画等の前提となる重要事実について確認,検討を怠ったとはいえず，

過失は認められないというべきである。

（7）争点(4)イ（損害の発生及びその額）について

【原告らの主張】

蒲島知事は，本件事業に関して，県をして，19億9037万0293円

を支出させ，県に同支出額相当の損害を与えた。

【被告の主張】

仮に，本件(1)公金支出が違法であるとしても，県は同支出によって同支出

相当額以上の便益を得ているから，損害の発生が認められない。

3当裁判所の判断

l職権による検討

(1)まず,原告井手は,平成25年2月24日死亡したところ（前提事実(15K),

地方自治法242条の2第1項に基づき住民訴訟を提起した者の訴訟上の地

位は，一身専属的なものであって，相続の対象とはならないから，本件訴訟

のうち上記原告に関する部分は，同原告の死亡により終了したものというべ

なること，②同建設による貯水池では，樹木由来の有機物の堆積によって長

期的には富栄養化する可能性が高く，堆積物はやがてヘドロ化して水質が悪

化すること,③同建設によって路木川から路木川河口への砂喋供給が止まり，

フクド等の塩性植物群落の生育地が消滅してしまうことからすれば，路木川

周辺の生物多様性を破壊するものである。また，本件整備計画等の作成及び

本件事業の実施に当たって,生物多様性条約14条に基づく環境影響調査は，

全く行われていない。

したがって,本件整備計画等の作成及び本件事業の実施は，生物多様性条

約1条，8条及び14条に違反する。

【被告の主張】

そもそも生物多様性条約自体は，本件訴訟における適用法令（解決基準）

とはならない。そして，本件事業は，生物多様'性条約8条及び14条を具体

化した国内法令を遵守して進められている。したがって，本件整備計画等は

上記条約には違反していない。

(6)争点(4)ア（蒲島知事の故意又は過失の有無）について

【原告らの主張】

ア本件事業に対する異議は，蒲島知事の県知事就任以前から，県知事及び

県庁の担当部局に対して申し立てられており，同就任後においても，路木

ダム建設中止の要請が続いていたことなどに照らせば,蒲島知事において，

県知事就任後，本件事業の継続及び費用の支出を決定するに当たり，本件

被災事実の有無，本件破堤想定等の根拠，給水人口予測の根拠等，本件整

備計画等の前提となる重要な事実について確認，検討すべきであり，この

ような確認等を行っていたとすれば，本件整備計画等に係る違法事由を認

識することができ，本件事業を中止すべきであるとの判断を行うことがで

きたというべきである。

イところが，蒲島知事は，これらの点について確認等を怠り，その結果，
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本件ブロック積堤防隣接地は，本件路木集落図（別紙5）及び本件路木

橋図（別紙6）のとおり，本件ブロック積堤防，本件市道，本件国道及び

本件市道から本件国道に通ずる道路で囲まれており，地盤高はTP+2.2

mないし2.6mである。そして，本件ブロック積堤防は，路木橋橋台付

近から本件国道橋梁部分までの間,約9Om程度にわたり設置されており，

標高はほぼTP+2.60mである。（甲20,92,127,142,乙

42の1）

(2)旧牛深市長及び旧河浦町長による陳情書等

ア旧牛深市長西村及び旧河浦町長田代は，県知事に対し，平成3年12月，

本件事業の新規採択を陳情し，また，平成4年度，実施計画調査が採択さ

れたことを踏まえ，同年11月，本件事業の早期採択等を陳情した。さら

に，平成5年度，本件事業が採択されたことを踏まえて，同年11月，本

件事業の建設促進を陳情した。上記各陳情に係る陳情書及び要望書（以下

「本件陳情書等」という。）の記載内容は，要旨，下記のとおりである。

（乙3～5，証人上妻）

記

、路木川は，熊本県の天草下島に位置する牛深市・河浦町の境界を流れ

る二級河川であり，下流部は羊角湾に面した干拓地となっており，水田

や人家が展開し，下島の幹線道路である本件国道が横断している。路木

川は，河積が狭く，下流部は緩勾配であるため，「昭和57年7月，昭

和58年9月，昭和60年8月と度々氾濫しており，特に昭和57年7

月の集中豪雨時には，多数の人家が浸水すると共に，国道266号が9

時間に亘り交通止めになるなど，地域社会に深刻な影響を及ぼし」た。

「洪水の危険から住民の生命・財産を守り安全を確保すること」は｢最

優先の課題」である。

（ｲ）牛深市の水道事業は，島喚部であるため地下水や河川水による水資源

きである。

（2）また，本件(1)請求のうち，本件口頭弁論終結日である平成25年11月2

0日までに終了した部分については，訴えの利益を欠くことになり，不適法

な訴えとして却下を免れない。

2認定事実

(1)路木川下流部の状況

ア河道の状況

本件路木集落図（別紙5），本件想定破堤地点図（別紙7）及び本件水

位縦断図（別紙12の2)並びに以下の切ないしめ)のとおり，路木川下流

部では，河口から100m上流地点より河床標高が低下し，また，路木橋

付近から河道幅が拡大し，本件ブロック積堤防部分で更に河道幅が拡大し

ている。

（甲20，乙52）

（ｱ）河口から120m上流地点（本件想定破堤地点）

河道幅約30m,河床標高TP+0.80m

（ｲ）河口から11Om上流地点（不動堰付近）

河道幅約30m,河床標高TP+1.60m

（ｳ）河口から100m上流地点

河道幅約30m,河床標高TP-0.10m

㈲河口から90m上流地点（路木橋付近）

河道幅約34～35m,河床標高TP－0．80m

鮒河口から5Om上流地点（本件ブロック積堤防部分）

河道1幅約55m,河床標高TP-0.28m

物）河口（本件国道路木橋）

河道幅約60m,河床標高TP-0.51m

イ本件ブロック積堤防隣接地の状況
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成に係る「昭和57年7月24日集中豪雨被害状況調（昭和57年7

月28日午前10時現在）」と題する書面（以下「本件被害状況調べ」と

いう。）及び床上浸水に係る「被害調査表」（以下「本件被害調査表」と

いう。）等が綴られている。

本件被害状況調べには，床上浸水が102世帯であった旨記載されてお

り，本件被害調査表によれば，被災者の場所は，中村，下田及び倉田地区

（これら3地区で合計82世帯）等であり，路木地区は1件もなかった。

（以上につき，甲5，9，97の5，120，121，原告植村振作（以

・下「原告植村」という。）本人第1回）

イ旧河浦町作成に係る昭和57年9月5日発行の「広報かわうら」（甲4）

tｱ）「昭和57年7月の集中豪雨」に関しては，同年9月5日発行の「広

報かわうら」（以下「本件広報」という。）において，特集記事が掲載

された。同記事では，同年7月24日の集中豪雨（以下「昭和57年7

月豪雨」という。）について，「1時間に120ミリの異常な雨量」が

記録され，河浦町の「中心部が2回にわたる浸水」被害を受けるなどし

て，被害総額は35億円の「かつてない大きなもの」であって，具体的

な被害状況について，住宅の全壊1戸，半壊4戸，床上浸水102戸，

床下浸水255戸等と記載されていた。

（ｲ）本件広報においては，「豪雨ドキュメント」（以下「本件ドキュメン

ト」という。）として，同日午前零時30分から同月27日午後5時ま

での被害発生状況及び復旧状況等が，時系列で克明に再現されていた。

本件ドキュメントには，まず，河川の氾濫及び浸水状況について，①

「今田川，葛川，白木河内川が氾濫」，②「葛川の増水氾濫」，③「葛

川役場前堤防決壊」，④倉田，中村地区から「床上，床下浸水の通報相

次ぐ」，⑤「河浦中学校の浸水床上1獅50芋ﾝに達し，町民会館も浸水。

役場の浸水床上1海に達する」，⑥「葛川，平野の堤防決壊」，⑦「一

の開発が困難であり，最近では，昭和59年にも95日間に及ぶ取水制

限を余儀なくされるなど，今なお渇水被害が頻発している。また，河浦

町の水道事業は7つの簡易水道事業からなるが,普及率は70％と低く，

未給水区域が存在している状況であり，新たな水資源の確保が必要であ

る。

イところで，西村及び旧河浦町長演崎は，平成22年10月ころ，株式会

社熊本放送の記者（以下「本件記者」という。）に対し，以下のとおり発

・言した。（甲112）

㈱まず，西村は，路木ダム建設要請について，「市立あるいは町立では

とても大きすぎて，やっぱ財政が適わんと。だから県営ダムにしてもら

って3分の1負担ででけんかという『知恵』をお互いが働かして，やっ

ぱお願いするわけですよ，県に。県は，県営にするためには今言った災

害とか何かが過去にあったかどうかというようなことで，あったとすれ

ば県営ダムで行こうちゅうことになった」と述べた。

け）また，演崎は，同人の知る限り，路木川の洪水被害は田畑や道路であ

って，人家ではなかった旨発言した後，「投資効果と財政負担の面から

考えると，両兼ね備えたものでなければならんということで路木川を設

定したわけですね。利水だけですと，かなり補助金が利水だけになりま

すからね。ちょっと起債とか，地元の財政負担がちょっと多くなる面が

あると思う」と述べた。

(3)路木川流域における過去の洪水被害状況

路木川流域における過去の洪水被害状況に係る資料としては，以下のもの

が存在する。（甲4，5，17，97，乙6）

ア旧河浦町（防災担当者）作成に係る「昭和57年7月24日集中豪雨

関係綴総務課」と表示されたファイル（甲5）

上記ファイル（以下「本件豪雨関係綴り」という。）には，旧河浦町作
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町田川中村の保育所前河川堤防決壊寸前」，⑧「今田川，白木河内川の

増水氾濫」，⑨「葛川の水位あがり，倉田で再び氾濫」，⑩「今田川の

増水によって県道の決壊」等の記載があった。また，主要道路の被害状

況について，⑪「国道389水越地区で山くずれ，埋没不通」，⑫「国

道266〔判決注：本件国道〕白木河内地区一帯が浸水のため不通」等

の記載があった。

しかしながら，本件ドキュメントには，路木川の氾濫，路木川堤防の

決壊，路木地区の浸水等の被害について全く記載はなく，本件国道につ

いても同地区での浸水，不通等に関する記載は全くなかった。

（以上につき，甲4，120，原告植村本人第1回）

ウ天草市作成に係る平成19年9月18日付け被害状況集計資料(甲97）

熊本県職員は，平成20年8月11日，天草市河浦支所に赴き，同支所

総務課防災担当者が，①昭和57年7月豪雨災害及び②平成18年7月2

2日豪雨災害（以下「平成18年豪雨」という。）による各被害状況を集

計して作成した資料（以下「本件集計資料」という。）及び本件被害状況

調べ（上記ア）を入手した。

上記資料によれば，①昭和57年7月豪雨及び②平成18年豪雨につい

て，路木地区における被害は，全壊及び半壊，床上浸水及び床下浸水並び

に一部破損のいずれも「0」であった。

エ天草市作成に係る平成21年4月7日付け「路木地区の過去の浸水被害

等確認作業について」と題する書面（乙6）

天草市は，平成21年1月ないし同年3月，本件陳情書等（ただし，平

成3年及び平成5年のもの）の記載事項（過去の洪水被害等）について確

認するため，①行政文書の確認，②関係機関等への聞き取り作業，③路木

地区住民等からの聞き取りにより，調査を行い（以下「本件天草市調査」

という。），同調査結果等を書面にまとめた上（以下「本件天草市調査報

告書」という。），これを公表した。（甲13)

本件天草市調査報告書には上記①の行政文書写しが添付され，「路木川

の氾濫によって当該路木地区が過去幾度も人家の浸水被害や農地の湛水被

害あるいは橋梁や河川などの公共土木施設の被害等，当該地区が多大な影

響を被ったことは，残存する行政文書，資料及び地元関係者複数人の証言

からも確認できた」と記載されていた。

しかしながら，同報告書添付の行政文書には，「田畑の湛水被害」，橋

梁の被害は記録されているものの，「人家の浸水被害」については全く記

載がなく，しかも，同記録は，昭和57年より前の被害に係るものであっ

た。また，同文書には，平成14年及び平成18年の路木川の災害復旧工

事に関する文書が含まれていたが，これらの復旧工事の箇所は，氾濫ブロ

ック③より上流地点であった。（乙19～21）

(4)本件整備計画等の作成

本件整備計画等の作成担当者は，県土木部河川課（当時）の上妻嘉昭（以

下「上妻」という。）であり，路木川に係る河川整備の基本事項（前提事実

(4)第2章）等の設定の経緯は，以下のとおりであった。（乙8，36，46，

50，71，73，80，92，証人上妻）

ア計画規模の設定

計画規模の設定については，㈱河川の重要度について，流域面積，市街

地面積，氾濫区域面積及び氾濫区域内の人口・資産等を勘案するとともに，

㈹被害を受けた既往洪水，（助同一地域河川の計画規模とのバランス等を総

合的に考慮して，計画規模として，1／30洪水に設定された。

1／30洪水による想定氾濫区域（氾濫ブロックの設定）及び破堤地点等

については，本件費用対効果分析とほぼ同様の想定がされた。

イ基本高水及び基本高水ピーク流量の設定

所定の計算等の結果，基本高水は，ピーク流量が最大となる昭和43年
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‐
‐ が「当面の目標」とされた（前提事実(5)第2章第3節）。

(5)原告らによる本件事業の中止の陳情等

ア原告植村らは，平成18年7月，「天草の海を考える会」代表として，

県知事（潮谷）に対し，本件事業について，必要性に疑問があるなどとし

て，中止を申し入れるなどした。（甲7）

イ原告植村らはまた，平成20年8月，蒲島知事に対し，過去，路木川沿

いの「一部農地の冠水は事実」だが，路木川氾濫による「家屋被害はない」

ことから，治水のために路木ダム建設の必要性はなく，牛深地区等は「急

激な人口減少によって水道の使用量が減少し，平常時の生活用水は十分」

であって，利水の必要性もないとして，本件事業の中止を陳情するなどし

た。（甲8）

ウ原告植村らは，その後も本件事業について中止の陳情を行うなどし，同

年12月，蒲島知事が本件再評価監視委員会意見を踏まえて本件事業の継

続を決定したことに対しても抗議するなどした。（甲12，49～57）

(6)本件再評価及び本件費用対効果分析

本件再評価（平成20年度）に関し，県土木部河川課（当時）勤務の坂本

真一（以下「坂本」という。）は，本件再評価個表等の資料作成に関与し，

本件費用対効果分析を行った。本件事業の目的は，①洪水調節，②流水の正

常な機能の維持及び③水道用水の確保であったところ（前提事実(5)第3章第

1節第1項，同(6)ア），本件費用対効果分析（治水事業としての経済性評価）

においては，上記③の水道水源としての機能に係る部分を除外し，河川管理

に関する事項（上記①及び②）に限定して評価が行われた（上記③の水道用

水の水源としての経済性評価は，別途，天草市において行われた。）。（甲

20，乙72，丙21，22，証人坂本）

坂本は，本件マニュアルに従って，以下の手順により，本件費用対効果分

析を行い，同分析結果は，本件費用対効果分析報告書においてまとめられた。

9月24日降雨を引き伸ばして作成された計画降雨により定まるハイドロ

グラフとし，基本高水のピーク流量は基準地点（大河内橋）において14

0㎡/s.路木橋地点で180㎡/sに設定された。

ウ基本高水の河道及び洪水調節施設への配分

基本高水の配分については,①全て河道改修で対応する河道単独改修案，

②河道改修及びダムによる洪水調節で対応する河道・ダム分担案（異なる

分担比率による3案）の4案について，経済性等を含めて検討された。そ

の結果，上記②河道・ダム分担案のうち，基準地点の計画高水位を60㎡

/sとするものが最も効果的であったことから，この分担案をもって，基本

高水の河道及び洪水調節施設への配分方法とされた。

上記に関しては，本件費用対効果分析とほぼ同様の想定の下に，治水経

済調査要綱（前提事実(8)）に基づき費用対効果分析が行われた。

工計画高水流量の決定

上記ウの流量配分により，洪水調節計画においては，①ダム地点におけ

る計画高水流量130㎡/sのうち自然調節により94㎡/sを調節し,36

mVsを放流し，②基準地点において，基本高水ピーク流量140㎡/sをダ

ムによる洪水調節により計画高水流量60㎡/sまで低減させ,③路木橋地

点では180㎡/sを計画高水流量100㎡/sに低減させることとされた。

オ正常流量の決定

所定の計算を経て，本件基本方針第2章第4節（前提事実(4)）のとおり

設定された。

力河川整備計画の作成

上記アないしオのとおり，本件基本方針では，1／30洪水に対処するた

め，基本高水や計画高水流量が定められたが，本件整備計画においては，

財政的な制約や他の河川の整備状況とのバランス等を考慮し，計画規模の

洪水に対し，「沿川全区間ではなく下流宅地の家屋浸水を防止すること」
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1 1

存価値（評価対象期間終了時点における治水施設の残存価値）の総和とな

り，以下のウないしオのとおり，本件総便益は84億9900万円となる

（本件総費用総便益一覧表（別紙14）「総便益」欄参照）。

ウ①被害防止便益（算定手順は以下のとおり。）45億7310万円

け）対象氾濫原の特徴分析

路木川沿川の地形や現況流下能力等から，本件想定氾濫区域図（別紙

11）のとおり，氾濫ブロック①ないし同⑤を設定した。なお，左右岸

各地点における無害流量及び最大流下能力は，本件流下能力一覧表（別

紙12の1）のとおりである。

そして，本件堤防高については，後記(7)イけ)のとおり,TP+4.00

mとした上で，本件評価高については，上記4．0Omから余裕高(0.

6m)を控除して,TP+3.4mと設定した。

け）氾濫シミュレーション

計画規模1／30に照らし，確率規模別降雨（生起確率1／2，1／5，

1／10，1／20及び1/30の5ケースの降雨）による洪水による氾濫

シミュレーションを行った。

浸水深の想定に当たっては，本件想定氾濫浸水深表（別紙13の1）

「地盤高」欄記載のとおり，各氾濫ブロックについて，当該ブロックの

地盤高を代表する数値を定め，浸水深を想定した。例えば，氾濫ブロッ

ク①については，本件代表地盤高図（別紙13の2）のとおり，本件各

区域(1.4m区域,1.8m区域及び0.3区域）に分けた上で，浸

水深を想定した（各家屋の地盤高について実測していない。）。（乙3

2，82，83，86～88，93）

その結果，流量規模・氾濫ブロックごとの浸水深は，本件想定氾濫浸

水深表（別紙13の1）記載のとおりとなった。

（例被害額の算定

（甲20，乙32，72，証人坂本）

ア総費用の算定78億9540万円

本件事業の総費用（以下，本件費用対効果分析における総費用を「本件

総費用」ともいう。）は，①総建設費及び②維持管理費の総和となり，以

下のけ)及びげ)のとおり合計78億9540万円となる（本件総費用総便益

一覧表（別紙14）「総費用」欄参照）。

tｱ）総建設費75億4220万円

本件事業に係る総事業費は90億円であるところ，本件事業目的のう

ち，①洪水調節及び②流水の正常な機能の維持について路木ダムと同様

の効果を有し，③水道用水の確保の効果を有しないダムの建設費用80

億円を総建設費とした。（乙65）

上記総建設費を，平成4年度から平成20年度までは各年度の実予算

額に，平成21年度から平成25年度までは，計画予算額に応じて各年

度に割り振り，社会的割引率及びデフレーターを用いて現在価値化を行

うと，建設費合計（総建設費）は，本件総費用総便益一覧表（別紙14）

「河川身替ダム事業費」欄記載のとおり，75億4220万円となる。

（ｲ）維持管理費3億5310万円

路木ダム類似のダムの維持管理費（年平均額のダム建設費に占める割

合0．25％）を参考とし，上記け)の総建設費80億円に0．25％を

乗じた2000万円を1年の維持管理費とした。そして，路木ダム供用

開始予定の平成26年度から評価対象期間の最終年度である平成75年

度まで同額とし，これを現在価値化すると，本件総費用総便益一覧表（別

紙14）「維持管理費」欄記載のとおり，合計3億5310万円となる。

イ総便益の算定84億9900万円

本件事業に係る総便益は，①洪水調節（氾濫防止）に係る便益（被害防

止便益），②流水の正常な機能の維持（不特定容量）に係る便益及び③残
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1 1

被害額の算定には，各氾濫ブロックにおける資産等の評価が必要とな

るところ，家屋棟数等については，現地調査や本件原図等を用いて評価

した。例えば，氾濫ブロック①における家屋棟数は，本件原図を用いて，

90棟と算定した（本件代表地盤高図（別紙13の2）参照）。（乙3

2，86，87）

また，資産の基礎数量等については，所定の資料を用いて算定し，被

害率等については概ね本件マニュアルの数値を採用した。

上記による資産額等と上記㈹による流量規模・氾濫ブロックごとの浸

水深を基に，本件マニュアルの被害率を用いて，被害額を算定したとこ

ろ，別紙19（確率別資産額・被害額一覧表）のとおりとなった。なお，

上記一覧表の被害は，直接被害のうち農作物（水田）に係る被害額の一

部を除き,全て氾濫ブロック①に係る被害である(前提事実(9)ク(ｱ)参照)。

t工）年平均被害軽減期待額の算定

別紙20（年平均被害軽減期待額算定表）のとおり，流量規模（上記

（ｲ)の5ケース）ごとの被害額について，ダム建設前（事業を実施しない

場合）の被害額からダム建設後（事業を実施した場合）の被害額を差し

引いたもの（被害軽減額）が，流量規模に応じた想定被害額となる。そ

して，同額の区間平均被害額に，各生起確率を乗じ，累計したものが年

平均被害軽減期待額となる（本件総費用総便益一覧表（別紙14）「年

平均被害軽減期待額」欄記載参照）。

なお，「区間平均被害額」とは，隣接する流量規模に係る被害軽減額

の平均であり，例えば，（1．1＋1，199．9）／2＝600．5

のとおり算定される（ただし，上記表（別紙20）「区間平均被害額」

欄では，小数点以下は全て「0」と表記されている。）。

㈱氾濫防止便益の総額

上記tに)の各期待額を現在価値化して累計すると，本件総費用総便益一

覧表（別紙14）記載のとおり，45億7310万円となり，これが氾

濫防止便益の総額となる。

エ②不特定容量に係る便益37億7530万円

け）路木川では，自然のままでは正常流量の確保が困難であるところ，本

件整備計画では，1／10渇水において正常流量を確保することとされて

おり（前提事実(5)第3章第1節第1項），そのため路木ダムに不特定容

量（正常流量を確保するために貯留施設に設ける貯留容量）として最大

32万㎡を確保することとされている（同(6)ア㈹）。（乙7，36）

（ｲ）不特定容量に係る便益は，同等の効用を有する施設として渇水時に不

特定容量を貯留できるダム（以下「不特定身替りダム」という。）を設

置，維持する場合の必要費用を推定し，同費用額を便益とすることとし

た。

（ｳ）不特定身替りダム建設費は総額39億円となる。そして，同建設費を

基に，平成26年度以降の維持管理費及び残存価値をそれぞれ算定し，

総費用を推定すると，本件総費用総便益一覧表（別紙14）「不特定ダ

ム便益」桶記載のとおり，37億7530万円となった。（乙65）

オ③残存価値1億5050万円

本件総費用総便益一覧表「施設残存価値」欄記載のとおりとなった。

力費用便益比

上記ア及びイにより，費用便益比は1．08となった。

(7)本件破堤想定の過程等に関する被告主張等

県は，本件費用対効果分析において,1/10,1/20及び1/30の規

模の各洪水の流量（140㎡/s,160㎡/s及び180㎡/s)によって，本

件想定破堤地点において破堤が発生するとの想定（本件破堤想定）をしたと

ころ（前提事実(9)エ(ｲ)），その想定の過程等に関する被告主張並びに関係者

の証言及び陳述内容は，以下のとおりである。
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県において，護岸工構造図（乙42の2）から，護岸高を4.25m

と認定し，同護岸高から堤防断面に含めない舗装厚（市道改良工事によ

って施されたもの)0.25mを差し引いて，本件堤防高をTP+4．0

mとした。（証人坂本）。

け）本件余裕高控除高の算定

本件兼用堤防については，計画高水位が定められておらず，完成堤防

（前提事実(KM)とはいえないものの，本件想定破堤地点の堤防天端幅

（本件市道幅）が所定の幅以上確保されていることから，スライドダウ

ンによる補正量は0となり，堤防天端高から余裕高を引いた高さが本件

余裕高控除高となる（被告準備書面31．36～37頁）。

したがって，上記け)によるTP+4.Omから余裕高0.6m(前提事

実(9)エ㈹参照）を引いて,TP4-3.4mと算定した。

ウ本件堤内地盤高の認定の過程

本件破堤形状について，本件マニュアル及び本件国交省回答に従って，

上記アのとおり，「破堤幅の区間の堤防に隣接する堤内の土地に洪水流が

流れ込むこと」を想定し，①被告主張地点を含む路木集落の土地（本件ブ

ロック積堤防隣接地）が「破堤幅の区間の堤防」（本件市道）に隣接して

いること，②同隣接地が本件ブロック積堤防によって「守られた土地」で

あることから，同土地を本件市道に隣接する「堤内の土地」（以下「堤内

地」ともいう。）と判断し，同地点の標高TP+2.4mを堤内地盤高とし

た（被告準備書面32．4頁，乙92，証人上妻，同持田）。

工無害流量の算出過程

け）本件評価高の算定方法

路木川下流部には，高水敷がないことから（前提事実(2)ウ㈲），「破

堤敷高＝堤内地盤高」となる（同(8)イ㈱）。したがって，本件評価高（無

害水位）は，本件余裕高控除高と本件堤内地盤高のいずれか高い方とな

ア本件破堤の形状に係る想定

本件破堤の形状については，本件マニュアルに従って，本件破堤による

破堤'幅を約7Omと算定した上,(ｱ)洪水流の流向は，路木橋橋台背面を通

り路木集落方向に限定されることが想定され（橋台背面による流向限定想

定。被告準備書面31．29頁等），また，け)路木川は本件想定破堤地点

「では，河川が大きく左にカーブしており，想定破堤点（右岸）はカーブ

の外側に位置するため，洪水流（最高水位高3.914m)は，流れの勢

いに応じて路木集落へ流れ込む」と想定される（河川形状による流向想定。

乙92）として，本件想定破堤形状図（別紙18）のとおり，本件想定破

堤地点付近から，下流に約70m,すなわち，「堤防と同等の機能」を有

し，「一連の形状である市道が連続して」（本件兼用堤防部分ではない部

分をも含めて）破壊されることとなり，氾濫流は「約40m破堤した時点

で路木集落に流入しはじめ，路木橋直下流の家屋付近に到達する」ものと

想定した（被告準備書面26．16～17頁，同31．28～29，38

頁。上記家屋付近は，本件想定氾濫形状図上「2．4」と表示されている。）。

なお，上記(7)(橋台背面による流向限定想定）については，「一般的に

人工の護岸はブロック積等で法覆工がなされているがその背面は土砂によ

って埋め戻され，橋台背面も同様の埋め戻しが行われ」ており，「ブロッ

ク積等が洗掘等を受けてその一部が破壊された場合，その部分から水が浸

入すると，埋め戻した土砂が水分を含み弱体化し流動しやすくなり護岸等

が破壊されることが多い」ところ，路木橋右岸橋台背面においても，本件．

移設工事の際，本件埋戻し（前提事実(2)ウ(ｳ)）が行われており，本件破堤

の場合にも，「氾濫流の流向については橋台背面を通り路木集落方向に限

定するものと想定」した（被告準備書面32．3～4頁）。

イ本件余裕高控除高の算定の過程

tｱ）本件堤防高の認定
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告書等のみであった。（乙2，7，80，証人持田）

本件確認作業の内容及びその結果（本件確認作業報告書等の記載内容）の

概要は，以下のとおりである。（乙2，7，80，証人持田）

ア治水の必要性

治水対策の必要性の確認に関して,cr)路木川の流下能力，㈹降雨の状況，

（ｳ)過去の浸水被害を確認し,w治水対策の比較検討，㈱共同施行のメリッ

ト，（力)費用対便益の検討等が行われ，結果概要は以下のとおりであった。

tｱ）路木川の流下能力

路木川では，総延長3.2km(河口からダムサイト）のうち,1/

30洪水を安全に流せない区間が約1.6km(総延長の約5割),さ

らに,1/10洪水を安全に流せない区間が約1.3km(総延長の約4

割）となり，「何らかの治水上の対策が必要」であると確認された。

け）降雨の状況

路木川近傍の牛深及び河浦の降雨を確認した結果，路木川近傍におい

ても，計画規模（1／30降雨）に近い降雨が過去に数回発生しているこ

とが推測された。

㈲過去の浸水被害

本件陳情書等に記載されている浸水被害については，本件天草市調査

の結果により，浸水被害発生の事実が確認された。

㈲治水対策の比較検討

治水対策としては，①「多目的ダム（治水分）＋一部河川改修」，②

「河川改修」，③「遊水池十河川改修」，④「治水単独ダム＋一部河川

改修」の4案について費用の比較検討を行った結果，上記①の多目的ダ

ム（現計画）を共同で進める場合が「最も安価」となった。

㈱共同施行のメリット

治水及び利水の共同施行により更なるコスト軽減が期待できることが

る（同(9)エけ)）。

㈹無害流量の算出

上記イけ)及びウによれば，「本件余裕高控除高＞本件堤内地盤高」で

あるから，本件余裕高控除高TP+3.4mを本件評価高（無害水位）と

し，所定の計算により，無害流量を115㎡/sと算出した。

オ本件破堤想定

上記ェ及び本件流下能力一覧表（別紙12の1）によれば，氾濫ブロッ

ク①に係るブロック無害流量は115㎡/sであることから，同流量を超え

る流量（1／10洪水による流量140㎡/s,1/20洪水による流量16

0㎡/s及び1/30洪水による流量180㎡/s)によって破堤すると想定

した。

なお，測点「NO.1」より下流域においては，河口付近であり河川断

面が広く，上記無害流量115㎡/sよりも「流下能力が十分あるため，想

定破堤地点として対象とならないことが明らか｣．であると判断した（乙9

4）。

(8)本件確認作業及びその結果

本件確認作業は，蒲島知事の指示により，平成21年4月ないし同年6月，

県庁内の関係各課（11課）によって，利水面につき天草市の協力を得た上

で行われ，その結果は，同月，土木部河川課河川開発室（当時）勤務の持田

浩（以下「持田」という。）らによって，本件確認作業報告書等としてまと

められた。持田は，同月2日，蒲島知事に対し，本件確認作業報告書等に基

づき，治水の必要‘性及び利水の必要性，財政面からの検討並びに環境に与え

る影響について説明を行った。そうしたところ，同知事は，本件確認作業報

告書等について了承し，本件事業について4つの観点（前提事実他)ア）から

確認を行った結果，現計画が妥当であると判断し，本件事業の継続を決定し

た。なお，上記説明の際，持田が同知事に交付した資料は，本件確認作業報
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地区・河浦地区区長会から提出された要望書には，1万2345名（対

象人口の約2／3）の署名があった。

また，主要産業の水産加工業においても，水産フィレ加工業の成長等

に伴い新たな水源の確保を望む声が高まっていることが確認された。

㈲利水手法の比較検討（費用比較等）

水源の確保について，砂防ダムからの取水等の9案について可能性の

検討を行った。その結果，まず5案（①八久保ダムからの取水，②一町

田川からの取水，③浅井戸（既存）からの取水，④既存ダム（第2ヤイ

ラギダム）の嵩上げ，⑤深井戸（新規）からの取水）については，水利

権や水量・水質面から安定水源にはならないとの結論となった。

そこで，残り4案（⑥利水単独ダムからの取水，⑦海水淡水化，⑧八

代からの送水，⑨水俣からの送水）について費用比較を行ったところ，

上記⑥（利水単独ダム）が最も安価となった。

ウ財政面からの検討

財政面については，㈲平成21年6月時点でダムによらない治水対策へ

転換する場合の課題，（ｲ)現計画の残事業費と治水代替案（治水対策を行わ

ない場合を含む。）の費用比較について検討が行われ，結果概要は以下の

とおりであった。

㈱ダムによらない治水対策へ転換する場合の課題

上記課題としては，①治水事業としてのダム建設を中止した場合，平

成20年度までに執行した治水分の事業費約31億円のうち，国費相当

分（1／2）の約15億4800万円の補助金返納が発生すること（以

下「本件補助金返納」という。），②天草市が水道事業を単独で行うこ

ととなり，同市の負担が増大（約26億円）すること（以下「本件負担

増」という。）が確認された。

（ｲ）現計画の残事業費と治水代替案の費用比較

確認された。すなわち，治水対策上は，治水単独ダム（及び一部河川改

修）によれば費用は64億1000万円となるが，共同施行による多目

的ダムによれば49億4200万円となり，14億6800万円のコス

ト軽減となること，また，水道事業についても，利水単独ダムによれば

費用は52億円となるが，共同施行による多目的ダムでは15億480

0万円となり，36億5200万円のコスト軽減となることが確認され

た。

（力）費用対便益(B/C)の検討

「事業の実施において，費用(C)に見合う便益(B)があること」

（費用便益比(B/C)1.0以上）が必要であるところ，本件マニュ

アルによる算定結果は1.08(1.0以上）であった。

イ利水の必要'性

天草市から資料等の提供を受け，け)牛深地区及び一町田地区の水事情，

（ｲ)住民の思いと新たな水需要，（ｳ)利水手法の比較検討（費用比較等）につ

いて検討が行われ，結果概要は以下のとおりであった。

（刀牛深地区及び一町田地区の水事情

天草市提供の資料により，牛深地区では，第2ヤイラギダム嵩上げ完

成後の昭和60年以降も，夜間断水等173日の給水制限が実施されて

いたことが確認され，また，一町田地区については，簡易水道の水源が

浅井戸2か所で，水源としては非常に不安定であること，また，簡易水

道の計画給水域内人口3116人中609人が水道未普及地区に居住し

ており，水源水質の悪化や維持管理等の課題を抱えていることが確認さ

れ，水道整備が急務であることが確認された。

（ｲ）住民の思いと新たな水需要

地元住民からの新たな水需要を求める要望書は，平成20年9月から

平成21年6月までの間，合計13回提出されており，同年1月，牛深
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ア本件再評価の際，県が再評価監視委員会における「説明の中で，路木川

ではない写真を使用するという過ちを犯し」たこと（前提事実(7)イ）につ

いて，お詫びしたいと思う。

イ本件整備計画における昭和57年7月豪雨による「約100棟の床上浸

水」被害の記載（前提事実(5)第1章）については，「公文書の保存年限を

超えたため，当時の資料が失われ，具体的な浸水被害の規模，地域を特定

することができ」ないものの，本件天草市調査（前記(3)エ）は，「路木地

区で何軒とは正確に確認できな.いものの，浸水被害があったことは確認で

きたと結論づけ」ており，「したがって，何らかの洪水被害があり，それ

をきっかけにダム建設計画が作られたことは確かであった」と思う。

しかし，本件天草市調査報告書の「公表後も，県民は十分には納得して

いないと感じ」ており，再評価監視委員会からも「今後とも十分な説明を

行い，事業への理解を深めるように」との意見があったことから（前提事

実(7)工），自ら，本件事業の内容を再確認し，説明する必要があると考え

た。そこで，副知事に対し，費用対効果分析及び代替策との比較等の確認

作業（本件確認作業）を指示した。その結果は以下のウないしキのとおり

である。

ウ利水について，「牛深・河浦地区は，河川の水や地下水等による水資源

の開発がとても困難で，渇水の被害を最も受けやすい地域」であり，「牛

深地区は，・・・慢性的な水不足に悩み，その解消は地域住民の長年にわ

たる願い」である。本件確認作業（前記(8)）において「天草市と連携し，

改めて現在の水道事業計画について確認」したところ，需要量は，今後の

人口減少等も見込んで，適切に計画されている。

また，供給量については，「平成5年当時は，既存の水源を最大活用す

る計画」であったが，「その後，平成6，7年の大渇水などを経験し，水

源の能力について改めて検証が行われ・・・その上で，計画の変更」がさ

治水代替案（①河川改修，②遊水池設置及び河川改修並びに③治水対

策の不実施）について費用比較を行った結果，上記各代替案では，県の

実負担額の総額が，現計画の実施より約4億4900万円ないし約9億

円多くなり，加えて，本件補助金返納が発生すること，また，天草市に

ついては，本件負担増（約26億円）となることが確認された。

工環境への影響

環境への影響については，例環境調査（ダム湖内の富栄養化や放流水が

下流へ与える影響），け)更なる環境影響低減に向けた取組（熊本県公共事

業等環境配慮システム）について検討が行われ，結果概要は以下のとおり

であった。

tｱ）環境調査

平成4年度から実施の動植物や水生生物の現地調査，河川や海域の水

質調査及びダム湖の水質（富栄養化）や動植物等についての環境予測に

ついて確認した結果，路木「ダムが羊角湾に与える影響は小さい」と考

えられるとの結論となった。

け）更なる環境影響低減へ向けた取組

熊本県公共事業等環境配慮システムにより多面的な検討を実施し，そ

の結果を踏まえ，モニタリング調査や保全策を適切に講じていくことと

された。

(9)蒲島知事の熊本県議会（平成21年6月定例会）における説明

蒲島知事は，平成21年6月3日，本件確認作業報告書等とともに，「路

木ダムについての知事発言要旨」（以下「本件発言要旨」という。）を公表

し，同月10日及び同月17日，熊本県議会（同月定例会）において，路木

ダム事業について上記発言要旨に基づき説明した。本件発言要旨の骨子は下

記のとおりである。（甲95，96，150，乙80，証人持田）

記
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キ最後に，今回の問題で，行政というものの「過去からの継続性と，それ

を現在という時間軸で，立ち止まって検証することとのバランスが，いか

に難しいかを痛感」した。過去の決定事項の継続が「行政の安定性」を保

つ一方，「事業そのものが時代に合わなくなること」があることから，継

続中の事業を「常に現時点の目でチェックし判断すること」が必要であり，

その判断は，行政のトップであり，県民の代表である知事が「責任を一身

に背負って果たすべきもの」であって，「判断基準は県民の総幸福量の最

大化である」べきである。

「天草地域には，長年にわたって渇水に怯え，苦しんできた歴史があり

・・・ひとたび深刻な渇水状況が起きれば，・・・さらなる渇水に陥るこ

とが予想され」る。「私は，そのような形で，住民の皆様が苦しむのを見

たくは」なく，本件事業の継続によって，「水が安定的に手に入るという

安心感を住民の皆様に実感してもらうこと，それが行政の役割であり，そ

のことで，県民の総幸福量が大きく増大するものと確信」している。

(10)河浦町の河川に係る「浸水想定区域」の指定・公表

ア河川管理者（都道府県知事）は，水位情報周知河川等について，浸水想

定区域を指定し，同区域図を作成して，同区域及び想定される浸水深を公

表することが義務付けられているところ（関係法令等の定め(8)ア，ウ），

県知事は，平成22年3月までに，河浦町を流れる河川のうち，一町田川

及び今富川等について水位情報周知河川等に指定し，浸水想定区域の指定

を行い，浸水想定区域図を作成し，公表した。しかしながら，路木川につ

いて，県知事が水位情報周知河川等に指定し，浸水想定区域の指定をした

ことはなく，浸水想定区域図も作成されていない。（甲17，67）

イ天草市は，平成22年3月，「大雨による河川の氾濫や土砂災害・・・

が発生した場合に，浸水が予想される区域や浸水の深さ，土砂災害危険箇

所を色分けした地図に，身近な避難場所などを併せて表示し，市民の皆さ

れているが，今回，「変更の合理性」について確認した。

さらに，「可能'性のある9種類の水源」について改めて検討を行ったと

ころ，5種類の水源は「安定水源」にはならないことが分かり，残る4種

類の水源についてコストの比較分析を行ったところ，利水単独「ダムが最

も有利」となった。加えて，ダム以外の水源は，水利権の取得等厳しい課

題がある。

エ治水の観点では，「洪水から地域を守るために何らかの対策が必要」と

考えている。このため，「現計画と同等の治水安全度を確保するために，

河川の掘削や拡幅の他，遊水地など4つの工法について検討」した結果，

多目的ダムの共同事業が「最も安価」であることを確認した。なお，本件

事業は総事業費90億円で計画されているところ，現段階で執行済みの額

は約37億円であり，「検証の結果，残り約53億円で事業を完成させる

ことができ・・・，熊本県が実際に負担するのは約11億円であることを

確認」した。

オ財政の観点では，検証の結果，「現時点でダムによらない治水対策」へ

転換する場合，①「補助金の返納の問題」及び②「天草市の負担の問題」

が生ずることが判明した。上記①については，従前の県が執行した事業費

約31億円のうち，国費相当分15億5000万円の補助金を返納しなけ

ればならなくなるが，これは，本件事業継続による県の実負担額約11億

円よりも大きい。また，上記②については，天草市が「水道事業としてダ

ム建設」を行う場合は，同市負担額は約26億円増大し，同市において重

い課題となる。

力環境の観点では，「平成5年の事業着手以来，さまざまな環境調査・予

測を行って」おり，「羊角湾に与える影響は比較的小さい」と考えている。

「熊本県公共事業等環境配慮システム」による多面的な検討を踏まえ，今

後ともモニタリング調査や保全策を講じていく。
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イ 1

本件事業に係る路木ダム本体工事については，平成22年8月から基礎掘

削に着手し，平成25年4月，ダム本体コンクリートの打設を完了した。同

年10月からは，ダムの安全等の確認を行うため試験湛水が開始され，平成

26年3月に試験湛水が終了し，同年度から供用が開始される予定となって

いる。

3争点(1).(本件公金の支出に係る住民監査請求の有無）について

(1)被告は，本件各変更により追加された請求に係る財務会計上の行為につい

ては，本件監査請求（前提事実(14)ア）の対象ではなかったことから，住民監

査請求を経ていない旨主張する。

(2)アそこで検討するに，原告らは，本件事業が違法，不当であるとして，平

成21年5月19日，監査委員において，県知事に対し，m本件事業に関

して平成20年6月6日から平成21年4月10日までに支出した額の返

還及び㈹平成21年度における本件事業に係る事業費の支出の差止めを勧

告するよう求める住民監査請求(本件監査請求）を行った（前提事実(14)ア）。

そして，同請求において原告らの指摘した違法事由は，本件整備計画等の

記載内容に関わるものであり，監査委員による「判断」の対象も，平成2

0年度の支出等に限定されたものではなかった（甲13）。

また，本件事業に係る平成22年度以降の公金の支出は，平成21年度

までの支出を前提として後続することが必然的に予測されるものであり，

本件監査請求が認められ，上記勧告等の必要な措置が講じられていたとす

れば，本件事業について，平成21年度のみならず，翌年度以降の支出も

行われなかったものと認められる。

そうすると，本件監査請求は，請求対象を上記㈱及び(ｲ)に限定し，本件

公金の支出（前提事実(13)）のうち平成22年度以降のものを殊更除外する

趣旨であったとは解されず，同年度以降の公金の支出をも監査の対象とす

る趣旨であったと解するのが相当である。

んの避難に役立てていただくように作成したもの」として，上記アの浸水

想定区域図等に基づいて，「天草市防災マップ河浦町版」と題する資料

（以下「本件防災マップ」という。）を作成，公表した（水防法15条4

項，施行規則4条）。（甲17）

本件防災マップにおいては，上記アの浸水想定区域図に基づいて，一町

田川及び今富川等の各流域について「浸水想定区域」及び「浸水の深さ」

が表示され，公表されている。しかしながら，路木川流域については，浸

水想定区域等の表示はなく，「路木川は，路木ダム(H26.3完成予定）

により，概ね30年に1度発生する洪水被害を軽減します。」との記載が

されているにとどまる。（甲17）

(11)本件事業に係る総事業費

ア本件事業に関しては，平成20年度までに，合計約37億3900万円

が支出され，うち県の負担額は15億4800万円であった。また，平成

21年度ないし同25年度（ただし，同年10月31日まで），本件支出

額等一覧表（別紙16）記載のとおり，合計43億6731万3768円

が支出されており，うち県の負担額は18億3998万0411円であっ

た（本件1)公金支出）。（乙7

イそして，平成25年10月31日以降，15億4510万6232円の

支出が予定されており，うち県の負担額は6億4253万6589円であ

る（本件(2)公金支出）。

ウ上記ア及びイによれば，本件事業に係る総事業費は，約96億5142

万円となる見込みであり，うち県の負担額は40億3051万7000円

に上る（なお，前記(8)ウ、のとおり，本件補助金返納額は約15億480

0万円であったのに対し，県の負担額は，平成22年度以降のみでも23

億6641万6040円となる。）。

02）本件事業の進捗状況
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イ上記に照らすと，本件監査請求は，本件公金の支出について，平成22

年度以降のものをも含めて監査の対象とするものであったというべきであ

るから，本件各変更により追加された請求に係る財務会計上の行為につい

ても，本件監査請求に係る財務会計上の行為に含まれていたものと認める

のが相当である。

（3）前記(2)によれば，本件各変更により追加された請求についても，住民監査

請求を前置したものといえる。

なお，本件訴え提起時の請求と本件各変更により追加された請求との関係

等に照らし，本件各変更により追加された請求についても，出訴期間の遵守

の点について欠けることはないというべきである。

4争点(2)（本件整備計画等の違法'性と本件公金の支出の違法'性との関係）につ

いて

（1）地方自治法242条の2第1項に規定する住民訴訟は，普通地方公共団体

の執行機関又は職員による同法242条1項所定の財務会計上の違法な行為

又は怠る事実の予防又は是正を裁判所に請求する権能を住民に与え，もって

地方財務行政の適正な運営を確保することを目的とするものである。このよ

うな住民訴訟の目的に鑑みれば，普通地方公共団体の住民が同法242条の

2第1項1号に基づき当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の財務会計

上の行為の差止めを求めることができる場合及び同項4号に基づき当該職員

に対し損害賠償請求をすることを求めることができる場合とは，当該財務会

計上の行為それ自体が財務会計法規上違法と評価される場合に限られるもの

というべきである。

（2）ところで，本件においては，本件整備計画等を前提として，本件事業に係

る支出負担行為及び支出命令という財務会計上の行為がされているところ，

上記財務会計上の行為について本来的権限を有するのは，路木川の河川管理

者として本件整備計画等を定め,又は変更する権限を有する県知事である(関

，係法令等の定め(2)及び同(3)，前提事実(iW)。このように，財務会計上の行

為に先行する原因行為について権限を有する者と財務会計上の行為について

権限を有する者が同一である場合には，当該権限者は，違法な原因行為を自

ら是正する権限を有しているのであるから，違法な原因行為をそのままにし

て財務会計上の行為をすべきではないという義務（専決者等による同行為を

阻止すべき指揮監督上の義務を含む。）を負っており，この権限を行使せず

にそのまま財務会計上の行為を行えば，上記義務に反するものと解される。

そうすると，本件整備計画等が違法である場合には，県知事において，同

計画等を変更し，本件事業を変更又は中止するなどしてこれを是正せずに，

本件公金の支出（同(13)）を行うことは，財務会計法規（地方自治法2条14

項，地方財政法4条1項）上の義務に違反する違法な財務会計上の行為とい

うべきである。

（3）前記(2)のとおりであるから，本件整備計画等が違法であるとすれば，県知

事が本件公金の支出（前提事実(13)）を行うことも財務会計法規上の義務（是

正義務）に違反するものとして違法となると解するのが相当である（なお，

前記(2)のとおり，被告は，本件事業に係る財務会計上の行為について本来的

権限を有することから，本件各請求のいずれについても，専決させた者又は

委任者としても被告適格を有すると解される。）。

5本件整備計画等の違法性判断の枠組みについて

争点(3)（本件整備計画等の違法性の有無）について検討するに当たり，まず，

本件整備計画等の違法性判断の枠組みについて検討する。

（1）河川法16条2項において，河川整備基本方針は，「水害発生の状況，水

資源の利用の現況及び開発並びに河川環境の状況」を考慮し，かつ，国土総

合開発計画との調整を図って，政令で定めるところにより，水系ごとに，そ

の水系に係る河川の総合的管理が確保できるように定めなければならないと

され（関係法令等の定め(2)イ），同法16条の2第2項では，河川整備計画
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辺 1

に委ねられているというべきであって，裁判所が整備計画等の内容の適否を

審査するに当たっては，整備計画等の作成が河川管理者による裁量権の行使

としてされたことを前提として，け)その基礎とされた重要な事実に誤認があ

ること等により重要な事実の基礎を欠くこととなる場合，又は，何)事実に対

する評価が明らかに合理性を欠くこと，判断の過程において考慮すべき事情

を考慮しないこと等によりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠く

ものと認められる場合に限り，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したも

のとして違法となるものと解するのが相当である。

（3）以下，後記6ないし8において，順に，争点(3)ア例(治水の必要性の有無），

同(3)ア㈹（利水の必要性の有無），同(3)イ（生物多様性条約違反の有無）に

ついて検討し，その検討結果を踏まえて，後記9において，本件整備計画等

の作成について，前記(2)の裁量権の逸脱又は濫用があり，違法であるか否か

について検討することとする。

6争点(3)ア同（治水の必要性の有無）について

(1)整備計画等における過去の洪水被害状況の意義

ア基本方針は，「水害発生の状況，水資源の利用の現況及び開発並びに河

川環境の状況を考慮し・・・定められなければならない」とされ（河川法

16条2項，関係法令等の定め(2)イ），また，整備計画等の作成準則とし

て，「洪水・・・等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項」につ

いては，け）「過去の主要な洪水・・・等及びこれらによる災害の発生の状

況」並びにげ）「災害の発生を防止すべき地域の気象，地形，地質，開発の

状況等を総合的に考慮」した上で「作成しなければならない」とされてい

る（施行令10条1号，同(5)アW)。

このように，上記各条項では，「水害発生の状況」並びに「過去の主要

な洪水」及び同洪水による「災害の発生の状況」（以下「過去の洪水被害

状況」という。）が，いずれも第1の考慮要素として挙げられている。

は，基本方針に即し，当該河川の総合的な管理が確保できるように定められ

なければならず，河川管理者は，「降雨量，地形，地質その他の事情により

しばしば洪水による災害が発生している区域につき，災害の発生を防止し，

又は災害を軽減するために必要な措置を識ずるように特に配慮しなければな

らない」とされている（同(3)イ）。

そして，施行令10条の2及び10条の3では，基本方針策定事項及び整

備計画策定事項（以下，併せて「整備計画等策定事項」という。）が定めら

れ（同(2)ウ，同(3)ウ），施行令10条（作成準則）では，整備計画等につい

て,(r)洪水等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項については，「過

去の主要な洪水，高潮等及びこれらによる災害の発生の状況並びに災害の発

生を防止すべき地域の気象，地形，地質，開発の状況等を総合的に考慮」し

た上で，また，（ｲ)河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事

項並びに(ｳ)河川環境の整備と保全に関する事項についても，それぞれ同条2

号及び3号に列挙された要素「等を総合的に考慮」した上で「作成しなけれ

ばならない」とされている（同(5)ア）。

加えて，基本方針の策定又は変更の際，河川審議会が置かれている場合に

は，同審議会の意見を聴取することとされ（同(2)エ），整備計画案の作成又

は変更の際には，必要があると認めるときは，学識経験者の意見を聴取し，

関係住民の意見を反映させる措置を講じなければならないとされている（同

(3)エ）。

(2)前記(1)の河川法及び施行令の定めによれば，整備計画等の作成（整備計画

等策定事項の決定）に当たっては，本件考慮要素（関係法令等の定め(5)ア）

等を総合的に考慮することが義務づけられているとともに，このような総合

的な考慮に基づいて，政策的，技術的見地から判断を行うことが不可欠であ

ると考えられる。

そうすると，このような判断は，これを決定する河川管理者の広範な裁量
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1 1

載されている（前提事実(4)第2章第1節）。

イまた，本件整備計画では，「戦後最大洪水である昭和57年7月豪雨を

踏まえ，概ね30年に一回発生する規模の洪水に対し，下流宅地の家屋浸

水防止を目標とする。」と記載され（同(5)第2章第3節），路木ダムによ

り上記「規模の洪水を調節し，大河内橋地点の流量を140㎡/sから60

irf/sに低減することにより，下流宅地の家屋浸水を防止する」と記載され

ている（同(5)第3章第1節第1項）。

ウさらに，「路木川流域の概要」として，本件基本方針では，「路木川は，

昭和57年7月等の豪雨による洪水時には河岸の決壊や氾濫が発生してい

る」と記載され（同(4)第1章第1節），また，本件整備計画では，「昭和

57年7月等の豪雨による洪水時には，下流宅地において約100棟の床

上浸水・・・被害等が発生している。そのため，沿川地域の生命・財産を

洪水被害から守る治水計画の立案・実施が急務となっている」と記載され

ている（同(5)第1章）。

エ上記アないしウのとおり，本件整備計画等においては，昭和57年7月

豪雨による洪水被害について度々 言及されており，本件整備計画等の作成，

本件計画規模の決定に当たっても，過去の洪水被害状況（特に，昭和57

年7月豪雨に関するもの)が重要な考慮要素であったことが明らかである。

(3)過去の洪水被害状況（特に，昭和57年7月豪雨に関するもの）

アところで，原告らは，昭和57年7月豪雨による浸水被害の発生（本件

被災事実）はなかった旨主張する。

イそこで検討するに，（ｱ)本件豪雨関係綴りには，昭和57年7月豪雨につ

いて，路木地区以外の地区について「102世帯」の床上浸水があった旨

記載されているものの，路木地区の被災について記載はなかったこと（認

定事実(3)ア），（ｲ)本件広報においても，床上浸水が「102戸」と記載さ

れ，本件ドキュメントにおいて被害発生状況及び復旧状況等について時系

イまた，計画規模（治水安全度）の決定についても,(D「河川の重要度を

重視する」とともに，（ｲ）「既往洪水による被害の実態」，（ｳ）「経済効果等

を総合的に考慮して定めるものとする」とされており（河川砂防技術基準，

関係法令等の定め(6)イ），過去の洪水被害状況が考慮要素の1つとして挙

げられている。そして，既往洪水の検討については，「その洪水の原因と

なった降雨の性質，雨量の時間分布および地域分布，その洪水の水位，流

量等の水理・水文資料，洪水の氾濫の状況および被害の実態等について行

うもの」され（同技術基準），洪水の氾濫の状況及び被害の実態は，事業

の効果や重要度の判定に「重要なものであるから，十分詳細な調査を行う

必要がある」とされている（同(6)ウ）。

ウ上記ア及びイによれば，過去の洪水被害状況は，整備計画等の作成及び

計画規模等の決定に当たって最も重要な考慮要素の1つであり，過去の洪

水被害状況を考慮することなく，整‘備計画等を作成することは，河川法1

6条2項及び施行令10条に違反することになるというべきである。

(2)本件整備計画等における過去の洪水被害状況の位置付け

アまず，本件基本方針では，「路木川は抜本的な改修が実施されておらず

十分な整備状況まで達していないことから，・・・昭和57年7月等の豪

雨による洪水時には，床上浸水等の被害が発生している。従って，沿川地

域を洪水から防御する目的で,洪水調節施設の設置及び河川改修を実施し，

治水安全度の向上を図る。治水安全度は，路木川流域の社会・経済的な重

要度と天草地域における他の河川との計画規模の整合，戦後最大洪水を発

生させた昭和57年7月等の豪雨を踏まえ，概ね30年に1回発生する規

模の洪水から防御することを目標とする。」と記載されている（前提事実

(4)第1章第2節第1項，認定事実(4)ア）。そして，「基本高水のピーク流

量｣については，「戦後最大洪水である昭和57年7月等の豪雨を踏まえ｣，

1／30洪水に対処するために，基準地点において140㎡/sとする旨記
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列で克明に再現されていたところ，本件ドキュメントでは，「今田川，葛

川，白木河内川が氾濫」，「葛川，平野の堤防決壊」等の記載はあったも

のの，路木川堤防の決壊又は同川の氾濫，路木地区の浸水等の被害につい

て全く記載がなかったこと（同(3)イ），（助本件集計資料は，本件被害状況

調べ及び本件被害調査表等に基づいて作成されたものと認められるところ，

同資料によれば，昭和57年7月豪雨及び平成18年豪雨による路木地区

の被害は，全壊及び半壊，床上浸水及び床下浸水並びに一部破損のいずれ

も「0」であったこと（同(3)ウ），㈲都道府県知事は，水災被害の軽減を

図る目的で，水位情報周知河川等について，浸水想定区域を指定し，同区

域図を作成して，同区域及び浸水深を公表することが義務付けられている

ところ（関係法令等の定め(8)ア），県知事は，平成22年3月までに，河

浦町の一町田川等については水位情報周知河川等に指定した上，浸水想定

区域の指定を行い，同区域図を作成，公表したものの，路木川については

水位情報周知河川等に指定しておらず，浸水想定区域の指定及び同区域図

の作成を行っていないこと（認定事実⑩ア）などに照らすと，昭和57年

7月豪雨及び平成18年豪雨の際において，路木川の堤防決壊や路木集落

における家屋の浸水被害は発生しなかったことが優に認められるというべ

きである。

ウこの点について，被告は，路木川の氾濫による浸水被害発生及びその状

況の根拠として，本件陳情書等及び本件天草市調査に言及する。

け）そこで検討するに，まず，本件陳情書等には，「昭和57年7月の集

中豪雨時には，多数の人家が浸水すると共に，国道266号が9時間に

亘り交通止めになるなど，地域社会に深刻な影響を及ぼし」たとの記載

がある（認定事実(2)ア）。

しかしながら，本件陳情書等の作成者本人である旧牛深市長西村は，

平成22年10月ころ，本件記者に対し，路木ダム建設要請について，
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市立又は町立では「とても大きすぎて，やっぱ財政が適わ」ないから，

「県営ダムにしてもらって3分の1負担で」できないかという「知恵」

を働かせて，県に要請した旨発言した（同(2)イ同）。また，上記作成者

である旧河浦町長田代の後任演崎も，本件記者に対し，慣崎の知る限り，

路木川の洪水被害は田畑や道路であって，人家ではなかった旨発言する

とともに，利水目的のみのダムを建設した場合には，「地元の財政負担」

が多くなる旨発言した（同(2)イ(ｲ)）。

上記各発言は，本件記者に対する発言の一部であると認められ，編集

の可能性等から，その信用性及び真意については慎重な吟味を要するも

のの，両名とも，本件陳情書等による「県営ダム」建設の陳情の動機な

いし理由として，まず旧牛深市等の「財政」事情を挙げており，深刻な

浸水被害等には言及していない。そして，上記イの検討結果等に照らし

て，上記各発言は，本件陳情書等における上記記載が，利水目的単独の

ダム建設では旧牛深市等の財政負担が大きくなることから，財政負担軽

減のため，ダム建設を県の事業とするための「知恵」であった旨示唆す

るものと理解することができる。

け）また，本件天草市調査（認定事実(3)工）については，その調査結果の

内容が具体性に欠けるものであることなどから，昭和57年7月豪雨に

よる路木地区の浸水被害の存在を認める根拠とはなり得ず，上記イ(ｱ)な

いし㈲の各事実に照らしても，同調査結果を採用することはできない。

さらに，証人上妻は，他の県職員が，平成12年ころ，上記被害事実を

聞き取り，同職員から聞いた旨証言するところ（同証人証人調書17～

18頁及び38頁），同証言もまた，その内容が暖昧であって，上記に

照らし，到底採用することはできない。

エ付言するに，上記イ㈱（浸水想定区域未指定状況）に関して，被告は，

路木川については「平成25年度にはダム完成が確実であること，ダム完
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成後は一気に治水安全度が向上し，水位情報周知河川の指定要件を満たさ

なくなることから，指定を行っていない。」と主張する（被告準備書面1

3．11頁）。

(ｱ）そこで検討するに，浸水想定区域の指定・公表に係る制度は，河川管

理者に対し，水位情報周知河川等について浸水想定区域の指定を義務付

けることにより，円滑かつ迅速な避難のための措置を講じることを可能

ならしめ，住民の避難の確保を図ることを目的とするものである（関係

法令等の定め(8)ウ）。そして，浸水想定区域とは，計画降雨を対象とし

て「河川の整備状況」に照らして浸水が想定される区域，すなわち，「河

川整備の現状が当該河川の整備計画の水準に達していないために生じる」

氾濫によって浸水が想定される区域を意味する（同上）。

したがって，「将来の」河川整備を前提とすれば浸水が想定されない

としても，「河川整,備の現状」において計画洪水により浸水が想定され

る場合には浸水想定区域の指定をしなくてよいということにはならない

のであり，これは，上記制度の趣旨からしても明らかである。

け）被告の上記主張は，路木川が「現状」では水位情報周知河川の指定要

件（本件計画規模の「洪水により相当な損害を生ずるおそれがある」こ

と。水防法13条2項，関係法令等の定め(8)イ。）を満たしていること

を前提とするものと理解されるところ，そうであるとすれば，県知事に

おいて，何故，直ちに路木川を水位情報周知河川に指定し，浸水想定区

域の指定及び同区域図の作成，公表を行って，水災による被害軽減を図

ろうとしないのか理解し難いといわざるを得ない。

(ｳ）そして，上記、に照らせば，平成17年，水防法の改正により浸水想

定区域の指定・公表制度が拡充された後においても，また，平成20年，

本件再評価時点においても，路木川が水位情報周知河川に指定されてい

ないという事実からは，県において，路木川は，上記各時点の「河川整
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備の現状」を前提としても，水位情報周知河川の指定要件を満たし，浸

水想定区域を指定，公表すべき状況にあるとは認識，判断していなかっ

たものと理解されたとしてもやむを得ないのではないかと考えられる。

オ上記イないしエの検討結果によれば，昭和57年7月豪雨によって，路

木川の堤防決壊や路木集落における家屋の浸水被害は発生しなかったこと

は明らかであるといえる。したがって，本件整備計画等の作成及び本件計

画規模（本件治水安全度）の決定の際，県知事には，最も重要な考慮要素

の1つについて重大な事実誤認があったものというべきである。それどこ

ろか，県知事は，「路木川では昭和57年7月豪雨の際においても堤防の

決壊や路木集落における家屋の浸水被害は発生しなかった」という過去の

洪水被害状況を全く考慮することなく，本件整備計画等を作成したもので

あって，本件整備計画等は，河川法16条2項や施行令10条1号等に違

反して作成されたものといわざるを得ないのである。

以上のとおりであるから，本件整備計画等は，重要な事実の基礎を欠く

ものであり，県知事の裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとし

て違法であるというべきである。

力なお，被告は，整備計画等は「過去に浸水した棟数や被害額を基に事業

計画を策定したものではなく，計画規模の洪水における浸水被害を基礎と

して策定するもの」であるから，過去の洪水被害に係る「被害棟数の正確

な数が把握できないからといってその計画が揺らぐものではない」し，治

水対策の必要性が変わるものではない旨主張する（被告準備書面1．10

頁，同20．2頁）。

しかしながら，前記(1)ウのとおり，計画規模の決定を含め整備計画等の

作成等については，過去の洪水被害状況が最も重要な考慮要素の1つであ

り，同状況を考慮して作成しなければならないことが明らかである。とこ

ろが，本件整備計画等では，「架空の」洪水被害の発生及び被害状況につ
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濫水位TP+3.4m)が発生すると想定されること（本件氾濫想定）。

（ｳ）本件氾濫想定を前提とすると，氾濫ブロック①内の1.4m区域及び

1.8m区域に存在する家屋90棟等について浸水被害が発生すると想

定されること。

そこで，後記(5)及び(6)において，本件破堤想定及び本件氾濫想定の合理

性について順に検討する。

(5)1／30洪水による本件破堤の発生の想定（本件破堤想定）

ア本件破堤想定は，本件想定破堤地点における無害流量が115㎡/sであ

るとの評価による（認定事実(7)オ）。そして，上記無害流量の評価は，本

件堤内地盤高がTP+2.4mであり，本件余裕高控除高TP+3.4m(同

相当流量115㎡/s)の方が高いとの認定に基づくものである（同(7)1)。

そこで，まず，県による本件堤内地盤高の認定について検討する。

イ堤内地盤高の意義及び認定方法等

㈱本件国交省回答によれば，無害流量の評価に当たって，堤防位置にお

ける堤内地盤高に相当する流下能力を算定する場合，当該堤内地盤高に

ついては，「一般的には，流下能力を算出する地点に隣接している堤内

の土地の地盤高をもって堤内地盤高」とするとされ，「ただし，現地の

地形によっては，破堤幅の区間の堤防に隣接する堤内の土地に洪水流が

流れ込むことが想定されることもあるため，破堤幅の区間の堤防に隣接

する堤内の土地の地盤高を無害流量の評価に用いる堤内地盤高とするこ

とがあり得」る（本件ただし書）とされている（前提事実(16)工）。なお，

「堤内の土地」（堤内地）とは，「堤防によって守られている土地」を

意味し，「堤外地」，すなわち「堤防からみて，水の流れている側の土

地」の反義語である（「広辞苑」第6版参照）。

いそして，本件マニュアルによれば，上記「破堤幅」とは，「堤防が決

壊する幅のこと」であり，破堤形状について実績値がない場合には，所

いて度々言及されており，「実際の」過去の洪水被害状況が全く考慮され

ていないことが明らかであるから，本件整備計画等は，上記オのとおり，

違法であるといわざるを得ない。

そして，後記(4)ないし(7)のとおり，仮に，本件計画規模を前提としても，

本件整備計画等における各想定（後記(4)イ参照）は合理性の欠如等が明ら

かであり，その結果，同計画等の内容が社会通念に照らして著しく妥当性

を欠くものとなっているのであり，この意味においても，本件整備計画等

は，県知事の裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法で

あるといわざるを得ないのである。

(4)本件計画規模（本件治水安全度）を前提とした路木ダム建設の必要性

ア本件基本方針において，本件計画規模は，例「路木川流域の社会・経済

的な重要度と天草地域における他の河川との計画規模の整合」及びい「戦

後最大洪水を発生させた昭和57年7月等の豪雨を踏まえ」，1／30と

され（前提事実(4)第1章第2節第1項，認定事実(4)ア），また，本件整備

計画では，河川工事の目的として路木ダム建設により概ね30年に一回発

生する規模の洪水を調節し，「下流宅地の家屋浸水を防止する」ことにあ

るとされている（前提事実(5)第3章第1節第1項）。

以下，念のために，仮に，本件計画規模を前提とした場合において，上

記のとおり，「下流宅地の家屋浸水を防止する」ために，路木ダムを建設

する必要’性が認められるか否かについて検討する。

イ本件計画規模を前提とした路木ダム建設の必要性は，主として以下の切

ないし(ｳ)の各想定（以下，これらの各想定を併せて「本件破堤氾濫被害想

定」という。）に基づく（前提事実(9)アないし力，認定事実(6)ウ）。

け）1／30洪水の流量によって本件破堤が発生すると想定されること(本

件破堤想定）。

（ｲ）本件破堤想定を前提とすると,氾濫ブロック①において貯留型氾濫(氾
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1 1

定の方法により算定することになるとされ，本件国交省回答によれば，

「破堤幅」とは「堤防が決壊する幅」であり，「堤防が別に存在する箇

所において，堤防ではない構築物が決壊する1幅などをもって破堤'幅とす

ることは想定して」いないとされている（前提事実(8)エ㈱・同(16)オ）。

（ｳ）また，破堤の時間進行については，本件マニュアルにより，「破堤後

瞬時に最終破堤幅の2分の1（・・・）が破堤し，その後1時間で最終

破堤幅まで拡大するもの」とし，「この間の破堤幅の拡大速度は一定と

する」とされている（同(8)工鮒）。

ウ県による本件破堤想定及び本件堤内地盤高の認定

県による本件破堤の形状（氾濫流の流向及び破堤幅）に係る想定及び本

件堤内地盤高の認定は，以下のけ)及び㈱のとおりであり，後記工ないしキ

以下において，その合理性等について検討する。

け）本件破堤の形状に係る想定

まず，県は，本件破堤の形状について，本件マニュアルに従って，本

件破堤による破堤幅を約7Omとした上，①路木橋右岸橋台背面は土砂

による本件埋戻しがされており，水分により，弱体化，流動化しやすい

ことから，氾濫流の流向は同背面を通り路木集落方向に限定されること

が想定されること（橋台背面による流向限定想定），②路木川は本件想

定破堤地点「付近で大きく左にカーブしており，氾濫流の流向は路木川

から離れ，路木集落方面へ向」き，「洪水流（最高水位高3.914m)

は流れの勢いに応じて路木集落へ流れ込む」ことが想定されること（河

川形状による流向想定）に基づき，本件想定破堤形状図（別紙18）の

とおり，本件想定破堤地点付近から，「氾濫流が堤防と同等の機能を有

する路木川右岸市道を約70メートル破壊して」本件ブロック積堤防隣

接地に流れ込む想定をした（認定事実(7)ア）。

付）本件堤内地盤高の認定

その上で，県は，本件マニュアル及び本件国交省回答（本件ただし書

の考え方）に従って，①本件ブロック積堤防隣接地が「破堤幅の区間の

堤防」（本件市道のうち，上記(ｱ)による本件破堤の対象部分）に隣接し

ていること，②同隣接地が本件ブロック積堤防に「守られた土地」であ

ることから，同隣接地を上記イ(ｱ)の「破堤幅の区間の堤防に隣接する堤

内の土地」（堤内地）として，同地点の標高TP+2.4mを堤内地盤高

とした（認定事実(7)ウ）。

エ本件破堤の対象及び堤内地の認定について

例上記ウのとおり，県は，①本件マニュアルに従って，本件破堤による

破堤.幅を約7Omとし，氾濫流が「堤防と同等の機能」を有する本件市

道（兼用堤防ではない部分）をも破壊して路木集落に達すると想定し，

本件市道を「破堤幅の区間の堤防」と同視した上，②本件ブロック積堤

防隣接地が本件市道に隣接しており，同隣接地が本件ブロック積堤防に

「守られた土地」であることから，同隣接地を堤内地としている。

（ｲ）そこで検討するに，上記イ付)のとおり，本件国交省回答では，「破堤

幅」とは「堤防」が決壊する幅を意味し，「堤防が別に存在する箇所に

おいて，堤防ではない構築物が決壊する幅などをもって破堤幅とするこ

とは想定して」いないとされている。そして，「破堤」とは「堤防がこ

われること」を意味するから（「広辞苑」第6版参照），「堤防ではな

い構築物」が壊れることは「破堤」とはいい難い。

（ｳ）そうすると，まず，上記、①の想定については，①本件市道（堤防で

はない構築物）を「破堤」の対象としている点，②しかも，本件想定破

堤形状図(別紙18)のとおり,本件市道付近には,本件ブﾛツｸ積｢堤

防」が別に存在しているにもかかわらず（前提事実(2)X(D),本件市道

が決壊する幅等をもって破堤幅としている点において，合理'性に重大な

疑問があり，本件国交省回答にも反することは明らかである。
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Om上流地点の流下能力は205㎡/sであるところ,100m上流地点

では2637㎡/s,90m上流地点（路木橋付近）では1481㎡/sで

あり，本件想定破堤地点から1Om下流地点（河口から110m上流地

点）以下の下流域においては，本件基本高水流量（180㎡/s)に対し

て，流下能力も十分にある。

㈲また，本件想定破堤形状図（別紙18）のとおり，本件破堤想定によ

る破堤幅の約4Omから約7Om(最終破堤幅）付近は，本件ブロック

積堤防隣接地に隣接しているところ，同隣接地の地盤高はTP+2.2m

ないし2.6mであり，本件ブロック積堤防の堤防天端高はTP+2.6

mであって（認定事実(1)イ），県の想定する氾濫流の最高水位（標高3．

914m)より1.3mないし1.7m以上も低くなっている。

㈱そして，県は，本件マニュアルに従って破堤幅を約70mと想定して

いるところ，本件マニュアルによれば，破堤の時間進行については，上

記イ(ｳ)のとおり，破堤後瞬時に最終破堤幅の2分の1が破堤し，その後

1時間で最終破堤幅まで拡大し，「この間の破堤幅の拡大速度は一定と

する」とされている。したがって，本件想定破堤地点で破堤が発生し，

瞬時に本件市道が下流約35mの地点（路木橋付近）まで破壊された後

は，1時間で更に約35m破堤幅が拡大し，破堤速度は一定（約0．5

8m/分）となって，破堤は極めて緩やかに進行することとなる。

このような破堤の時間進行を前提として，氾濫流の水位と本件ブロッ

ク積堤防隣接地等との標高差（上記㈲），路木橋付近の河川形状（上記

い）及び流下能力（上記(ｳ)）等を考慮すると，本件破堤後，瞬時に本件

市道が約35m破壊された後，破堤幅が上記隣接地に到達した段階以降

は，氾濫流は，上記隣接地に流れ込み，本件ブロック積堤防を越水して，

河道に戻るものと考えられる。したがって，氾濫流の流向は，むしろ本

件ブロック積堤防隣接地から路木川側に向かうものと考えられ，本件想

のみならず，県は，上記(ｱ)①の想定において，本件市道を「堤防幅の

区間の堤防」と同視するのであるから，本件ブロック積堤防隣接地は，

本件市道からみて路木川側の土地（堤外地）となり，本件市道に隣接す

る堤内地（本件市道＝堤防によって「守られている土地」）は，路木川

とは反対側の本件市道背後山地（前提事実(2)工）であるはずである。

ところが，県は，本件ブロック積堤防隣接地を堤内地としているので

あり，本件破堤による破堤幅やその形状に係る想定（本件想定破堤形状

図（別紙18）参照）との不整合，矛盾は明白であって，県による堤内

地の認定は極めて窓意的であり，合理性の欠如が明らかであるというべ

きである。

オ本件破堤の形状（氾濫流の流向及び破堤幅）について

㈱また，県は，本件破堤の形状（本件想定破堤形状図参照）を想定する

根拠として，上記ウtｱ)①（橋台背面による流向限定想定）及び同②（河

川形状による流向想定）を挙げている（認定事実(7)ア）。

げ）そこで検討するに，まず，本件想定破堤地点図（別紙7），本件路木

集落図（別紙5）及び本件横断図（別紙8）並びに下流域の航空写真（甲

142の1）等によれば，路木川は，河口から300m上流地点付近か

ら，河口に向けて大きく緩やかに左にカーブしており，本件想定破堤地

点は，同カーブ（円弧）の中間地点を過ぎて，更に河口寄りに位置し，

同カーブは路木橋付近より更にやや緩やかになっているものと認められ，

本件想定破堤地点付近で急激に左カーブしているというわけではない。

しかも，河床標高及び河道'幅についても，河口から100m上流地点よ

り河床標高が低下し，河口から9Om上流地点（路木橋付近）より河道

幅が拡大し，本件ブロック積堤防部分で更に河道幅が拡大している（認

定事実(1)ア）。

（ｳ）実際，本件流下能力一覧表（別紙12－1）によれば，河口から11
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件整備計画等の作成の際，そもそも上記のような想定を行っていたもの

とは認め難いのであり，このような事情も本件破堤の形状に係る県の想

定の不合理性の証左にほかならないというべきである。

力小括

上記工及びオの検討結果に照らせば，本件破堤想定は，事実的基礎に欠

け，本件マニュアル及び本件国交省回答に反するものであって，合理性の

欠如が明らかであるというべきである。

キ本件破堤の可能性について

㈲上記力によれば，本件堤内地盤高については，本件ただし書の考え方

によるべき場合ではないと考えられ，原則どおり，本件想定破堤「地点

に隣接している堤内の土地の地盤高」（上記イけ)）によって認定すべき

ものと考えられる。そして，本件兼用堤防の状況（前提事実(2)エけ)）に

照らせば，本件想定破堤地点で本件兼用堤防に隣接している堤内地は，

本件市道背後山地の斜面であると認められる。そうすると，本件路木集

落図（別紙5）及び本件横断図（別紙8）等のとおり，上記山地部分の

標高は，本件堤防高以上であるから（同(2)1(71),仮に，県の認定（認

定事実(7)イけ)）のとおり，本件堤防高がTP+4.Omであるとすれば，

本件堤内地盤高は少なくともTP+4.0mということになる。

上記によれば，「本件余裕高控除高く本件堤内地盤高」であるから，

本件評価高は本件堤内地盤高となり，これに相当する流下能力が無害流

量となる。そして，本件流下能力一覧表（別紙12の1）によれば，上

記無害流量は少なくとも193㎡/sとなる。

㈹ところで，本件流下能力一覧表では，「NO.2」地点右岸（河口か

ら200m上流地点。以下「N○．2地点」という。）の評価高はTP+

3.4mであり，流下能力は115㎡/sとされている。しかしながら，

本件想定破堤地点図（別紙7）及び本件横断図（別紙8）等によれば，

定破堤形状図（別紙18）の赤色帯表示のとおり，そのまま更に約1時

間をかけて，本件市道を直線的に破壊して約7Omまで破堤幅が拡大す

ることはおよそ想定し難いというべきである。

(力）上記(ｲ)ないし㈱の検討結果によれば，本件破堤の形状に係る想定につ

いては，事実的基礎に欠け，合理'性の欠如が明らかであるというべきで

ある。

付言するに，上記tｱ)①の想定（橋台背面による流向限定想定）につい

ては，そもそも県において上記のような想定を実際にしていたのかとい

う点からして疑問である。すなわち，本件移設工事が行われたのは，平

成13年2月ころであり（前提事実(2)ウ(前），本件整備計画等の作成時

点（平成12年）においては，本件埋戻しは未だ行われていなかった。

そして，洪水被害から住民を守る立場にある県が，本件埋戻しを土砂で

行えば，氾濫流の流向が路木集落方向に限定され，破堤氾濫のリスクを

高め，住民を危険に晒すことになるとの想定をした上で，敢えて本件埋

戻しを土砂によって行ったとは考え難い（仮に，県がそのような想定を

していたというのであれば，コンクリート等によって埋戻しを行うなど

して，氾濫流の流向が路木集落方向に限定されないようにしていたもの

と考えられる。）。

上記に加えて，本件破堤想定に関して，被告が本件埋戻しに言及し，

橋台背面による流向限定想定に係る主張を初めてしたのは，本件訴訟提

起の4年後であったこと(平成25年11月8日付け被告準備書面31），

本件費用対効果分析報告書には，この上記想定について全く触れられて

おらず，また，上妻においても，河川形状による流向想定については陳

述及び証言するものの（乙92，証人上妻証人調書36～37頁），本

件埋戻しによる路木橋橋台背面部分の弱体化等については全く陳述等し

ておらず，坂本及び持田も同様であることに照らせば，県において，本
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並びに浸水想定区域未指定状況（前記(3)エ）等に照らせば，本件破堤想定

は，そもそも事実的基礎がないことが明らかであり，合理性の欠如も明白

であるというべきである。

そして，上記キ(ｳ)のとおり，本件計画規模（本件治水安全度）を前提と

しても，本件破堤は発生し得ないのであるから，本件治水安全度の確保の

ために，洪水調節施設として路木ダムを建設する必要性は認められない。

したがって，本件整備計画等の内容は，社会通念に照らし著しく妥当性を

欠くものであるというべきである。

以上によれば，本件整備計画等は，県知事の裁量権の範囲を逸脱し又は

これを濫用したものとして違法であるといわざるを得ない。

ケ費用対効果分析

（ｱ）上記クは，費用対効果分析からも裏付けられる。すなわち，本件費用

対効果分析において，想定被害額については，氾濫ブロック①に係る想

定被害額がそのほとんど（99％以上）を占めていることから（前提事

実(9)ク），被害防止便益のほとんどは同①に関するものとなる。

したがって，上記キのとおり，1／30洪水によって氾濫ブロック①の

氾濫を想定できないとすると，同洪水による想定被害額はほぼゼロとな

り，被害防止便益もほぼゼロとなると考えられる。

（ｲ）そうすると，本件事業に係る総便益は，本件総便益を構成する，①被

害防止便益，②不特定ダム便益及び③施設残存価値のうち,②及び③の

合計である39億2580万円程度ということになる(前提事実(9)ケけ))。

そして，本件総費用は78億9540万円とされているから（認定事

実(6)ア），費用便益比は，0．49（39億2580万円／78億95

40万円）となる（なお，実際の総事業費は，当初予算を6億5000

万円以上上回るものと見込まれているから（同伽ウ），費用便益比は更

に低い値となると考えられる。）。

N○．2地点の背後地が本件市道背後山地であり，また，同地点が路木

集落から100m以上離れた地点であることは明らかである。そうする

と，本件想定破堤地点と同様,N○．2地点の堤内地盤高は，同地点の

本件兼用堤防の堤防天端高以上であると考えられる。そして，本件流下

能力一覧表（別紙12の1）によれば，同地点の堤防天端高はTP+4.

Om(流下能力は193㎡/s)であるから，同地点の堤内地盤高はTP+

4.Om以上であり，流下能力は少なくとも193㎡/sであると認めら

れる。

（前上記(ｱ)及び(ｲ)によれば，本件堤内地盤高に相当する無害流量は少なく

とも193㎡/sとなり，これは氾濫ブロック①の各断面（測点「N○．

2」以下の各測点）の無害流量のうち最小であるから，上記値がブロッ

ク無害流量となると考えられる。そして，このように氾濫ブロック①の

ブロック無害流量を193㎡/s以上であると評価することは，昭和57

年7月豪雨によるピーク流量190㎡/s(前提事実(9)アけ))によっても

路木川堤防が決壊せず，路木集落において浸水被害は発生しなかったと

いう過去の洪水被害の状況（前記(3)イ）とも整合するのである。

そうすると，上記ブロック無害流量は，本件基本高水流量（1／30洪

水による流量）180㎡/sを上回り,1/10及び1/20の各確率別流

量（それぞれ140㎡/s及び160㎡/s)を上回ることから，本件想定

破堤地点においては，1／30洪水によって破堤が発生することはあり得

ない（1／10洪水及び1／20洪水によってもあり得ない）ということ

になる。

上記のとおりであるから，本件計画規模を前提としても，本件破堤は

発生し得ないのである。

ク結論

上記工ないしキの検討結果に加えて，過去の洪水被害状況（前記(3)イ）
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(6)氾濫ブロック①における氾濫状況の想定（本件氾濫想定）

ア前記(5)クのとおり，本件破堤想定については，事実的基礎及び合理性の

欠如等が明らかであるものの，念のために，本件氾濫想定の合理性につい

ても検討する。

本件費用対効果分析では，本件破堤想定を前提として，本件想定氾濫状

況図（別紙4）のとおり，氾濫ブロック①宅地部においては，「国道26

6号盛土づたいに市街地内に氾濫し，道路盛土や古江川河川堤防及び市街

地背後の山地地形に囲まれた路木地区に氾濫流が徐々に湛水する貯留型の

氾濫形態と予想され」（前提事実(9)ア㈹），本件想定氾濫浸水深表（別紙

13の1）のとおり，同①宅地部の氾濫水位は，本件国道路面高であるTP

＋3．40mとなると想定されている（同(9)力け),認定事実6ウ(D)。

そこで，上記予想及び想定の合理'性について検討する。

イ氾濫形態の想定

㈱まず，本件費用対効果分析報告書においては，「昭和57年7月出水

時等の洪水氾濫状況より・・・下流部では，河口から約100m地点に

位置する固定堰付近から上流にかけての一連区間では，断面の流下能力

不足や破堤により氾濫した洪水流が，下流右岸地区に広がる家屋連担地

などに流れ込み氾濫被害を生じさせている。氾濫地区は，道路盛土や河

川堤防・海岸堤防と市街地背後の山地地形などに囲まれた地形条件にあ

るため，氾濫流は堤内地に貯留される状況となる」（貯留型氾濫形態）

と記載されている（前提事実(9)イけ)(ｲ)）。

㈹上記け)は，氾濫ブロックの設定に当たり，下流右岸地区（氾濫ブロッ

ク①）における氾濫形態を想定するものであるところ，上記、の文言に

照らせば，昭和57年7月豪雨による「洪水流が，下流右岸地区に広が

る家屋連担地などに流れ込み氾濫被害を生じさせ」たという事実があっ

たことを前提として，｜司事実を根拠として，氾濫ブロック①の氾濫状況

を予想し，想定したものと解される。

（ｳ）しかしながら，昭和57年7月豪雨による洪水流が路木集落に「流れ

込み氾濫被害を生じさせ」たという事実は存在しない（前記(3)イ）。し

たがって，氾濫ブロック①の氾濫状況の想定については，そもそも事実

的根拠の欠如が明らかである。

ウ氾濫水位の想定

（ｱ）また，上記アのとおり，本件費用対効果分析では，氾濫ブロック①は

貯留型氾濫形態となり，同①宅地部の氾濫水位はTP+3.4mとなると

想定されている。そして，その根拠として，①路木地区が「道路盛土や

古江川河川堤防及び市街地背後の山地地形に囲まれた｣地形にあること，

②本件国道の路面高がTP+3．4Omであることが挙げられている。

け）そこで検討するに，本件想定氾濫状況図（別紙4）及び本件路木集落

図（別紙5）等によれば，氾濫ブロック①宅地部（路木集落）は，本件

国道，路木集落背後の山地（本件市道背後山地）及び古江川堤防に加え

て，本件ブロック積堤防に囲まれていることが明らかである（前提事実

(2)オ）。したがって，本件ブロック積堤防の標高等は，同①宅地部の氾

濫状況の想定に関して，極めて重要な事実的基礎であるといえる。

（制ところが，本件費用対効果分析報告書の氾濫形態及び氾濫水位の検討

部分においては，「古江川河川堤防」には明示的に言及があるものの，

本件ブロック積堤防については言及がなく，本件費用対効果分析におい

ては，同堤防の標高等について検討された形跡はない。

それどころか，本件想定氾濫浸水深表（別紙13の1）及び本件代表

地盤高図（別紙13の2）のとおり，本件ブロック積堤防隣接地につい

ても，氾濫水位TP+3.4mの貯留型氾濫が発生すると想定されている。

しかしながら，本件ブロック積堤防は，路木橋付近から河口までの間，

約90m程度にわたり設置され，標高はほぼTP+2.60mであること
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から（認定事実(1)イ），同堤防付近の河床標高や河道幅（同(1)ア）に照

らしても，同堤防隣接地において氾濫水位TP+3.4mの「貯留型」氾

濫が発生することは物理的にあり得ないというべきである。

したがって，上記想定の不合理性は明白である。

㈲この点について，被告は，本件破堤直後の氾濫流の形状について，①

橋台背面による流向限定想定に加えて，②「勢いをもって一気に押し寄

せる洪水」について被害最大となる氾濫流の形状を想定すると，「破堤

直後で最も勢いが強いことから・・・ホースから水が出る現象と類似す

るものと想定」され，氾濫流は，「最高水位（標高3.914m)とほ

ぼ同等の高さで流れ」，本件ブロック積堤防隣接地付近では「あまり拡

散しない」と想定されるから（ホース水流類似想定），氾濫ブロック①

宅地部の氾濫水位がTP+3．4Omであるとの想定は不合理とはいえな

い旨主張する（被告準備書面31．33頁，同32．5頁）。

しかしながら，前記(5)オ㈱のとおり，本件マニュアル（破堤の時間進

行）によれば，本件想定破堤地点で破堤が発生し，瞬時に本件市道が下

流約35mの地点（路木橋付近）まで破堤した後は，破堤速度は一定（約

0.58m/分）となり，破堤進行は極めて緩やかに進行することとなる。

このような破堤の時間進行を前提とすると，氾濫流がホース水流に類似

し，本件ブロック積堤防隣接地付近では「あまり拡散しない」とはおよ

そ想定し難く，ホース水流類似想定の合理性の欠如は明白である。

鮒上記(ｲ)ないし㈲の検討結果によれば，氾濫ブロック①宅地部の氾濫水

位がTP+2．60m以上となることは考え難く，本件氾濫想定における

氾濫水位の想定についても，明らかに不合理であるというべきである。

そして，同①宅地部の氾濫水位をTP+2.60mとすると，本件各区

域の設定等，他の条件については全て，本件費用対効果分析と同様とし

て費用便益比を算出すると，原告らの算出によれば，0．91となるの

である（甲138，139）。

工氾濫浸水深の想定

け）氾濫ブロック①宅地部に係る氾濫浸水深については，本件代表地盤高

図（別紙13の2）及び本件想定氾濫浸水深表（別紙13の1）「地盤

高」棚記載のとおり，同①宅地部を1.4m区域及び1.8m区域に分

けた上（本件区分），氾濫水位TP+3.4mを前提として,1.4m区

域の浸水深は2.Om,1.8m区域の浸水深は1.6mと想定されて

いる（前提事実(9)力(ｲ)）。

け）そこで，上記想定について検討するに，本件ブロック積堤防隣接地の

標高は,TP+2．2mないし2.6mであるところ（認定事実(1K).

本件代表地盤高図（別紙13の2）のとおり，上記堤防隣接地は1．8

m区域ではなく,1.4m区域に含められているのであり，この点のみ

からして，本件区分の不合理‘性は明らかである。

そして，本件費用対効果分析では，本件想定氾濫浸水深表（別紙13

の1）のとおり,1.4m区域の浸水深は2.Omと想定されていると

ころ，上記ウ㈱のとおり，本件ブロック積堤防隣接地の氾濫水位がTP+

2.60m以上になるとは考え難く，同隣接地の浸水深は,Omないし

0.4mとなると考えられる。

（制本件費用対効果分析では，被害家屋棟数は90棟（うち80棟は1．

4m区域）とされており（前提事実(9)ク),本件代表地盤高図（別紙1

3の2）等によれば，本件ブロック積堤防隣接地内の家屋棟数は11棟

であり，上記いのとおり，上記家屋11棟の浸水深は,Omないし0.

4mとなる。

ところで，本件マニュアルでは「水深が45cm以上を床上浸水とする」

とされていることから（甲19．50頁），上記家屋11棟は全て床下

浸水となり，適用される被害率（同49頁）が大幅に小さいものとなる
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を総合的に考慮」した上で「作成しなければならない」とされている（施

行令10条2号，関係法令等の定め(5)アW)).

イ上記アの事項として，まず，本件基本方針では，「路木川の位置する牛

深市及び河浦町では，慢'性的に生活用水が不足して」おり，また，路木川

の動植物の生息・生育環境は良好であり，水質は「非常に清浄である」こ

とから，「水道用水等諸用水の需要に対処するため，水資源の開発等合理

的な利用の促進を図るとともに，良好な動植物の生息・生育環境及び清浄

な水質の維持等流水の正常な機能の維持を図る。」と記載されている（前

提事実(4)第1章第2節第2項）。

次に，本件整備計画では，「概ね10年に一回発生する渇水時において

も，安定した水利用と清浄な水質，良好な動植物の生息・生育環境等の維

持を図る。また，路木川の位置する牛深市，河浦町における，水道用水の

需要に対処するため，水資源の開発及び合理的な利用の促進を図る。」と

記載され（同(5)第2章第4節），また，路木ダムにより1／30洪水を調節

、し，「下流宅地の家屋浸水を防止する」とともに，「新たな水道用水の確

保と，流水の占用，流水の清潔の保持，動植物の生息地又は生育地の状況

等を考慮」し，1／10渇水時においても，「流水の正常な機能を維持する

ため必要な流量の確保を図るものとする。」と記載されている（同(5)第3

章第1節第1項）。

ウさらに，「路木川流域の概要」として，本件整備計画において，「牛深

市，河浦町では，その生活用水の水源として，牛深市が桜川の表流水，河

浦町が一町田川の表流水及び地下水を利用しているが，天候に大きく左右

されるため，それらの取水は安定しておらず，両市町では慢性的に生活用

水が不足している。また，生活様式の向上に伴う水需要量の増加も見込ま

れることから，水道水源として4600㎡／日の安定確保が必要であり，

そのための新規水資源開発が課題となっている。」と記載されている（同

（原告植村本人第1回，第2回）。そうすると，上記家屋11棟に係る

想定被害額についても相当程度減額されることとなる。

㈲上記(ｳ)によれば，本件ブロック積堤防隣接地内の家屋のみを取り上げ

るとしても,被害防止便益が更に減額されることになるはずであるから，

費用便益比は，原告らの算出によれば，0．91を更に下回ることにな

ると考えられる。

オ小括

上記イないし工の検討結果によれば，氾濫形態，氾濫水位及び氾濫浸水

深の各想定について，明らかに不合理な点が認められ，本件氾濫想定につ

いても合理！性の欠如が明白であるというべきであり，その結果，費用便益

比も相当程度1を下回ることになって，路木ダム建設の治水事業としての

経済'性及び必要性が欠けることとなり，本件整備計画等の内容についても

社会通念に照らし著しく妥当性を欠くことになるといわざるを得ないと考

えられる。

（7）結論

前記(5)ク及び(6)オのとおりであるから，本件計画規模（本件治水安全度）

を前提としても，本件破堤氾濫被害想定の事実的基礎及び合理性の欠如は明

白であって，その結果，本件整備計画等の内容が社会通念に照らし著しく妥

当性を欠くものとなっているというべきであり，したがって，本件整備計画

等は，県知事の裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法で

あるといわざるを得ないのである。

7争点(3)ア㈹（利水の必要性の有無）について

(1)本件整備計画等の記載内容

ア整備計画等は，「河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関す

る事項については，流水の占用，舟運，漁業，観光，流水の清潔の保持，

塩害の防止，河口の閉塞の防止，河川管理施設の保護，地下水位の維持等
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1 1

水源」であることなどから，水源を切り替える必要があるとして，それぞ

れ路木ダムを新規水源として位置づけているところ（前提事実⑩イ，同仙

イ），裁判所が本件各水道事業の内容の適否を判断するに当たっては，上

記イのとおり，本件各水道事業の策定が天草市の広範な裁量権の行使とし

てされたことを前提として，㈱重要な事実の基礎を欠く場合，㈹事実に対

する評価が明らかに合理性を欠くこと等により，その内容が社会通念に照

らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合に限り，裁量権の範囲を逸

脱し又はこれを濫用したものとして違法となるものと解するのが相当であ

る。

エ以下，後記(3)及び(4)において，本件各水道事業について検討し，後記(5)

において，本件各水道事業の策定について，上記ウの裁量権の逸脱又は濫

用があり，違法であるか否かについて検討することとする。

(3)本件水道水源開発事業（牛深地区）について

ア天草市は，本件水道水源開発事業に関して，平成25年度における1日

最大取水量を6510㎡／日と予測し（前提事実⑩エ(ｳ)），既存水源から

の取水量について，本件利水計算によって1/10渇水に対応できるもの

として，3510㎡/日と判断した（同(10)オ(7))。

イ上記アの点について，原告らは，け)1日最大取水量の予測値は5454

㎡/日であり〃)既存水源の取水可能量は5440㎡/日であるとし，特に，

本件利水計算（前提事実(10)オけ))に関して，同計算の前提とすべき桜川の

維持流量について，天草市が0．69㎡/s/100hi(本件全国平均値）

として計算したところ，前提とすべき維持流量は，本件水利使用許可にお

いて定められた維持流量，すなわち，第1ヤイラギダム直下における10

02㎡/日とすべきであり（同(10)ア),同流量を前提として計算すれば，

取水可能量は5440㎡／日となる旨主張する。

ウそこで検討するに，本件手引は，渇水時に維持すべき流量についての基

(5)第1章）。

(2)旧牛深市及び旧河浦町（合併後は天草市）の責務等

ア旧牛深市及び旧河浦町（合併後は天草市。以下，合併前後を通じて「天

草市」という。）は，地方公共団体として，水源及び水道施設等に関し必

要な施策を講じ（水道法2条1項），当該地域の自然的社会的諸条件に応

じて,、水道の計画的整備に関する施策を策定，実施するとともに，水道事

業の経営に当たって，その適正かつ能率的な運営に努める責務を負ってい

る（同法2条の2第1項）。そして，水は地域属性が強く，水道水の供給

は地形その他の自然的条件に影響を受けざるを得ないことに鑑み，同条項

において，水道の計画的な整備に当たっては，当該地域の自然的条件を考

慮するとともに，当該地域の歴史的，文化的，社会的，経済的諸条件に即

して合理的な施策を策定し，これを実施しなければならないとされている。

また，天草市は，水道事業者として，給水区域内の需要者から給水契約

の申込みを受けたときは，正当な理由がなければ，これを拒んではならず，

給水契約の成立した水道利用者に対し，常時水を供給しなければならない

とされている（同法15条1項，同条2項）。

イこのような天草市の地方公共団体及び水道事業者としての責務の内容及

び性質に照らすと，同市としては，長期的な給水区域内の水道需要及び供

給能力を合理的に予測した上，水道の計画的整備に関する施策を策定及び

実施して，水道事業を適正かつ能率的に運営し，水道を安定的に供給し，

渇水によって市民の生活が極力影響を受けないよう努力する責務を負って

おり，上記施策の策定及び実施については，同市の広範な裁量に委ねられ

ていると解される。

ウところで，天草市は，本件水道水源開発事業（牛深地区）において，牛

深地区の「'慢‘性的な水不足を解消すべく新たな水源」が必要であるとして，

また，本件簡易水道事業（一町田地区）においては，既存水源は「不安定
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1 1

なく，牛深地区の利水のために路木ダム建設の必要性は認められない旨の

原告らの主張は理由がなく，その他，本件水道水源事業の策定について，

天草市による裁量権の逸脱又は濫用を認めることはできない。

(4)本件簡易水道事業（一町田地区）について

ア本件簡易水道事業においては，新規水源として路木ダムが位置付けられ

ているところ（前提事実⑪イ），原告らは，八久保ダムの活用により一町

田地区の水需要を賄うことができるから，同地区の利水のために路木ダム

を新規水源とする必要'性は認められない旨主張する。

イそこで検討するに，河浦町には，平成11年3月，県によって八久保ダ

ムが建設されており，本件協定によって，天草市は，同ダムに係る「満砂

までの間予想される湛水」について，地域住民の飲料水等として利用する

ことができ，満砂等の際には，同市は，同市の負担によって，堆積士を掘

削除去することもできるとされている（前提事実⑪ウけ)州ｳ)）。

しかしながら，本件協定書においても，治水上砂防のため支障が生じた

場合は，県知事は本件協定を解除することができるとされており（同仙ウ

㈲），そもそも本件協定によって八久保ダムが安定的な水源として確保さ

れているとはいい難い。

そして，後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば，け)八久保ダムは，「大

雨による土砂災害の防止・軽減を目的に，土砂を貯める砂防ダムとして」

整備されており，「一度の洪水で上流からの土砂流出で満杯になることも

ある」こと（丙18，22，証人梅田），いまた，同ダムの「貯水池容量

を利用するとしても，八久保ダム下流域の葛河内川と一町田川は古くから

農業用水として利用されており，このかんがい用水や河川環境に必要な維

持流量を考慮すると，年間を通じた，新たな取水は困難」と考えられるこ

と（丙18，22），（切実際，八久保ダムの貯水量は，建設時は約20万

㎡であったが，天草市が平成18年度に行った貯水量調査によれば，有効

本的な考え方と標準的な値を示すものであり，平成9年の河川法改正等，

正常流量（関係法令等の定め(4)エ）の検討に係る社会的背景等の変化を受

けて改訂されたものであるところ，本件手引では，全国の河川における平

均的な維持流量は，0．69㎡/s/100㎡であるとされていること（前

提事実do)オ付)),これに対し，本件水利使用許可における維持流量は，平

成5年3月以来，見直されたことなく（同⑩ア），上記河川法改正等，維

持流量に係る社会的背景等の変化を反映したものとはいい難いことなどに

照らすと，天草市が本件利水計算の際，桜川の維持流量として，本件水利

使用許可において定められた維持流量ではなく，むしろ本件全国平均値を

用いることが合理的であるというべきである。

したがって，原告らの上記イけ)の主張を採用することは困難である。

なお，従前の牛深地区の渇水状況（前提事実⑩ア，認定事実(2)ア併)）に

加えて，本件設計指針において，「地理的条件や経済的な理由等により，

貯水池の新規開発水量は，計画対象の渇水規模を10年に1回程度として

決定することが多い」とされていることに照らすと，既存水源からの取水

量の検討に当たって，1／10渇水に対応することを前提としたことについ

ても，これが事実的基礎に欠け又は明らかに合理性に欠けるということは

できない。

工上記ウの検討結果によれば，本件利水計算による取水量に係る判断が事

実的基礎に欠け又は明らかに合理性に欠けるということはできず，同計算

結果に基づいて,1/10渇水に対応できる取水量は3510㎡／日である

と判断したこと（前提事実(10)オけ))についても，同様である。

オ上記エによれば，仮に，上記イ(7)(1日最大取水量）について，原告ら

の主張（5454㎡／日）を前提としても，既存水源からの取水量では，

1日最大取水量を賄うことができないことは明らかである。

したがって，上記イ(7)(1日最大取水量）の点について検討するまでも
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1 1

求めるものであることが，その文言からして明らかであって，同条約1条

及び8条自体が，直ちに，日本国内において法的拘束力を有するものとい

うことはできない。これは，同条約14条についても同様であって，同条

を根拠にして，環境影響評価義務が生じると解することはできない。

イそして，生物多様性条約8条（生息域内保全）に関係する国内法令のう

ち，本件事業に対して適用があり得る法令は，自然公園法（平成11年法

律第160号による改正後のものを含む。）であるところ，本件事業につ

いて，県知事は，平成12年12月11日，同法（上記改正前のもの）に

よる許可を受けている（前提事実(3)キ）。また，同条約14条（影響の評

価及び悪影響の最小化）に関係する国内法令としては，環境影響評価法及

び熊本県環境影響評価条例があるところ，本件事業は，路木ダムの湛水面

積が約14haであることから（同(5)第3章第1節第2項),上記各法令

の適用対象ではない。

したがって，本件整備計画等が生物多様'性条約8条及び14条を具体化

した国内法令に違反するということにもならない（乙2）。

（3）前記(2)のとおりであるから，原告らの前記(1)の主張を採用することはでき

ず，本件整備計画等が生物多様性条約に違反するとは認められない。

9本件整備計画等及び財務会計上の行為の違法性について

（1）前記7(5)及び8(3)のとおり，利水の必要性及び生物多様性条約との関係に

おいては本件整備計画等が違法であるということはできないものの，前記6

(3)ないし(7)のとおりであるから，本件整備計画等は，県知事において河川管

理者としての裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法であ

るといわざるを得ない。

なお，本件確認作業報告書においては，本件事業を中止した場合，本件補

助金返納及び本件負担増が指摘されているが（認定事実(8)ウけ)），本件補助

金返納等の問題があることから，本件整備計画等の違法性が治癒されるとい

貯水量が約12万㎡に減少していたこと（丙16，18）が認められる。

上記各事実によれば，天草市において，八久保ダムを安定水源として相

当ではないと判断したことについて，事実的基礎が欠け,又は合理性の欠

如が明らかであるとはいえない。なお，一町田地区の既存水源の内容（前

提事実(11)ア）に照らすと，天草市において，上記既存水源が「不安定水源」

であるとして，新規水源が必要であると判断したこと（同⑪イ）について

も，これが事実的基礎に欠け又は合理性の欠如が明らかであるとは認め難

い。

ウ以上によれば，原告らの上記アの主張を採用することも困難であり，そ

の他，本件簡易水道事業の策定について，天草市による裁量権の逸脱又は

濫用を認めることはできない。

（5）前記(3)及び(4)のとおりであるから，本件各水道事業の策定（牛深地区及び

一町田地区の水道水源として路木ダムが必要であるとの判断）について，天

草市において裁量権を逸脱又は濫用した違法なものということはできない。

そして，上記のとおり，水道事業者である天草市の判断及び本件各水道事

業について違法性が認められない以上，この点について本件整備計画等が違

法であるということはできない。

8争点(3)イ（生物多様性条約違反の有無）について

（1）原告らは,(7)路木ダムの建設が生物多様性を破壊するものであり，生物多

様性条約1条及び8条に違反しており，また，け)本件事業の実施に当たって，

同条約14条に基づく環境影響調査が全く行われておらず，同条に違反する

旨主張する。

(2)アそこで検討するに，生物多様性条約1条は，同条約の目的を定めたもの

であり，同条約8条は，生物の多様性を保全するため，締約国に対して，

「可能な限り，かつ，適当な場合」に，一定の制度を設けることや，生態

系の保護等を促進すること，所要の条件整備のために努力することなどを
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の氾濫による家屋被害はないことなどから，治水のために路木ダム建設の

必要はない旨陳情を受け，その後も，同様の陳情を受け，同年12月，上

記アのとおり，本件事業の継続を決定したことについても抗議を受けたこ

とがあった（認定事実(5)）。

(3)アところで，本件確認作業に関して，蒲島知事が持田から交付を受けた資

料は，本件確認作業報告書等のみであったところ（認定事実(8)），本件確

認作業報告書等には，過去の浸水被害状況については，本件陳情書等及び

本件天草市調査に言及されているにとどまり，本件参考資料には，本件天

草市調査の結果，「路木川の氾濫によって当該路木地区が過去幾度も人家

の浸水被害・・・等，当該地区が多大な影響を被ったことは，残存する行

政文書，資料及び地元関係者複数人の証言からも確認できた。」と記載さ

れている（乙7）。

上記記載内容に照らすと，前記(2)イのとおり，蒲島知事が原告植村らか・

ら陳情や抗議を受けていたことなどから，同知事において，過去の浸水被

害が実際には存在しなかったこと，したがって，この点について本件整備

計画等は，重大な事実の基礎に欠け，河川法16条2項及び施行令10条

1号等に違反するものであること（前記6(3)）を認識することは極めて困

難であったというべきであり，これは，路木川について水位情報周知河川

の指定及び浸水想定区域の指定等がされていないということ（認定事実⑩

ア）を考慮しても同様であるというべきである。

イまた，本件整備計画等に係る他の違法事由（前記6(4)ないし(7)）は，本

件費用対効果分析における本件破堤想定及び本件氾濫想定に関するもので

あって，高度に技術的かつ専門的な事項である。そして，本件再評価個表

及び本件確認作業報告書等においては，これらの事項について格別の言及

はなく，これらの事項に関して何らかの問題がある旨示唆する記載はなか

ったのであって，その他，上記各書面の記載内容自体について不合理なと

うことにならないことは当然である。

（2）そして，前記4(3)のとおりであるから，前記(1)によれば，県知事は，本件

整備計画等を変更し，本件事業を変更又は中止して，本件公金の支出（前提

事実(13))を行ってはならないという財務会計法規上の義務を負っているので

あり，本件公金の支出は上記義務（是正義務）に違反するものとして違法で

あるというべきである（ただし，後記111)参照。）。

10争点(4)ア（蒲島知事の故意又は過失の有無）について

(1)前記9(2)のとおり，本件公金の支出が違法であるとの評価は免れないと解

される。そして，本件整備計画等の違法性と本件公金の支出との関係（前記

4(2)及び(3)）に照らせば，蒲島知事の故意又は過失の有無については，同知

事において，本件公金の支出（前提事実(13)）を行った際，本件整備計画等に

関する前記9(1)（前記6(3)ないし(7)）の違法事由を認識し，又は認識可能で

あったか否かが問題となると考えられる。

(2)アそこで検討するに，蒲島知事は，平成20年4月，県知事に就任したと

ころ（前提事実(1)ウ),同年度，本件再評価が行われ，同年9月26日，

本件再評価個表が作成され，同知事は，同年12月4日，再評価監視委員

会から，本件事業について継続相当との意見の報告を受け，同意見を踏ま

え，本件事業の継続を決定した（同(7)）。また，同知事は，本件再評価監

視委員会意見を踏まえ，平成21年4月2日，副知事に対し，本件確認作

業を指示し，同作業の結果が，同年6月，本件確認作業報告書等にまとめ

られ（同(12)ア，イ，認定事実(8)),同知事は，同月2日，持田から，同報

告書等に基づき報告を受けた上（同(8)），同月3日，本件確認作業報告書

等とともに本件発言要旨を公表し，県議会においても，本件発言要旨に基

づいて，本件事業について説明を行った（同(9)）。そして，同年11月1

7日には，ダム本件工事の施行を決定した（前提事実12)ウ）。

イこの間，蒲島知事は，平成20年8月，原告植村らから，過去，路木川
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ころがあったとは認められない（前提事実(7)ウ，認定事実(8)）。

上記に加えて，本件確認作業報告書等の作成経緯（同(8)）に照らすと，

蒲島知事において，同報告書等の基になった原資料等（例えば，本件費用

対効果分析報告書等）を確認し，原資料等についても報告を求めるなどす

べきであったとまでいうことはできないと考えられる。

そうすると，上記違法事由についても，その性質及び内容，本件再評価

個表及び本件確認作業報告書等の記載内容並びに本件再評価監視委員会意

見等に照らして，蒲島知事において，これを認識することは極めて困難で

あったというべきである。

（4）前記(3)の検討結果によれば，蒲島知事において本件公金の支出を行ったこ

とについて，故意又は過失があったとは認められないというべきである。

11本件各請求について

（1）本件(1)請求について

前記9(2)のとおり，県知事による本件公金の支出は違法であるところ，前

記1(2)のとおりであるから，本件(1)請求については，本件訴訟の口頭弁論終

結日（平成25年11月20日）以降に行われることが予測される本件公金

の支出について差止めを求める限度で理由がある。ただし，本件公金の支出

の前提となる契約の締結等の支出負担行為が存在しているものについては，

それが私法上無効でなく，かつ，本判決確定時までに支払義務が生じた部分

については，県は支払義務を負うものと解されるから，当該部分について本

件公金の支出の差止めを求めることはできず，当該部分については請求を棄

却すべきことになる（なお，仮に，上記支出負担行為に関して，県が取消権

若しくは解除権を有し，又は客観的にみて県が同行為を解消することができ

る特殊な事情があるとすれば，被告としては取消権等を行使し，又は同行為

を解消すべきことになると解されるが，本件証拠上，取消権等や上記特殊な

事情の存在を認めることは困難である。）。
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付言するに，本件全証拠によっても，本件公金の支出の差止めによって，

人の生命又は身体に対する重大な危害の発生の防止その他公共の福祉を著し

く阻害するおそれがあるとは認め難い（地方自治法242条の2第6項）。

（2）本件(2)請求について

前記9(2)のとおり，蒲島知事による本件公金の支出は違法であるものの，

前記10のとおり，蒲島知事には同支出について故意又は過失があったとは

認められないから，本件(2)請求は理由がない。

12結論

以上のとおりであるから，本件訴訟のうち，原告井手に関する部分につき，

当該原告の死亡による訴訟終了宣言をし，その余の部分については，本件(1)請

求のうち，平成25年11月20日までにされた公金の支出等の差止めを求め

る部分は不適法であるから却下し，その余の差止めを求める部分（ただし，本

判決確定時までに支払義務が生じた公金の支出の差止めを求める部分を除く。）

を認容し，その余の請求をいずれも棄却することとする。

よって，主文のとおり判決する。

熊本地方裁判所民事第3部

裁判長裁判官

裁判官

裁判官

片 山昭人

中川正充

瀧濯孝太郎

120

～

r<¥
.一J

植村
テキストボックス
 A


	判決本文前半井手削除
	判決本文後半井手削除



